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第１章 総 論

第１節 計画の主旨

1 計画の目的

この計画は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）及び原子力災害対策特別措置法（平成11

年法律第156号。以下「原災法」という。）に基づき、原子力事業者の原子炉の運転や事業所外運搬

等により放射性物質又は放射線が異常な水準で事業所外（運搬の場合は輸送容器外）へ放出される

ことに係る原子力災害対策について定めるほか、原子力災害と自然災害等との複数の事象に対応す

る必要がある場合における複合災害対策について定め、これを推進することにより、伊方町民等の

生命、身体及び財産を原子力災害から保護することを目的とする。

2 計画の性格

この計画は、町の関係各機関において防災対策に取り組むための基本方針となるものであり、地

域における生活者の多様な視点を反映するため、防災会議の委員への任命など，計画決定過程にお

ける男女共同参画、その他の多様な主体の参画に配慮しながら、状況の変化に対応できるよう必要

に応じ見直しを行うものである。

また、本計画において採用している原子力規制委員会の定める「原子力災害対策指針」における

各種指標について、同委員会の見直しが実施された場合は、見直し後の指標を採用するものとす

る。

なお、この計画は「伊方町地域防災計画」の「原子力災害対策編」として定めるものであり、こ

の計画に定めのない事項については「伊方町地域防災計画（風水害等対策編、地震災害対策編、津

波災害対策編）」によるものとし、武力攻撃に起因する「武力攻撃原子力災害」の対応は、伊方町

国民保護計画で定める。

3 計画の構成

計画編の構成は、次の4章による。

(1) 第１章 総論

この計画の主旨、原子力災害対策重点区域、防災関係機関の業務など計画の基本となる事項を

示す。

(2) 第２章 原子力災害事前対策

平常時の教育、訓練、施設の災害予防対策、住民生活の確保方策などの予防計画を示す。

(3) 第３章 緊急事態応急対策

災害が発生した場合の応急対策を示す。

(4) 第４章 原子力災害中長期対策

災害発生後の復旧対策を示す。
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第２節 原子力災害対策重点区域

1 原子力災害対策重点区域

原子力災害対策重点区域は、次のとおりとする。

原子力災害対策重点区域

区 分 範囲・概要 対象地区・市町

ＰＡＺ

（Precautionary Action Zone）

【予防的防護措置を準備する区域】

原子力施設を中心として、

概ね半径 5km の地域

集落数：27 地区

（自主防災会単位）
人 口：5,547 人

世帯数：2,462 世帯

（平成 26 年 12 月末現在）

ＵＰＺ

（Urgent Protective Action

planning Zone）

【緊急時防護措置を準備する区域】

原子力施設を中心として、

概ね半径 30km の地域から

ＰＡＺを除いた地域

伊方町全域

（ＰＡＺを除く）

（県内）

宇和島市、八幡浜市、

大洲市、伊予市、西予市、

内子町

周辺地域の地図
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第３節 緊急事態区分及び重点区域区分等に応じた防護措置の

準備及び実施

1 原子力施設等の状態に応じた防護措置の準備及び実施

ＰＡＺにおいては、原子力施設において異常事態が発生した場合には、急速に進展する事故にお

いても放射線被ばくによる確定的影響等を回避するため、放射性物質の環境への放出前の段階か

ら、原子力施設等の状態が原子力災害対策指針において定める以下の緊急事態区分のいずれに該当

するかを判断し、該当する区分に応じて同指針に定める緊急時活動レベル（Emergency Action Lev

el。以下「ＥＡＬ」という。）に基づく避難等の予防的な防護措置を準備し、実施するものとす

る。

また、ＰＡＺ外においても、国の指示がある場合は、事態の規模、時間的な推移に応じて、段階

的な避難措置等の予防的な防護措置を実施するものとする。

ＵＰＺにおいては、全面緊急事態となった際には予防的な防護措置（屋内退避）を原則実施する

ものとする。

緊急事態区分の概要

区分 概 要 主要な防護措置

警
戒
事
態

その時点では公衆への放射線による影

響やそのおそれが緊急のものではない

が、原子力施設における異常事象の発生

又はそのおそれがあるため、情報収集

や、緊急時の環境放射線モニタリング

（ 以 下 「 緊 急 時 モ ニ タ リ ン グ 」 と い

う。）の準備、施設敷地緊急事態要避難

者（避難行動に通常以上の時間を要し、

かつ、避難により健康リスクが高まらな

い要配慮者（高齢者、身体障害者、知的

障 害 者 、 精 神 障 害 者 （ 発 達 障 害 を 含

む。）、難病患者、外国人、乳幼児、妊

産婦、傷病者、入院患者、その他の特に

配慮を要する者をいう。以下同じ。）並

びに安定ヨウ素剤を事前配布されていな

い者及び安定ヨウ素剤の服用が不適切な

者のうち施設敷地緊急事態において早期

の避難等の防護措置の実施が必要な者を

いう。以下同じ。）の避難等の防護措置

の準備を開始する必要がある段階

この段階では、原子力事業者は、警戒

事態に該当する事象の発生及び施設の状

況について直ちに国及び地方公共団体に

通報しなければならない。

国は、原子力事業者の情報を基に警戒

事態の発生の確認を行い、遅滞なく、地

方公共団体、公衆等に対する情報提供を

行わなければならない。

国及び地方公共団体は、ＰＡＺ内にお

いて、実施に比較的時間を要する防護措

置の準備に着手しなければならない。
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区分 概 要 主要な防護措置

施
設
敷
地
緊
急
事
態

原子力施設において公衆に放射線によ

る影響をもたらす可能性のある事象が生

じたため、原子力施設周辺において緊急

時に備えた避難等の主な防護措置の準備

を開始する必要がある段階

この段階では、原子力事業者は、施設

敷地緊急事態に該当する事象の発生及び

施設の状況について直ちに国及び地方公

共団体に通報しなければならない。

国は、施設敷地緊急事態の発生の確認

を行い、遅滞なく、地方公共団体、公衆

等に対する情報提供を行わなければなら

ない。

国、地方公共団体及び原子力事業者

は、緊急時モニタリングの実施等により

事態の進展を把握するため情報収集の強

化を行うとともに、主にＰＡＺ内におい

て、基本的にすべての住民等を対象とし

た避難等の予防的防護措置を準備し、ま

た、施設敷地緊急事態要避難者を対象と

した避難を実施しなければならない。

全
面
緊
急
事
態

原子力施設において公衆に放射線によ

る影響をもたらす可能性が高い事象が生

じたため、確定的影響を回避し、確率的

影響のリスクを低減する観点から、迅速

な防護措置を実施する必要がある段階

この段階では、原子力事業者は、全面

緊急事態に該当する事象の発生及び施設

の状況について直ちに国及び地方公共団

体に通報しなければならない。

国は、全面緊急事態の発生の確認を行

い、遅滞なく、地方公共団体、公衆等に

対する情報提供を行わなければならな

い。

国及び地方公共団体は、ＰＡＺ内にお

いて、基本的にすべての住民等を対象に

避難や安定ヨウ素剤の服用等の予防的防

護措置を講じなければならない。

また、事態の規模、時間的な推移に応

じて、ＵＰＺ内においても、ＰＡＺ内と

同様、避難等の予防的防護措置を講じる

必要がある。

2 放射性物質が環境へ放出された場合の防護措置の実施

放射性物質が環境へ放出された場合、ＵＰＺにおいては、緊急時モニタリングによる測定結果

を、防護措置の実施を判断する基準である運用上の介入レベル（Operational Intervention Leve

l。以下「ＯＩＬ」という。）と照らし合わせ、必要な防護措置を実施するものとする。
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ＯＩＬと防護措置について

基準の種類 基準の概要 初期設定値※１ 防護措置の概要

緊
急
防
護
措
置

ＯＩＬ１

地表面からの放射線、再

浮遊した放射性物質の吸

入、不注意な経口摂取によ

る被ばく影響を防止するた

め、住民等を数時間内に避

難や屋内退避等させるため

の基準

500μSv/h

（地上１m で計測した場合の

空間放射線量率※２）

数時間内を目途

に区域を特定し、

避難等を実施。(移

動が困難な者の一

時 屋 内 退 避 を 含

む）

ＯＩＬ４

不注意な経口摂取、皮膚

汚染からの外部被ばくを防

止するため、除染を講じる

ための基準

β線：40,000cpm※３

（皮膚から数cmでの検出器の計数率）

避難基準に基づ

いて避難した避難

者等をスクリーニ

ングして、基準を

超える際は迅速に

除染。

β線：13,000cpm※４【１ヶ月後の値】

（皮膚から数cm での検出器の計数率

早
期
防
護
措
置

ＯＩＬ２

地表面からの放射線、再

浮遊した放射性物質の吸

入、不注意な経口摂取によ

る被ばく影響を防止するた

め、地域生産物※５の摂取を

制限するとともに、住民等

を1週間程度内に一時移転さ

せるための基準

20μSv/h

（地上１m で計測した場合の空間放射線量

率※２）

１日内を目途に

区域を特定し、地

域生産物の摂取を

制限するとともに

１週間程度内に一

時移転を実施。

飲
食
物
摂
取
制
限
※
７

飲食物に係る

ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ基準

ＯＩＬ６による飲食物の

摂取制限を判断する準備と

して、飲食物中の放射性核

種濃度測定を実施すべき地

域を特定する際の基準

0.5μSv/h※６

（地上１mで計測した場合の空間放射線量率
※２）

数日内を目途に

飲食物中の放射性

核種濃度を測定す

べき区域を特定。

ＯＩＬ６

経口摂取による被ばく影

響を防止するため、飲食物

の摂取を制限する際の基準

核種※７ 飲料水

牛乳・乳

製品

野 菜 類 、 穀

類、肉、卵、

魚、その他

１週間内を目途

に飲食物中の放射

性核種濃度の測定

と分析を行い、基

準を超えるものに

つき摂取制限を迅

速に実施。

放射性ヨウ素 300Bq/kg 2,000Bq/kg※９

放射性セシウ

ム

200Bq/kg 500Bq/kg

プルトニウム

及び超ウラン

元 素 の ア ル

ファ核種

1Bq/kg 10Bq/kg

ウラン 20Bq/kg 100Bq/kg

※1 「初期設定値」とは緊急事態当初に用いるＯＩＬの値であり、地上沈着した放射性核種組成が明確に

なった時点で必要な場合にはＯＩＬの初期設定値は改定される。

※2 本値は地上1ｍで計測した場合の空間放射線量率である。実際の適用に当たっては、空間放射線量率計測

機器の設置場所における線量率と地上1ｍでの線量率との差異を考慮して、判断基準の値を補正する必要が

ある。ＯＩＬ１については緊急時モニタリングにより得られた空間放射線量率（１時間値）がＯＩＬ1の基

準値を超えた場合、ＯＩＬ２については、空間放射線量率の時間的・空間的な変化を参照しつつ、緊急時モ

ニタリングにより得られた空間線量率（１時間値）がＯＩＬ２の基準値を超えたときから起算して概ね１日

が経過した時点の空間放射線量率（１時間値）がＯＩＬ２の基準値を超えた場合に、防護措置の実施が必要

であると判断する。

※3 我が国において広く用いられているβ線の入射窓面積が20cm2の検出器を利用した場合の計数率であり、

表面汚染密度は約120Bq/cm 相当となる。

他の計測器を使用して測定する場合には、この表面汚染密度より入射窓面積や検出効率を勘案した計数率

を求める必要がある。

※4 ※3と同様、表面汚染密度は約40Bq/cm2相当となり、計測器の仕様が異なる場合には、計数率の換算が必

要である。

※5 「地域生産物」とは、放出された放射性物質により直接汚染される野外で生産された食品であって、数

週間以内に消費されるもの（例えば野菜、該当地域の牧草を食べた牛の乳）をいう。

※6 実効性を考慮して、計測場所の自然放射線によるバックグラウンドによる寄与も含めた値とする。

※7 ＩＡＥＡでは、ＯＩＬ６に係る飲食物摂取制限が効果的かつ効率的に行われるよう、飲食物中の放射性
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核種濃度の測定が開始されるまでの間に暫定的に飲食物摂取制限を行うとともに、広い範囲における飲食物

のスクリーニング作業を実施する地域を設定するための基準であるＯＩＬ３、その測定のためのスクリーニ

ング基準であるＯＩＬ５が設定されている。ただし、ＯＩＬ３については、ＩＡＥＡの現在の出版物におい

て空間放射線量率の測定結果と暫定的な飲食物摂取制限との関係が必ずしも明確でないこと、また、ＯＩＬ

５については我が国において核種ごとの濃度測定が比較的容易に行えることから、放射性核種濃度を測定す

べき区域を特定するための基準である「飲食物に係るスクリーニング基準」を定める。

※8 その他の核種の設定の必要性も含めて今後検討する。その際、ＩＡＥＡのＧＳＧ－２におけるＯＩＬ６

値を参考として数値を設定する。

※9 根菜、芋類を除く野菜類が対象。

(参考)「避難」と「一時移転」について

災害対策基本法上の避難を、原子力災害対策指針に基づき、「避難」と「一時移転」の２類型に分類

・避 難：空間放射線量率等が高い又は高くなるおそれのある地点から速やかに離れるため緊急で実施する防

護措置

・一時移転：緊急の避難が必要な場合と比較して空間放射線量率等は低い地域ではあるが、日常生活を継続した

場合の無用の被ばくを低減するため、一定期間のうちに当該地域から離れるために実施する防護措置
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第４節 防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱

原子力防災に関し、町、県、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関、公共的団体等

の防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱は、風水害等対策編、地震災害対策編、津波災害対

策編の第１章第２節に定める「防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱」に基づき、特に主な

ものは次のとおりとする。

1 町

(1) 伊方町地域防災計画（原子力災害対策編）の作成

(2) 原子力防災に関する組織の整備

(3) 原子力防災知識の普及と啓発

(4) 原子力防災訓練の実施

(5) 原子力防災活動資機材等の整備や保管場所の確保

(6) 原子力災害に関する情報の収集、伝達、広報及び被害調査

(7) 避難行動計画の作成

(8) 災害時応援協定の締結

(9) 緊急時モニタリングへの参画

(10) 避難等の指示及び避難所の開設

(11) 緊急被ばく医療措置の実施及び協力

(12) 飲料水・飲食物の摂取制限

(13) 汚染の除去

(14) 食料、医薬品その他物資の備蓄及び確保

(15) 緊急輸送の確保

(16) その他災害の発生防止又は拡大防止のための措置

(17) 災害復旧の実施

(18) 損害賠償の請求等に必要な資料の作成

2 県

(1) 愛媛県地域防災計画（原子力災害対策編）の作成

(2) 原子力防災に関する組織の整備

(3) 原子力防災知識の普及と啓発

(4) 原子力防災訓練の実施

(5) 原子力防災活動資機材等の整備や保管場所の確保

(6) 原子力災害に関する情報の収集、伝達、広報及び被害調査

(7) 県広域避難計画の作成

(8) 災害時応援協定の締結

(9) 緊急時モニタリング

(10) 住民の避難等及び立入制限

(11) 被災者の救出・救護等の措置
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(12) 緊急被ばく医療措置

(13) 飲料水・飲食物の摂取制限

(14) 汚染の除去

(15) 犯罪の予防、交通規制その他災害時における社会秩序の維持に必要な対策の実施

(16) 食料、医薬品その他物資の備蓄及び確保

(17) 緊急輸送の確保

(18) 市町、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関等の原子力緊急事態応急対策の

連絡調整

(19) 国の災害対策本部等との緊急事態応急対策の連絡調整

(20) その他災害の発生防止又は拡大防止のための措置

(21) 災害復旧の実施

(22) 損害賠償の請求等に必要な資料の作成

3 指定地方行政機関

(1) 四国管区警察局

ア 警察災害派遣隊の運用及び広域的な応援の指導・調整に関すること。

イ 広域的な交通規制の指導調整に関すること。

ウ 警察庁及び他管区警察局との連携に関すること。

エ 管区内指定地方行政機関との協力及び連絡調整に関すること。

オ 管区内各県警察及び防災関係機関等からの情報の収集・伝達の指導調整に関すること。

カ 警察通信の確保及び統制に関すること。

(2) 四国財務局（松山財務事務所）

原子力災害時における財政金融等の適切な措置並びに関係機関との連絡調整に関すること。

(3) 中国四国厚生局（四国厚生支局）

国立病院等における医療救護の実施に関すること。

(4) 中国四国農政局

ア 農林畜水産物等の安全性確認のための調査への助言及び協力に関すること。

イ 原子力災害時における食料等の支援に関すること。

ウ 農林漁業関係金融機関に対し金融業務の円滑な実施のための連絡調整に関すること。

(5) 四国森林管理局（愛媛森林管理署）

林野・林産物の汚染対策及び除染措置の指導に関すること。

(6) 四国経済産業局

原子力災害時における防災関係物資についての情報収集、円滑な供給の確保に関すること。

(7) 四国運輸局（愛媛運輸支局）

ア 陸上輸送に関すること。

(ｱ) 陸上輸送機関その他関係機関との連絡調整

(ｲ) 陸上における緊急輸送の確保

(ｳ) 道路運送事業者の安全輸送の確保等に係る緊急事態応急対策の指導

イ 海上輸送に関すること。
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(ｱ) 海上輸送機関その他関係機関との連絡調整

(ｲ) 海上における緊急輸送の確保

(ｳ) 海上運送事業者の安全輸送の確保等に係る緊急事態応急対策の指導

(8) 大阪航空局（松山空港事務所）

原子力災害時における人員、応急物資の空輸の利便確保に関すること。

(9) 第六管区海上保安本部（松山海上保安部、宇和島海上保安部）

ア 緊急時海上モニタリングの支援に関すること。

イ 船舶に対する緊急通報並びに避難及び立入制限に関すること。

ウ 海上における救助・救急活動及び要請等に基づく活動の支援に関すること。

エ 緊急輸送に関すること。

(10) 大阪管区気象台（松山地方気象台）

気象情報の伝達に関すること。

(11) 四国総合通信局

ア 原子力災害時に備えての電気通信施設（有線通信施設及び無線通信施設）整備のための調整

並びに電波の統制監理に関すること。

イ 原子力災害時における電気通信及び放送の確保のための応急対策並びに非常無線通信の運用

監理に関すること。

ウ 原子力災害地域における電気通信、放送施設等の被害状況の把握に関すること。

エ 原子力災害時における通信機器の供給の確保に関すること。

オ 地方公共団体及び関係機関に対する各種非常通信訓練・運用の指導並びに協議に関するこ

と。

(12) 愛媛労働局

ア 原子力発電所における労働災害防止対策の周知及び指導に関すること。

イ 原子力発電所の被害状況の把握に関すること。

(13) 四国地方整備局（大洲河川国道事務所、野村ダム管理所）

原子力災害時における道路交通等の確保に関すること。

4 自衛隊

(1) 陸上自衛隊第14旅団等

ア 避難の援助等に関すること。

イ 原子力災害時における空中輸送支援に関すること。

ウ 緊急時上空モニタリングの支援に関すること。

エ 通信支援、人員物資等の陸上輸送支援に関すること。

オ 炊飯・給水及び宿泊支援に関すること。

カ その他緊急事態応急対策の支援に関すること。

(2) 海上自衛隊呉地方総監部

ア 避難の援助等に関すること。

イ 原子力災害時における海上輸送支援に関すること。

ウ 緊急時海上モニタリング支援に関すること。
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エ その他緊急事態応急対策の支援に関すること。

5 指定公共機関

(1) 西日本電信電話株式会社（愛媛支店）、株式会社ＮＴＴドコモ（四国支社）、エヌ・ティ・

ティ・コミュニケーションズ株式会社

ア 原子力災害時における公衆通信の確保、被災施設の応急対策と早期復旧に関すること。

イ 災害応急措置等の通信に対する通信設備の優先利用に関すること。

ウ 非常緊急通話に関すること。

(2) 日本銀行（松山支店）

ア 通貨の円滑な供給の確保及び損傷通貨の引換えに関すること。

イ 被災地における現金供給のための緊急輸送・通信手段の活用に関すること。

ウ 金融機関の業務運営確保及び非常金融措置実施のためのあっ旋・指導に関すること。

エ 被害状況の実態把握と復旧融資円滑化のための金融機関の指導に関すること。

オ 各種金融措置の広報に関すること。

(3) 日本赤十字社（愛媛県支部）

ア 応援救護班の派遣及び派遣準備に関すること。

イ 被災者に対する救援物資の配付に関すること。

(4) 日本放送協会（松山放送局）

ア 住民に対する緊急事態応急対策等の周知徹底に関すること。

イ 災害時における広報活動及び被害状況等の速報に関すること。

ウ 社会福祉事業団体義捐金品の募集、配分に関すること。

(5) 西日本高速道路株式会社（四国支社）

原子力災害時における道路交通等の確保に関すること。

(6) 四国旅客鉄道株式会社、日本貨物鉄道株式会社（松山営業所）

ア 原子力災害対策用物資及び人員の輸送の協力に関すること。

イ 原子力災害時における旅客の安全確保に関すること。

(7) 日本通運株式会社（松山支店西予営業所）、福山通運株式会社（四国福山通運株式会社大洲営

業所）、佐川急便株式会社（大洲店）、ヤマト運輸株式会社（愛媛主管支店）

災害対策用物資及び人員の輸送の協力に関すること。

(8) 日本郵便株式会社（伊方郵便局、町見郵便局、瀬戸郵便局、大久郵便局、二名津郵便局、三

崎郵便局、串郵便局、八幡浜郵便局）

ア 原子力災害時における郵便業務の運営の確保に関すること。

イ 原子力災害時における郵便局の窓口業務の維持に関すること。

(9) ＫＤＤＩ株式会社、ソフトバンク株式会社

重要な通信を確保するための必要な措置に関すること。

6 指定地方公共機関

(1) 伊予鉄道株式会社

災害対策用物資及び人員の輸送の協力に関すること。
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(2) 一般社団法人愛媛県医師会、一般社団法人愛媛県歯科医師会、一般社団法人愛媛県薬剤師

会、公益社団法人愛媛県看護協会

医療救護活動の実施の協力に関すること。

(3) 南海放送株式会社、株式会社テレビ愛媛、株式会社あいテレビ、株式会社愛媛朝日テレビ、

株式会社エフエム愛媛、一般財団法人八西ＣＡＴＶ、株式会社愛媛新聞社

ア 住民に対する防災知識の普及に関すること。

イ 原子力災害に関する情報の正確、迅速な提供に関すること。

ウ 住民に対する緊急事態応急対策等の周知徹底に関すること。

エ 原子力災害時における広報活動及び被害状況等の速報の協力に関すること。

(4) 一般社団法人愛媛県バス協会、一般社団法人愛媛県トラック協会、石崎汽船株式会社（愛媛

県旅客船協会）

ア 防災関係機関の要請に基づく、協会加盟事業所からの緊急輸送車両等の確保に関すること。

イ 災害対策用物資及び人員の輸送の協力に関すること。

(5) 社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会

ア 災害ボランティア活動体制の整備に関すること。

イ 被災者の自立的生活再建支援のための生活福祉資金の融資に関すること。

7 八幡浜地区施設事務組合消防本部

ア 救急、消防防災活動に関すること。

イ 住民の避難、誘導等に関すること。

8 その他公共的団体及び防災上重要な施設等の管理者

(1) 西宇和農業協同組合、八西森林組合

ア 被災組合員の援護に関すること。

イ 農林物の採取及び出荷制限等に関すること。

ウ 食料、生活必需品、復旧資材等の援護物資の供給の協力に関すること。

(2) 八幡浜漁業協同組合、三崎漁業協同組合。

ア 被災組合員の援護に関すること。

イ 水産物の採取及び出荷制限等に関すること。

ウ 食料、生活必需品、復旧資材等の援護物資の供給の協力に関すること。

エ 災害対策用物資及び人員の輸送の協力に関すること。

(3) 伊方町商工会

ア 被災商工業者の援護に関すること。

イ 食料、生活必需品、復旧資材等の援護物資の供給の協力に関すること。

(4) 伊方町社会福祉協議会

ア 被災者の自立的生活再建支援のための生活福祉資金の融資に関すること。

イ ボランティアの斡旋及び調整に関すること。

(5) 社会福祉施設等管理者

ア 施設等利用者の安全確保に関すること。
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イ 福祉施設職員等の応援体制に関すること。

(6) 公益社団法人愛媛県診療放射線技師会

ア 避難住民等のサーベイランス、スクリーニング、除染、放射線に係る相談対応等の実施の協

力に関すること。

イ 救護所等における放射線防護の実施の協力に関すること。

(7) 一般社団法人八幡浜医師会、診療所、歯科診療所

医療救護活動の実施の協力に関すること。

(8) 一般社団法人愛媛県警備業協会

災害時の道路交差点での交通整理支援に関すること。

(9) 国道九四フェリー

防災関係機関の要請に基づく、協会加盟事業所からの緊急輸送船舶（人員、貨物）等の確保に

関すること。

(10) 南予水道企業団

原子力災害時における飲料水の供給に関すること。

9 原子力事業者

(1) 四国電力株式会社

ア 原子力事業者防災業務計画の作成に関すること。

イ 原子力発電所の防災管理に関すること。

ウ 従業員等に対する教育及び訓練に関すること。

エ 電力供給の確保に関すること。

オ 発災施設の応急対策及び復旧に関すること。

カ 原子力災害時における通報連絡体制の整備に関すること。

キ 緊急時モニタリングの実施又は協力に関すること。

ク 緊急被ばく医療の実施及び協力に関すること。

ケ 汚染拡大防止措置に関すること。

コ その他、町、県及び防災関係機関等の行う原子力防災対策に対する全面的な協力に関するこ

と。
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第５節 広域的な活動体制

1 原子力災害時における広域応援協力体制

合同対策

協議会

関係市町

災害対策本

部

原子力災害現地対策本部

本部長：内閣府副大臣

関係省庁要員が緊急時に参集

大分県等関係県

災害対策本部

原子力事業者

愛媛県オフサイトセンター

原子力災害対策本部

本部長：内閣総理大臣

関係省庁

住 民

○実働組織

（自衛隊、警察、消防、海上保安庁）

○指定公共機関

（日本原子力研究開発機構、放射線医学総合研究所等）

県災害対策本部

本部長：知事

関係部署

・異常事態の通報義務

・要員派遣

関係市町

連絡要員

大分県等

関係県

連絡員

緊急時モニタリングセンター

県現地災害対策本部

防護措置指示の指示等

屋
内
退
避
・
避
難
・
一
時
移
転
等
の
防
護
措
置
指
示

被
災
者
の
救
援
等
の
支
援
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第２章 原子力災害事前対策

原子力災害事前対策は、原子力災害の発生あるいは拡大を未然に防止するため、原子力防災に関す

る施設の整備点検及び物資・資機材の備蓄、整備、点検並びに原子力防災訓練等について定め、その

実施を図るものとする。

第１節 発電所における予防措置等の責務

1 発電所における安全確保

原子力事業者は、原子炉等規制法等関係法令並びに伊方町及び県との間で締結している安全協定

及び県と八幡浜市、大洲市、西予市との間で交わしている覚書を遵守し、発電所の運転に際して

は、安全管理に最大限の努力を払い、放射性物質の放出により住民等に影響が及ぶことのないよう

安全を確保する。

2 発電所における防災体制の確立

原子力事業者は、万が一の原子力災害の発生に備え、原災法等に基づき、あらかじめ、防災組織

を定め、必要な要員を確保するなど、原子力災害の予防のために必要な措置を講じるものとする。

また、原子力発電事業に係る業務に従事する者に対しては、従業員はもとより、原子力発電所に

出入りする業者等を含めて、原子力防災に関する資質の向上を図るための教育、訓練を積極的に行

うとともに、町、県及び防災関係機関との有機的な連携体制の強化を図り、原子力防災体制の整備

に万全を図るものとする。

3 発電所における立入検査の実施等

町及び県は、国と連携して、原子力事業者に対する安全規制を徹底し、原子力事業所等の安全性

の確保に努めるとともに、原子力事業者が行う原子力災害の予防のための措置が適切に行われてい

ることについて、原災法第32条の規定に基づき、適時適切に立入検査を実施するものとする。

立入検査の実施にあたっては、町長又は知事から、立入権限の委任を受けたことを示す身分証明

書を携帯して立入検査を行うものとする。

また、国は、原子力事業所の運転状況、設備の保全状況、保安規定の遵守状況等について、巡

視、検査等を行う。
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第２節 災害応急体制の整備

町、国、県、関係機関、原子力事業者等は、平常時から原子力災害時に備えた防災体制の整備を図

るとともに、緊急時における迅速かつ円滑な応急体制が図られるよう、各機関の連携を日頃から密に

しておくものとする。

1 原子力事業者の防災体制の整備

(1) 原子力事業者は、原子力事業所に原子力防災組織を設置し、原子力災害合同対策協議会への

派遣、原子力事業所内外の放射線量の測定、その他異常事象に関する状況の把握、原子力災害の

発生又は拡大の防止、放射性物質による汚染の除去等に必要となる防災要員について、原子力事

業所の規模等に応じて十分な人数を配置するものとする。

(2) 原子力事業者は、原子力防災組織を統括する者として、原子力事業所長等から原子力防災管

理者を選任するとともに、原子力防災管理者を補佐し、また、原子力防災管理者が不在の時にそ

の職務を代行する副原子力防災管理者を選任するものとする。

また、副原子力防災管理者を複数名置く場合には、あらかじめ代行する順位などについても定

めておくものとする。

(3) 原子力事業者は、原子力事業所に原子力災害予防対策、緊急事態応急対策及び原子力災害事

後対策に関し、原子力事業者が講ずべき措置を定めた原子力事業者防災業務計画を作成するもの

とする。

その際、地域防災計画との整合性を保つ観点から、作成又は修正しようするときは、あらかじ

め町及び県と誠実に協議するものとする。

(4) 原子力事業者は、放射線防護用器具、非常用通信機器、放射線測定設備・機器、その他の応

急対策に必要な防災資機材を整備するとともに、緊急事態応急対策及び原子力災害事後対策が迅

速かつ的確に行われるよう、防災要員の派遣及び防災資機材の貸与その他必要な措置を講ずるた

めに必要な体制を、あらかじめ整備するものとする。

(5) 原子力事業者は、消防計画等に基づき、平常時から発電所における火災等に適切に対処する

ため、消防設備、通報設備、自衛消防体制の整備に努めるものとする。

(6) 原子力事業者は、原子力防災要員の現況、原子力防災管理者又は副原子力防災管理者の選任

又は解任、放射線測定設備及び原子力防災資機材の現況について、町及び県に届け出るものとす

る。

(7) 原子力事業者は、原子力事業者防災業務計画に基づく防災訓練を行ったときは、町及び県に

書面により報告するものとする。

(8) 原子力事業者は、緊急時対策所、原子力施設事態即応センター等、原子力災害対応の重要拠

点となる施設の整備を行うとともに、町及び県と協議した上で、後方支援拠点の候補地を選定し

ておくものとする。

(9) 原子力事業者は、重大事故への対応にあたり、必要に応じて他の原子力事業者等と連携し、

高線量下での応急対策に必要な防災資機材を集中管理し、これを運用する常設の部隊（以下「原

子力レスキュー部隊」という。）を整備するとともに、その能力を向上させるものとする。
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また、必要に応じて他の原子力事業者と連携し、高線量下での応急対策に必要となる資機材

（ロボット等）の整備を行うものとする。

2 町及び県の防災体制の整備

(1) 町及び県は、原子力災害事前対策、緊急事態応急対策、原子力災害中長期復旧対策を定めた

町（県）地域防災計画（原子力災害対策編）を作成し、職員に周知するとともに、定期的に訓練

を行い、緊急事態応急対策に係る活動体制、使用する資機材や装備の使用方法等の習熟、関係機

関との連携等について徹底を図っておくものとする。

(2) 町及び県は、地域防災計画（原子力災害対策編）の作成、原子力事業所の防災体制に関する

情報の収集及び連絡、地域ごとの防災訓練、緊急事態応急対策拠点施設の防災拠点としての活

用、住民等に対する原子力防災に関する情報伝達、事故等の連絡体制、防災対策などの緊急時対

応等について、平常時より原子力防災専門官と密接な連携を図るものとする。

(3) 町は、緊急時モニタリング計画の作成、事故時の連絡体制の準備、県や関係市町村等他組織

との連携などの緊急時モニタリングの対応等については、県と連携し、必要に応じて地区の担当

として指定された地方放射線モニタリング対策官と連携を図り、実施するものとする。

(4) 県は、応急対策全般への対応力を高めるため、人材の育成を図るとともに、緊急時に外部専

門家等の意見・支援を活用できるような仕組みを平時から構築することに努めるものとする。

(5) 県は、原子力事業者から原子力事業者防災業務計画の修正について意見を求められた場合

は、伊方町を除く重点市町の意見も求めるものとする。

(6) 県は、原子力事業者からその原子力防災組織の原子力防災要員の現況についての届け出、原

子力防災管理者又は副原子力防災管理者の選任又は解任の届け出、放射線測定設備及び原子力防

災資機材の現況の届け出があった場合、伊方町を除く重点市町に当該届け出に係る書類の写しを

速やかに送付するものとする。

(7) 町及び県は、事態が長期化した場合に備え、職員動員体制をあらかじめ整備しておくものと

する。

(8) 県は、重点市町（本町含む）、原子力事業者及び関係機関とともに、放射性物質による環境汚

染への対処について必要な体制整備（人員、航空機等の除染実施場所及び放射性物質に汚染され

た廃棄物などの保管等に必要な場所の確保等）を行うものとする。

3 国との連携による防災体制の整備

(1) 町は、県及び国と連携し、原子力災害合同対策協議会を組織し、国、県、重点市町及び原子

力事業者等の関係者が一堂に会し、情報の共有化を図り、関係機関が一体となった緊急事態応急

対策及び原子力災害事後対策を実施するための緊急事態応急対策等拠点施設（以下「オフサイト

センター」という。）を、地域における原子力防災の拠点として、平常時から訓練等に活用する

ものとする。

(2) 県は、国と連携し、オフサイトセンターに非常用電話、ファクシミリ、テレビ会議システ

ム、衛星電話その他非常用通信機器を整備・維持するものとする。

(3) 国は、県等が行う情報の収集及び応急対策に係る指導・助言等を行うため、原子力防災専門

官をオフサイトセンターに配置する。
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(4) 町、県、国及び原子力事業者等は、平常時より協力して、それぞれの役割と責任に応じて、

過酷事故においても継続的に活動することのできるよう、オフサイトセンターにおける応急対策

の実施に必要な設備、資機材及び資料等について適切に整備、維持及び管理するものとする。

また、オフサイトセンター派遣職員の予備的な交代要員を確保しておくものとする。

(5) 国は、オフサイトセンター運営要領及び機能班活動マニュアルを整備するとともに、平常時

から訓練等に活用するものとする。

(6) 県は、国と連携し、オフサイトセンターが被災した場合の代替施設を予め複数定めるものと

し、オフサイトセンターからの移転・立上げ体制を確保するとともに、搬送資機材の搬送計画を

あらかじめ定めておくものとする。

(7) 国（内閣府）は、原子力防災会議の決定に基づき、原子力発電所の所在する地域ごとに、関

係府省庁、地方公共団体等を構成員等とする地域原子力防災協議会を設置するものとする。国

[内閣府、関係省庁]は、同協議会における要配慮者対策、避難先や移動手段の確保、国の実働組

織の支援、原子力事業者に協力を要請する内容等についての検討及び具体化を通じて、地方公共

団体の地域防災計画・避難計画に係る具体化・充実化の支援を行うものとする。原子力事業者

は、同協議会における検討等を踏まえて必要な体制をあらかじめ整備するものとする。

(8) 国（内閣府、関係省庁）、地方公共団体等は、各地域の地域原子力防災協議会において、避難

計画を含むその地域の緊急時における対応（以下「緊急時対応」という。）が、原子力災害対策

指針等に照らし、具体的かつ合理的なものであることを確認するものとする。内閣府は原子力防

災会議の了承を求めるため、同協議会における確認結果を原子力防災会議に報告するものとす

る。
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第３節 通信連絡体制の整備

町、県、関係機関及び原子力事業者等は、災害時における情報通信の重要性に鑑み、平常時から災

害の発生に備え、各関係機関相互及び住民等との間における災害情報、その他緊急事態応急対策に必

要な指示、命令等の受伝達の迅速・確実を図るため、通信連絡体制の整備を図るものとする。

1 通信連絡網の整備

町、国、県、関係機関及び原子力事業者は、原子力災害時において、町内部、各機関内部、各機

関相互間並びに対住民等への迅速かつ的確な災害情報等の収集・連絡を円滑に行うため、平常時か

ら次の通信連絡設備等を維持・整備するとともに機器等の耐震化や浸水に対する対応を考慮した非

常用電源設備（補充用燃料や予備電源を含む）、通信回線の多重化を含めた必要な通信手段の整

備、整備機器の保守点検及び操作の徹底理解に努めるものとする。

(1) 町

ア 町防災行政無線（移動系、同報系、地域防災系）

イ 消防無線

ウ 携帯電話会社が提供する緊急速報メール

エ その他災害時に有効な携帯電話、衛星電話等の移動通信系等

(2) 県

ア 国・県・町・関係機関・対策拠点施設の間を結ぶ電話・ＦＡＸ等の専用回線網（地上系・衛

星系）

イ 国・県・町・原子力事業者の間を結ぶテレビ会議システム（地上系・衛星系）

ウ 県・町・関係機関・原子力事業者の間を結ぶ県防災通信システム（地上系）

エ 県・町・関係機関の間を結ぶ県防災通信システム（地上系・衛星系）

オ 国・県・オフサイトセンターを結ぶ衛星固定電話の設備

カ 原子力災害時における緊急事態応急対策要員の緊急呼出し用携帯電話

キ その他災害時に有効な携帯電話、衛星電話等の移動通信系等

(3) 原子力事業者

ア 原子力発電所と町、県をそれぞれ電話・ＦＡＸで結ぶ有線専用回線

イ 国、県、町及び関係機関への一斉ＦＡＸ（ＮＴＴ一般回線を使用）

ウ 原子力事業者内部を専用回線で結ぶ保安電話、ＰＨＳ等の社内通信施設

エ その他災害時に有効な携帯電話、衛星電話等の移動通信系等

2 通信連絡体制の確立

(1) 町及び各機関は、原子力災害時における各機関内部並びに各機関相互間の迅速かつ的確な通

信連絡を確保するため、定期的に通信連絡訓練等を実施し、操作演習と通信連絡設備等の適正管

理に努めるものとする。

また、町及び各機関は、通信連絡体制の整備において、通常の通信手段が確保できない場合を

考慮し、平常時より他機関等の通信手段が利用できるよう代替ルートについて検討し、愛媛県非
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常通信協議会との連携に努めるとともに、電気通信事業者により提供されている災害時優先電

話、孤立防止対策用衛星電話等の配備について確認し、その取扱い、運用方法等の習熟に努める

とともに、通信輻輳時及び途絶時を想定した通信統制や重要通信の確保及び非常通信を取り入れ

た実践的通信訓練を定期的に実施する。

なお、漁業無線を使用した船舶等への指示について、海岸局と愛媛県非常通信協議会との連携

に努める。

(2) 県は、町から県への被災状況の報告ができない場合を想定し、県職員が情報収集のため被災

地に赴く場合に、どのような内容の情報をどのような手段で収集するかなど、次の項目などに係

る要領を作成し、原子力事業者、関係機関に周知する。

ア 原子力事業者からの連絡を受信する窓口（夜間・休日等の勤務時間外の対応、通信障害時な

ども考慮した、代替となる手段や連絡先を含む。）

イ 防護対策に関係する社会的状況把握のための情報収集先

ウ 防護対策の決定者への連絡方法（報告内容、通信手段、通常の意思決定者が不在の場合の代

替者（優先順位つき）を含む。）

エ 関係機関への指示連絡先（夜間・休日等の勤務時間外の対応、通信障害時なども考慮した、

代替となる手段（衛星電話等非常用通信機器等）や連絡先を含む。）

(3) 町及び県は、災害対策本部に意見聴取・連絡調整等のため、関係機関等の出席を求めること

ができる仕組みの構築に努めるものとする。

(4) 原子力事業者は、迅速かつ的確な情報の収集・連絡の重要性に鑑み、発災現場等において情

報の収集・連絡にあたる防災要員をあらかじめ指定しておくなど、体制の整備を推進するととも

に、敷地境界付近における空間ガンマ線を測定するための放射線測定設備（敷地境界モニタリン

グポスト）及び空間ガンマ線、空間中性子線の測定を行うために必要な可搬式測定器等を整備す

るとともに、定期的に検査を行い、維持するものとする。

また、排気筒での放出放射性物質の測定等に必要な測定器についても定期的に検査を行い、維

持するものとする。

3 住民等に対する情報伝達体制の整備

(1) 町は、県、国、原子力事業者及び関係機関と連携し、原子力災害発生時からの経過に応じ、

住民等に提供すべき情報の項目について整理するものとする。

(2) 町は、県及び国と連携し、住民等からの問い合わせに対応する住民相談窓口の設置等につい

て、あらかじめその方法、体制等について定めておくものとする。

(3) 町は、原子力災害の特殊性に鑑み、県及び国と連携し、要配慮者及び一時滞在者に対し、災

害情報が迅速かつ滞りなく伝達されるよう、周辺住民、自主防災組織等の協力を得ながら、平時

よりこれらのものに対する情報伝達体制の整備に努めるものとする。

(4) 県は、放送事業者、通信社、新聞社等の報道関係の協力のもと、コミュニティ放送局、ソー

シャルメディア等インターネット上の情報、広報用電光掲示板、有線放送、ＣＡＴＶ、携帯端末

の緊急速報メール機能、ワンセグ放送の活用等の多様なメディアの活用体制の整備に努めるもの

とする。
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4 災害時における放送要請に関する協定

県は、原子力災害時において、災害情報、その他緊急事態応急対策に必要な指示、命令等の住民

等に対する受伝達の迅速・確実を図るため、災害対策基本法に基づき、日本放送協会（松山放送

局）、南海放送株式会社、株式会社テレビ愛媛、株式会社あいテレビ、株式会社愛媛朝日テレビ、

株式会社エフエム愛媛の間とそれぞれ災害時における放送要請に関する協定を締結するとともに、

災害時における住民広報等、発電所周辺地域の住民等に対する情報活動を強化するため、一般財団

法人八西ＣＡＴＶとも災害時における放送要請に関する協定を締結しており、今後ともこれら協定

に基づく放送要請の運用方法等の習熟に努める。
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第４節 環境放射線モニタリング体制の整備

町、県、国及び原子力事業者は、平常時及び緊急時における周辺環境の放射線及び放射性物質に関

する状況を把握するため、環境放射線モニタリング体制を整備する。

1 環境放射線モニタリング資機材等の整備

(1) 町は、平常時及び緊急時における周辺環境の放射線及び放射性物質に関する状況を把握するた

め、平常時から環境放射線モニタリング資機材等を整備・維持管理する。また、県や国が整備し

た次の資機材について、その維持管理に協力するものとする。

ア モニタリングステーション、積算線量計等の固定式観測局

イ ガンマ線サーベイメータ、中性子線サーベイメータ等の可搬型モニタリング用の設備及び機

器

ウ 環境放射線監視テレメータシステム

エ モニタリングカー、携帯型無線機等の関連資機材

オ 環境試料分析装置

カ その他環境モニタリングに必要な資機材

(2) 国（原子力規制委員会等）、独立行政法人原子力安全基盤機構、放射線医学総合研究所、日本

原子力研究開発機構は、原子力災害時に現地に派遣する緊急時モニタリング要員等が持参する資

機材等を常時整備・維持管理するものとする。

(3) 原子力事業者は、敷地境界モニタリングポストのほか、排気筒モニタ、ガンマ線サーベイメー

タ、中性子線サーベイメータ、積算線量計、ダストサンプラ、ヨウ素サンプラ等、必要な測定用

資機材を整備する。

2 環境放射線モニタリング体制の整備

(1) 平常時モニタリング（空間放射線量率、大気中の放射性物質の濃度、環境試料中の放射性物

質の濃度）については、緊急時に原子力施設から放出された放射性物質又は放射線による周辺環

境への評価に資する観点から、国の技術的支援のもと、町、県、原子力事業者が実施するものと

する。

(2) 緊急時モニタリングについては、国（原子力規制委員会、全面緊急事態においては原子力災

害対策本部）の統括のもと、緊急時モニタリングセンターが設置され、町、県、原子力規制委員

会、関係省庁、原子力事業者等が連携して実施するものとする。また、国は、緊急時モニタリン

グセンターと原子力災害現地対策本部が緊密に連携できるよう、緊急時モニタリングセンターの

企画調整及び情報収集に係る機能を原則としてオフサイトセンターに整備するとともに、地方公

共団体等との情報共有のために必要な通信機器等を整備し、県はその体制整備に協力するものと

する。

(3) 県は、原子力災害対策指針等に基づき、国、重点市町（本町含む）、関係機関及び原子力事業

者と協力して、緊急時モニタリングの体制等を定めるため、「緊急時モニタリング計画」を策定

するものとする。
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(4) 町、県、国、関係機関及び原子力事業者は、平時から定期的な連絡会や操作訓練、操作講習

会等を実施し、意思疎通を深めるほか、操作方法の習熟と資機材を適正に管理することにより、

測定方法の質の維持・向上等に努めるものとする。

(5) 国（原子力規制委員会等）は、緊急時に「緊急時モニタリング実施計画」が策定されるまで

の初動対応や、緊急時モニタリングの広域化や長期化に備えた要員や資機材の動員計画をあらか

じめ作成するほか、原子力施設立地地域に緊急時モニタリングの実施に必要な機能を集約した緊

急時モニタリングセンターの組織体制を整備する。

(6) 国は、発災時に直ちに緊急時モニタリング実施計画を策定できるよう、緊急時モニタリング

計画に基づき、必要な準備を行うものとする。

(7) 県は、緊急時モニタリングに対応できるよう、必要な人員等をあらかじめ定めておくものと

する。

(8) 原子力事業者は、敷地境界モニタリングポストのほか、排気筒モニタ、ガンマ線サーベイ

メータ、中性子線サーベイメータ、空間放射線積算線量計、ダストサンプラ、ヨウ素サンプラ等

必要な測定用資機材を整備し、放射線量の測定及びその他の異常事象に関する状況の把握を行う

防災要員をあらかじめ置くものとする。

また、自らもモニタリングを行うとともに、国等が実施する緊急時モニタリングが円滑に行わ

れるよう、防災要員の派遣、モニタリング資機材の貸与等に必要な体制を整備するものとする。

(9) 県は、モニタリング情報共有システム（以下「ラミセス」という。）を整備、維持するものと

する。
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第５節 緊急被ばく医療体制の整備

町、県、国、その他関係医療機関等は、原子力災害時における緊急被ばく医療に対応するため、災

害の広域化や長期化を想定した緊急被ばく医療体制を整備する。

1 緊急被ばく医療体制の整備

(1) 町は、実効的な緊急被ばく医療活動が実施されるよう、県、国、医療機関、原子力事業者等

関係機関と連携を図るものとする。

(2) 県は、汚染の有無にかかわらず初期診療や救急診療を行う初期被ばく医療体制及び専門的な

診療を行う二次被ばく医療体制並びに、そのネットワークについて、医療関係機関等を積極的に

関与させ、構築するよう努めるものとする。

(3) 国は、高度専門的な診療を行う三次被ばく医療体制を構築するよう努めるものとする。

(4) 県又は国は、緊急被ばく医療体制の構築にあたり、初期被ばく医療機関、二次被ばく医療機

関、三次被ばく医療機関からなる緊急被ばく医療機関を指定するものとする。

(5) 県は、初期、二次、三次被ばく医療機関との緊密な連携により緊急被ばく医療体制の強化を

図るとともに、県外被ばく医療機関等との連携強化に努めるものとする。

(6) 県は、原子力災害時における救護所等への医療従事者等の派遣体制を整備するため、必要に

応じて関係機関と、災害時の医療救護に関する協定を締結するものとする。

(7) 県は、原子力災害時における緊急被ばく医療活動の手順等を示した緊急被ばく医療活動実施

要領を策定するものとする。

(8) 県は、緊急被ばく医療に係る訓練、研修等の実施や、国、原子力関係機関等が実施する研修

等に緊急被ばく医療に従事する医師等の参加を推進するなどにより、緊急被ばく医療に係る人材

の育成・確保に努めるものとする。

(9) 県は、被ばく医療に係る医療チームが中期的にも医療活動を展開できる体制の確立や、被ば

く医療に係る医療チームから中長期的な医療を担うチームへの円滑な引継ぎを図るため、訓練等

を通じて、派遣調整を行うスキームへの一層の改善に努めるものとする。また、慢性疾患患者の

広域搬送についても、原子力事業者及び関係機関との合同訓練等を通じて、円滑な搬送体制の確

保に努めるものとする。

(10) 県及び緊急被ばく医療機関は、原子力災害時における緊急被ばく医療の迅速かつ的確な実施

を確保するため、定期的に緊急被ばく医療資機材の操作訓練、講習会等を実施し、操作方法の習

熟と資機材の適正管理に努めるものとする。

(11) 県は、原子力災害時の医療機関、消防機関等関係機関間における連絡、情報の収集・提供・

共有を円滑に行うため、愛媛県広域災害・救急医療情報システム（えひめ医療情報ネット）の整

備及び平常時からの活用に努めるものとする。

(12) 町及び県は、国（原子力規制委員会、環境省）及び指定公共機関の支援を得て、施設敷地緊

急事態発生の通報がなされた場合、健康調査・健康相談を適切に行う観点から、発災後１週間以

内を目途に緊急時における放射性ヨウ素の吸入による内部被ばくの把握を、１か月以内を目途に

放射性セシウムの経口摂取による内部被ばくの把握を行うとともに、速やかに外部被ばく線量の
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推計等を行うための行動調査を行うものとする。

2 緊急被ばく医療資機材等の整備

(1) 町、県、日本赤十字社（愛媛県支部）、緊急被ばく医療機関及び原子力事業者は、国の情報提

供等による協力のもと、それぞれの役割に応じ、緊急被ばく医療活動を実施するため、放射線測

定機材、除染資機材、応急救護用医薬品、医療資機材等の整備・維持管理を行うものとする。

(2) 県は、原子力災害時における緊急被ばく医療に対応できるよう、平常時から次の資機材等を

整備・維持管理する。また、町は、県が整備している放射能除染室の適正管理に努める。

ア 医療活動用サーベイメータ

イ 内部被ばく検査用ホールボディーカウンタ

ウ 甲状腺モニター

エ 放射能除染室

オ 除染キット等関連資機材

カ 被ばく者（異常被ばく又は放射線物質による身体汚染を伴う者又はそのおそれのある者）治

療用無菌室

キ その他緊急被ばく医療に必要な資機材

(3) 県は、原子力災害時における放射性ヨウ素による甲状腺被ばくを予防するため、安定ヨウ素

剤を備蓄するほか、乳幼児が服用できる安定ヨウ素剤の調製に必要な資機材等を整備する。

また、ＰＡＺについては、全面緊急事態に至った場合、避難と同時に安定ヨウ素剤の服用が適

時かつ円滑に行うことができるよう、県は、本町と協力のうえ、事前に住民に配布することがで

きる体制を整備する。ＵＰＺにおいては、ＥＡＬの設定内容に応じてＰＡＺ内と同様に予防的な

即時避難を実施する可能性のある地域、避難の際に学校や公民館等の配布場所で安定ヨウ素剤を

受け取ることが困難と想定される地域等において、県が安定ヨウ素剤の事前配布を必要と判断す

る場合は、本町と協力のうえ、事前に住民に配布することができる体制並びに緊急時に住民等に

対して安定ヨウ素剤を配布することができる体制を整備する。

安定ヨウ素剤の事前配布を行うにあたっては、本町と協力のうえ、対象となる住民向けの説明

会を開催して原則として医師による説明を行い、説明事項を記した説明書を付して必要量のみ配

布するものとする。なお、配布に際しては、調査票や問診等により禁忌者やアレルギーの有無等

の把握に努めるものとする。

県は、本町と協力のうえ、転出者・転入者に対する速やかな安定ヨウ素剤の回収・配布に努め

るものとする。また、事前配布した安定ヨウ素剤については、使用期限ごとに回収し、新しい安

定ヨウ素剤を再配布するものとする。

県は、本町と協力のうえ、安定ヨウ素剤の服用に伴う副作用の発生に備え、あらかじめ医療機

関に受入の協力を依頼するなど、救急医療体制の整備に努めるものとする。

なお、県は、平常時及び緊急時の安定ヨウ素剤の配布手順などを明確にしておくものとし、町

に対して、日頃から住民への周知徹底に努めるよう助言するものとする。

町は、県が備蓄する安定ヨウ素剤の配布手順をあらかじめ関係機関と協議し、迅速かつ確実に

配布できる体制づくりに努める。
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安定ヨウ素剤備蓄数量（伊方町）

番号 備蓄場所
備蓄数量

（丸剤）

備蓄数量

（粉末）

1 伊方町中央保健センター 5,000丸 500g

2 九町診療所 5,000丸 ―

3 瀬戸診療所 2,000丸 ―

4 串診療所 2,000丸 ―

5 伊方小学校 1,000丸 ―

6 水ヶ浦小学校 1,000丸 ―

7 九町小学校 1,000丸 ―

8 伊方中学校 1,000丸 ―

9 三机小学校 1,000丸 ―

10 大久小学校 1,000丸 ―

11 瀬戸中学校 1,000丸 ―

12 三崎小学校 1,000丸 ―

13 三崎中学校 1,000丸 ―

14 三崎高等学校 1,000丸 ―

15 三崎保健センター 3,000丸 1,000g

16 伊方町庁舎 22,000丸 ―

17 瀬戸支所 10,000丸 ―

18 三崎支所 10,000丸 ―

合計 69,000丸 1,500g

（平成27年10月現在）
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第６節 防災対策上必要とされる防護資機材等の整備

町、県、関係機関、原子力事業者は、緊急時や災害の長期化などに備え、災害対策活動を円滑に実

施するため、原子力防災対策上必要とされる防護資機材等の整備・維持管理を行うものとする。

また、町及び県は、応急対策を行う防災業務関係者の安全確保のため、平常時から相互に密接な情

報交換を行い、防災資機材の整備等に努めるものとする。

1 防災対策上必要とされる防護資機材等の整備

(1) 町、国、関係機関は、原子力緊急事態応急対策に必要な資機材を整備・維持管理するものと

する。

(2) 県は、原子力災害時における緊急事態応急対策に従事する職員の安全を確保するための放射

線防護資機材、また、住民避難誘導等に必要な資機材等を整備・維持管理する。

ア 防護服、マスク等の保護具類

イ デジタル式警報線量計、蛍光ガラス線量計等の個人被ばく測定器

ウ 広報車、輸送車両、拡声器等の住民避難誘導用資機材

エ その他原子力緊急事態応急対策に必要な資機材

(3) 原子力事業者は、原子力緊急事態応急対策を行う防災要員の安全を確保するため、汚染防護

服、防護マスク、除染設備等放射線防護用器具の配備や応急措置の実施に必要な救急救助用資機

材の整備に努めるとともに、町、県、国及び他の原子力事業者の実施する原子力緊急事態応急対

策に対し、必要に応じて、除染等を行う防災要員の派遣、放射線防護用器具の貸与等を行うな

ど、相互に協力するものとする。

また、原子力事業者は、防災関係機関への通報に当たって、不要な放射線被ばくを防止するた

めの適切な通報を行うものとする。

2 防災対策上必要とされる防護資機材等の操作演習等

町、県、国、関係機関、原子力事業者は、原子力災害時における緊急事態応急対策の迅速かつ的

確な実施を確保するため、定期的に資機材等の操作訓練、操作講習会等を実施し、操作方法の習熟

と資機材の適正管理に努めるものとする。

また、防災関係機関が開催する放射線防護資機材等の操作講習会等に積極的に職員を参加させ、

技術習熟に努めるものとする。
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第７節 避難収容活動体制の整備

県は、町の区域を越えて広域避難を円滑に行うため、広域避難計画を作成し、住民等に周知徹底を

図るとともに、計画に基づいた訓練を行う。

町及び学校、診療所、保育所、福祉施設、工場等防災上重要な施設の管理者は、原子力災害時にお

いて安全かつ迅速な避難を行うことができるよう、避難所、避難経路、避難方法及び避難誘導責任者

等を定めた避難計画を作成し、住民等に周知徹底を図るとともに、計画に基づいた訓練を行う。

町は、平成27年3月に「伊方町避難行動計画」を策定しており、避難行動に関する詳細は同計画に

基づくものとするが、概要は以下のとおりである。なお、同計画は国の原子力災害対策指針、指標、

基準等の見直しが行われた場合には適宜見直しを行うものとする。

1 避難所等の指定

(1) 町は、コミュニティーセンター等公共的施設等を対象に、避難等を行うため、その管理者の

同意を得た上で、災害の危険が切迫した緊急時において安全が確保される指定緊急避難場所及び

避難生活を送るための指定避難所をあらかじめ指定し、住民への周知徹底を図るものとする。

なお、避難時の周囲の状況等により、屋内に留まっていた方が安全な場合等やむを得ないとき

は、屋内での退避等の安全確保措置を講ずべきことにも留意するものとする。

ア 指定緊急避難場所については、被災が想定されない安全区域内に立地する施設等又は安全区

域外に立地するが災害に対して安全な構造を有する施設であって、災害発生時に迅速に避難

場所の開設を行うことが可能な管理体制等を有するものを指定するものとする。なお、風向

等の気象条件により、避難場所が使用できなくなる可能性を考慮するものとする。

イ 指定避難所については、被災者を滞在させるために必要となる適切な規模を有し、速やかに

被災者等を受け入れること等が可能な構造又は設備を有する施設であって、想定される災害

による影響が比較的少なく、災害救援物資等の輸送が比較的容易な場所にあるものを指定す

るものとする。なお、主として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、要

配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられ、相談等の支援を受けることができる

体制が整備されているもの等を指定するものとする。また、指定にあたっては、風向等の気

象条件により避難所が使用できなくなる可能性を考慮するものとする。なお、指定緊急避難

場所と指定避難所は相互に兼ねることができるものとする。

ウ 学校を避難所として指定する場合には、学校が教育活動の場であることに配慮するものとす

る。また、避難所としての機能は応急的なものであることを認識の上、避難所となる施設の

利用方法等について、事前に教育委員会等の関係部局や地域住民等の関係者と調整を図るも

のとする。

(2) 町は、県に対し、指定緊急避難場所及び指定避難所の指定と、住民への周知徹底を図るよ

う、県から助言を受けることはできる。町は、県と連携し、避難所及びスクリーニング（居住

者、車両、家庭動物、携行品等の放射線量の測定をいう。以下同じ。）等の場所を選定・確保

し、広域避難計画に定めるものとする。

なお、避難所として指定された建物については、必要に応じ、衛生管理等避難生活の環境を良
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好に保つための設備の整備に努めるよう町に助言するものとする。

(3) 町及び県は、避難場所、避難所、備蓄等、防災に関する諸活動の推進にあたり、公共用地、

国有財産の有効活用を図るものとする。

2 避難経路の指定

(1) 町は、県警察及び関係機関と連携し、原子力災害時の風向等の気象条件に応じて、あらかじ

め広域避難計画に基づき広域避難経路を選定し、円滑に利用できるよう整備する。

ア 避難経路は、バス等の大型車両が通行可能な幅員を有するものとする。

イ 避難経路は、相互に交差しないものとする。

ウ 避難経路の選択にあたっては、住民の理解と協力を得て選定する。

エ 避難経路については、できるだけ複数の経路を選定するなど、周辺地域の状況を勘案して行

う。

(2) 県は、原子力災害時の風向等の気象条件に応じて、あらかじめ避難計画に基づき避難経路を

選定し、円滑に利用できるよう整備する。

3 避難所等の設備及び資機材の配備

町は、避難及び避難所に必要な次の設備及び資機材をあらかじめ配備し、又は必要なとき直ちに

配備、輸送できるよう準備しておくものとする。

(1) 通信機材（衛星携帯電話等）

(2) 放送設備

(3) 照明設備（非常用発電機を含む。）

(4) 食料、飲料水、常備薬

(5) 炊き出しに必要な機材及び燃料

(6) 給水用機材

(7) 救護所及び医療資機材

(8) 物資の集積所

(9) 仮設の小屋又はテント

(10) 仮設便所（洋式トイレ）

(11) マット、簡易ベッド、毛布

(12) 防疫用資機材

(13) 清掃用資機材

(14) 工具類

(15) テレビ、ラジオ、空調設備

(16) 避難誘導用資機材、移送用資機材、車両等

(17) その他必要と思われる資機材

また、要配慮者に配慮した避難の実施に必要な施設・設備の整備に努めるものとする。

なお、県は、国、企業等と連携を図りつつ、応急仮設住宅の建設に要する資機材の供給可能量

を把握するなど、調達・供給体制の整備に努めるものとする。また、災害に対する安全性に配慮

しつつ、応急仮設住宅の建設可能な用地を把握するなど、供給体制の整備に努めるものとする。
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4 避難計画

(1) 町の避難計画

町は、避難先において、応急対策の実施や優先度の高い通常業務の継続のため、あらかじめ計

画を策定するなどし、災害時に必要となる人員や資機材等を必要な場所に的確に配備するための

事前の準備体制を整備する。

町の避難計画は、次の事項に留意して作成するとともに、自主防災組織等の育成を通じて避難

体制の確立を図るものとする。

ア 避難所の名称、所在地、対象地区及び対象人口

イ 避難所への経路及び誘導方法

ウ 避難に際しての注意事項

エ 避難所開設に伴う被災者救援措置に関する事項

(ｱ) 給水措置

(ｲ) 給食措置

(ｳ) 毛布、寝具等の支給

(ｴ) 衣料、日用必需品の支給

オ 避難所の管理に関する事項

(ｱ) 避難所における住民登録の実施

(ｲ) 避難収容中の秩序保持

(ｳ) 避難住民に対する災害情報の伝達

(ｴ) 避難住民に対する応急対策実施状況の周知徹底

(ｵ) 避難住民に対する相談業務

カ 災害時における広報

(ｱ) 広報車による周知

(ｲ) 避難誘導員による広報

(ｳ) 住民組織を通ずる広報

(2) 防災上重要な施設の管理者の留意事項

学校、診療所、保育所、福祉施設、工場、その他の不特定多数の者が利用する施設、その他防

災上重要な施設の管理者は、多数の避難者の集中や混乱にも配慮し、次の事項に留意してあらか

じめ避難計画を作成し、関係職員等に周知徹底を図ると同時に、訓練等を実施することにより避

難の万全を図るものとする。

ア 学校においては、それぞれの地域の特性等を考慮したうえで、避難の場所、経路、時期及び

誘導、並びにその指示伝達の方法等のほか、児童生徒の保護者への引渡し方法及び地域住民

の避難場所、避難所となる場合の受入方法等をあらかじめ定めるものとする。

イ 学校及び教育行政機関においては、義務教育及び高等学校等の児童生徒を集団的に避難させ

る場合に備えて、避難場所の選定、収容施設の確保、並びに保健、衛生及び給食等の実施方

法について定める。

(3) 広域避難計画

ア 県は、町と連携し、町の区域を超えて避難する場合における避難先の調整や輸送手段の確保
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について、広域避難計画を策定するものとする。

イ また、広域避難計画の作成にあたり、避難先からの新たな避難を避けるため、避難先は原子

力災害対策重点区域外とし、関係機関と調整のうえ、避難先の地域コミュニティの維持に着

目し、同一地区を同一地域にまとめて指定するよう努めるものとし、あわせて、関係機関と

協力して、避難の長期化に対応した、物資の確保、治安、環境衛生の維持を、図るものとす

る。

ウ 県は、県警察及び関係機関と協力し、町に対し、あらかじめ住民が円滑に避難できる方法、

避難経路及び避難先への誘導体制等、複数のパターンの行動計画の作成について支援するも

のとする。

エ 県は、国と連携し、居住地以外の市町に避難する被災者に対して、必要な情報や支援・サー

ビスを容易かつ確実に受け渡すことができるよう、被災者の所在等の情報を避難元と避難先

の市町が共有する仕組みを整備し、円滑な運用・強化を図るものとする。

オ 町及び県は、大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、他の地方公共団体との

広域避難に係る応援協定を締結するなど、発災時の具体的な避難・受入れ方法を含めた手順

等を定めるよう努めるものとする。

カ 町は、庁舎が避難対象地域に含まれることとなる場合に備え、受入可能市町と調整し、行政

拠点の移転場所の候補地をあらかじめ選定する。県は、行政拠点の移転場所の選定に当た

り、協力を行う。

5 避難所・避難経路等の住民への周知

町は、避難所及び避難経路等の地域住民への周知を図るため、避難所及びその周辺道路に案内標

識、誘導標識等を設置するとともに、避難計画に基づいた訓練を行うなど、原子力災害時におい

て、住民が速やかに避難できるようにしておくものとする。

6 避難行動要支援者名簿の作成等

町及び社会福祉施設等管理者は、要配慮者及び観光や仕事での一時滞在者の安全を確保するた

め、地域住民、自主防災組織、民生委員・児童委員、介護保険事業者、障害福祉サービス事業者、

ボランティア団体等の協力を得ながら、平常時から要配慮者に関する情報の把握及び関係者との共

有や情報伝達体制を整備するとともに、防災担当部局と福祉担当部局等が連携して、避難行動要支

援者の避難支援計画の策定、避難誘導体制の整備、避難訓練の実施に努めるものとする。

また、町は、計画等の策定にあたっては、民間賃貸住宅、旅館・ホテル等を借り上げる等、多様

な避難所の確保に努めるほか、プライバシーの確保や男女のニーズの違い等に配慮するものとす

る。

なお、避難誘導にあたっては、放射線の影響を受けやすい乳幼児等については十分配慮するもの

とする。

(1) 町の活動

ア 避難行動要支援者名簿の作成等

避難行動要支援者名簿など、次に示す事項については、風水害等対策編第２章第１４節

「要配慮者の支援対策」を準用する。
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(ｱ) 避難行動要支援者を適切に避難誘導し、安否確認等を行うための措置。

(ｲ) 避難行動要支援者名簿の作成及び定期的更新。

(ｳ) 関係機関への避難行動要支援者名簿の提供、避難行動要支援者に対する情報伝達体制

の整備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等。

(ｴ) 避難行動要支援者の緊急避難場所から避難所への円滑な移送の対策。

イ 緊急連絡体制の整備

自主防災組織及び関係機関等と連携して避難行動要支援者ごとに避難支援者を定めるな

ど、避難行動要支援者一人ひとりの避難支援プランを作成するものとする。

ウ 避難体制の確立

避難支援者をはじめ、自主防災組織など地域ぐるみの避難誘導等の方法を避難行動要支援

者からの意見を踏まえ、事前に具体的に定めておくものとする。

また、避難所や避難経路の指定にあたっては、地域の特性を踏まえるとともに、高齢者、

身体障害者、知的障害者、精神障害者（発達障害を含む。）、難病患者、妊産婦及び乳幼児、

病弱者等避難生活に特別の配慮を要する者のための福祉避難所の設置を検討するなど、要配

慮者の利便性や安全性にも十分配慮するものとする。

エ 防災教育・訓練の充実

要配慮者が自らの対応能力を高めるために、個々の要配慮者の態様に合わせた防災教育や

原子力防災訓練への参加などの充実強化を図るものとする。

オ 一時滞在者への配慮

訪問や観光等による一時滞在者の安全確保にも十分配慮するものとする。

(2) 社会福祉施設等管理者の活動

ア 組織体制の整備

介護保険施設、障害者支援施設等の社会福祉施設等管理者は、原子力災害に備え、あらか

じめ施設内の防災体制の整備、動員計画や緊急連絡体制等の確立に努めるものとする。ま

た、同管理者は、町や他の類似施設、地域の自主防災組織等と連携を図りながら、災害時の

協力体制づくりに努めるものとする。

イ 緊急連絡体制の整備

社会福祉施設等管理者は、町の協力を得て、原子力災害に備え、緊急時における情報伝達

の手段、方法を確立するとともに、災害時における施設相互間の緊急連絡体制の整備・強化

に努めるものとする。

ウ 防災教育・訓練の充実

社会福祉施設等管理者は、町の協力を得て、原子力災害時において施設利用者等が適切な

行動がとれるよう防災教育を行うとともに、利用者の実態に応じた防災訓練を定期的に実施

するよう努めるものとする。

エ 物資等の備蓄

社会福祉施設等管理者は、原子力災害時に施設利用者等の最低限度の生活維持に必要な食

料、飲料水、介護用品等の備蓄を行うほか、予想される災害の種類に応じた防災資機材や非

常用自家発電機等の整備に努めるものとする。

オ 避難計画の作成
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社会福祉施設等管理者は、町、県、その他の市町と連携し、原子力災害時における避難場

所、避難所、避難経路、誘導責任者、誘導方法等についての避難計画を作成するものとする。

(3) 病院等医療機関管理者の活動

ア 組織体制の整備

病院等医療機関の管理者は、町、県、その他の市町と連携を図りながら、原子力災害時の

協力体制づくりに努めるものとする。

イ 避難計画の作成

病院等医療機関の管理者は、町、県、その他の市町と連携し、原子力災害時における避難

経路、誘導責任者、誘導方法、患者の搬送に必要な資機材の確保、避難時における医療の維

持の方法等について、避難計画を作成するものとする。
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第８節 緊急物資の確保

町、国、県等の防災関係機関は、原子力災害が発生した場合の住民の生活や安全を確保するため、

備蓄の推進等により、食料、生活物資、医薬品等の緊急物資の確保に努めるものとする。

1 食料及び生活必需品等の確保

町、国、県等の防災関係機関は、原子力災害が発生した場合の住民の生活を確保するため、食料

及び生活必需品等の確保について平常時から次の措置を行うほか、住民においても、自主的に食料

等の備蓄に努めるものとする。

(1) 町の活動

ア 非常持出しができない被災住民や一時滞在者等に対する食料の最低限の備蓄をしておくもの

とする。

イ 町内における緊急物資流通在庫調査を実施する。

ウ 流通在庫方式による確保が困難な物資の一部を備蓄しておくものとする。

エ 町内における緊急物資調達及び分配計画を策定する。

オ 緊急物資の集積所の選定及び運営管理等を検討する。

カ 住民が実施する緊急物資確保対策の指導を行う。

キ 給食計画を策定する。

(2) 住民の活動

ア 屋内退避に備え、7日間程度の最低生活を確保できる緊急物資の備蓄を行う。

イ アのうち、3日分程度の非常食料を含む非常持出品を準備する。

ウ 自主防災組織等を通じての助け合い運動を推進する。

エ 緊急物資の共同備蓄を推進する。

(3) 県の活動

ア 県は、民間業者と協定を締結し、緊急援護物資の流通備蓄を行い、原子力災害発生時、町が

行う被災者援護等を支援する。

イ 県内における緊急に必要な食料及び生活必需品（以下「緊急物資」という。）の調達可能量

調査を定期的に実施する。

ウ 県内における緊急物資調達計画を策定し、大量調達が可能な大手小売業者等及び製造業者を

中心に、知事との間に調達に関する協定を締結する。

エ 他の都道府県との緊急物資調達に関する相互応援協定を締結する。

オ 流通在庫のない緊急物資備蓄を検討する。

カ 町及びその他の市町が行う緊急物資の備蓄を推進する。

キ 緊急物資の拠点施設に運送事業者等の施設活用を検討する。

ク 住民が実施する緊急物資確保対策の指導を行う。

(4) 四国経済産業局の活動

ア 緊急に必要な生活必需品の調達先に関する情報提供を行う。

イ 生活必需品の緊急輸送に係る防災関係機関等と調整し、情報提供を行う。
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2 飲料水等の確保

(1) 町の活動

ア 飲料水の備蓄を行うほか、復旧資材の備蓄を行う。

イ 他の地方公共団体からの応援給水を含む応急給水計画を作成する。

ウ 給水タンク、トラック等応急給水資機材を整備するとともに、貯水槽を設置する。

エ 住民及び自主防災組織に対し、貯水や応急給水について啓発・指導を行う。

オ 水道工事業者等との協力体制を確立する。

(2) 住民及び自主防災組織の活動

ア 住民（家庭）における貯水

(ｱ) 貯水すべき水量は、1人1日3リットルを基準とし、世帯人数の7日分を目標とする（うち3

日分程度を非常持出用として準備）。

(ｲ) 貯水は、水道水等衛生的な水を用いる。

(ｳ) 貯水に用いる容器は、衛生的で、安全性が高く、水漏れ、破損しないものとする。

イ 自主防災組織を中心とする飲料水の確保

(ｱ) 応急給水を円滑に実施するために、給水班を編成するものとする。

(ｲ) 原子力災害発生時に利用予定の井戸、泉、河川、貯水槽の水は水質検査を実施して、町の

指導のもとに利用方法をあらかじめ検討しておく。

(ｳ) 応急給水に必要とされるポンプ、水槽、ポリタンク、次亜塩素酸ナトリウム等の資機材を

整備する。

(3) 県の活動

ア 食料及び生活必需品等と同じく緊急援護物資備蓄の一環として、県は民間業者と協定を締結

し、流通備蓄を行う。

イ 住民及び町が実施する水の確保対策の啓発・指導を行う。

3 医薬品、医療資機材等の確保

(1) 町は、避難生活に必要な常備薬の備蓄に努める。

(2) 県は、緊急援護物資備蓄の一環として、医薬品等を県内5箇所の保健所に分散備蓄するほか、

救護班及び緊急被ばく医療機関の行う救護医療活動のために必要な医薬品等の必要物資の確保に

関して、関係機関と連携のうえ、流通在庫の調達に努める。
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第９節 緊急輸送路の確保体制の整備

町は、多重化や代替性を考慮しつつ、災害発生時の緊急輸送活動のために確保すべき輸送施設(道

路、港湾、漁港、飛行場等)及び輸送拠点(トラックターミナル、卸売市場等)・集積拠点について把

握するものとする。また、町は、県、国と連携し、これらを調整し、災害に対する安全性を考慮しつ

つ、関係機関と協議の上、緊急輸送ネットワークの形成を図るとともに、指定公共機関その他の関係

機関等に対する周知徹底に努めるものとする。

県及び県警察は、町、国及びその他の市町の道路管理者等と協力し、緊急時の応急対策に関する緊

急輸送活動を円滑に行う緊急輸送路を確保するため、被害状況や交通、気象等の把握のための装置や

情報板などの整備を行い、緊急輸送の確保体制の充実を図るものとする。

1 町の活動

(1) 町は、町内のヘリポートの緊急点検及び保守管理を行い、使用可能状況を県に報告する。

(2) 町は、運送業者とあらかじめ緊急輸送に関する協定の締結などにより、災害時における輸送

車両等の運用計画又は調達計画を定めるとともに、車両や燃料等の調達先を明確にし、人員及び

物資等の輸送手段を確保するよう努めるものとする。

2 県の活動

(1) 県は、施設の管理者と連携をとりつつ、あらかじめ、臨時ヘリポートの候補地を関係機関と

協議の上、緊急輸送ネットワークにおける輸送施設として指定するとともに、これらの場所を災

害時に有効に利用し得るよう、関係機関及び住民等に対する周知徹底を図るものとする。

(2) 県は、国と連携し、必要に応じ、緊急輸送に係る調整業務等への運送事業者等の参加、物資

の輸送拠点における運送事業者等を主体とした業務の実施、物資の輸送拠点として運送事業者等

の施設を活用するための体制整備を図るものとする。

(3) 物資の調達・輸送に必要となる情報項目・単位の整理による発注方法の標準化、物資の輸送

拠点となる民間施設への非常用電源や非常用通信設備の設置に係る支援、緊急通行車両等への優

先的な燃料供給等の環境整備を推進するものとする。

(4) 輸送協定を締結した民間事業者等の車両については、緊急通行車両標章交付のための事前届

出制度が適用され、発災後、当該車両に対して緊急通行車両標章を円滑に交付されることとなる

ことから、民間事業者等に対して周知を行うとともに、自らも事前届出を積極的にするなど、そ

の普及を図るものとする。

3 県警察の活動

(1) 緊急時の交通規制を円滑に行うため、「災害時における交通誘導及び地域の安全確保等の業務

に関する協定」に基づき、（社）愛媛県警備業協会の協力を得ながら実施するものとする。

(2) 警察庁と協力し、ＰＡＺなど緊急性の高い区域から迅速･円滑に輸送を行っていくための広域

的な交通管理体制の整備に努めるものとする。

(3) 緊急時において道路交通規制が実施された場合の運転者の義務等について周知を図るものと
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する。
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第１０節 防災知識の普及

町は、県、国と協力し、防災対策の円滑な実施を確保するため、災害予防又は災害応急措置等、原

子力防災に関する知識の普及・啓発に努めるものとする。

1 町の活動

(1) 町職員に対する教育

町職員が的確かつ円滑な原子力防災対策を推進するため、国立研究開発法人日本原子力研究開

発機構、公益財団法人原子力安全技術センター及び県等が実施する原子力防災に関する研修会等

に職員を派遣するとともに、次の事項について教育を行い、原子力防災に関し職員の資質向上に

努める。

ア 放射線及び放射性物質の特性

イ 原子力発電所施設の概要

ウ 原子力災害とその特性

エ 町地域防災計画（原子力災害対策編）と町の原子力防災対策に関する知識

オ 原子力災害が発生した場合に、具体的にとるべき行動に関する知識

カ 職員として果たすべき役割（職員の動員体制と任務分担）

キ 家庭及び地域における防災対策

ク その他必要な事項

なお、上記オ及びカについては、毎年度、各課等において、所属職員に対し、十分に周知

するものとする。また、各課等は、所管事項に関する防災対策について、それぞれが定める

ところにより所属職員の教育を行うものとする。

(2) 消防団員に対する教育

町は、原子力災害発生時に警戒誘導救助が円滑に実施できるよう、原子力防災に関する知識の

普及・啓発や、団員の資質向上に努める。

(3) 教職員及び児童生徒に対する教育

町教育委員会及び学校長は、前記1に掲げる町職員に準じて教職員への教育を行うとともに、

「学校防災マニュアル」（地震・津波災害）、「愛媛県学校安全の手引き」（県教育委員会編）をも

とに、学校安全計画に原子力災害に関する必要な事項（防災組織、分担等）を定め、児童生徒が

原子力災害に関する基礎的、基本的事項を理解し、思考力、判断力を高め、意思決定し、適切な

行動ができるよう安全教育等の徹底を指導するものとする。

なお、町は、原子力災害時における児童生徒等の避難誘導が迅速かつ的確に行われるよう、町

の小中学校、保育所等の教職員等に対し、県が開催する原子力防災に関する研修会へ参加させ、

原子力防災に関する理解の促進を図る。

(4) 医療従事者に対する教育

町は、原子力災害発生時において、医療活動が迅速かつ的確に実施されるよう、職員の資質向

上に努める。

(5) 住民に対する防災知識の普及
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町は、原子力災害発生時に住民が的確な判断に基づき行動できるよう、県及び教育機関等と協

力し、原子力防災に関する知識とともに、住民自らが生命、身体又は財産を守り、併せて地域の

被害を最小限にとどめるために必要な防災知識の普及・啓発を図る。

ア 一般啓発

(ｱ) 啓発の内容

ａ 原子力災害に関する一般的知識

ｂ 原子力災害が発生した場合に、具体的にとるべき行動に関する知識

ｃ モニタリング結果の解釈の仕方及び放射線防護方法等に関する知識

ｄ 防災関係機関等の防災対策に関する知識

ｅ 地域及び事業所等における自主防災活動の基礎知識

ｆ 避難所、避難路、その他避難対策に関する知識

ｇ 非常持出品の準備等、家庭における防災対策に関する知識

ｈ 避難生活に関する知識

ｉ 要配慮者への支援に関する知識

ｊ 災害復旧時の生活確保に関する知識

ｋ 被災時の男女のニーズの違い等に関する知識

ｌ 電気通信事業者が災害時に提供する伝言サービスに関する知識

(ｲ) 啓発の方法

ａ ＣＡＴＶ、町ホームページの活用

ｂ 広報誌、パンフレット、ポスター等の利用

ｃ 映画、資料映像等の利用

ｄ 講演会、講習会の実施

ｅ 原子力防災訓練の実施

イ 社会教育を通じての啓発

町及び町教育委員会は、ＰＴＡ、女性団体、青少年団体等を対象とした各種研修会、集会

等を通じて原子力防災に関する知識の普及・啓発を図り、各団体の構成員がそれぞれの立場

から地域の防災に寄与する意識を高める。

(ｱ) 啓発の内容

住民に対する一般啓発に準ずるほか、各団体の性格等に合わせた内容とする。

(ｲ) 啓発の方法

各種講座・学級、集会、大会、学習会、研修会等において実施する。

ウ 各種団体を通じての啓発

町は、各種団体に対し、研修会、講演会、資料映像等の貸出し等を通じて原子力防災知識

の普及に努め、各団体の構成員である民間事業所等の組織内部における原子力防災知識の普

及を促進させるものとする。

エ 災害教訓の伝承

町及び県は、過去に起こった大規模災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくた

め、大規模災害に関する調査分析結果や映像を含めた各種資料をアーカイブとして広く収

集・整理し、適切に保存するとともに、広く一般の人々が閲覧できるよう公開に努めるもの
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とする。

2 県の活動

県は、防災対策の円滑な実施を確保するため、学校教育、社会教育等を通じて、住民を対象に啓

発活動を行う。

3 住民及び事業者の活動

町内の一定の地区内の住民及び当該地区に事業所を有する事業者は、当該地区における防災力の

向上を図るため、共同して、防災訓練の実施、物資等の備蓄、高齢者等の避難支援体制の構築等自

発的な防災活動の推進に努めるものとする。この場合、必要に応じて、当該地区における自発的な

防災活動に関する計画を作成し、これを地区防災計画の素案として町防災会議に提案するなど、町

と連携して防災活動を行うこととする。

町は、町地域防災計画に地区防災計画を位置付けるよう町内の一定の地区内の住民及び当該地区

に事業所を有する事業者から提案を受け、必要があると認めるときは、町地域防災計画に地区防災

計画を定めるものとする。
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第１１節 原子力防災訓練の実施

放射性物質等の大量放出によって災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、各防災

機関が相互に緊密な連携を保ちながら、町の地域防災計画（原子力災害対策編）に定める原子力緊急

事態応急対策及び伊方地域原子力防災協議会において確認した緊急時対応を迅速かつ適切に実施でき

るよう、技能の向上と住民に対する防災意識の啓発を図るため、図上又は現地で、総合的かつ計画的

な原子力防災訓練を実施するものとする。

訓練の実施にあたっては、大規模な自然災害等との複合災害や重大事故等全面緊急事態を具体的に

想定した詳細なシナリオに基づき、参加者に事前にシナリオを知らせない訓練、訓練開始時間を知ら

せずに行う訓練、机上において想定事故に対する対応や判断を試す訓練等の工夫や図上演習の方法論

を活用するなど、現場における判断力の向上につながる実践的なものになるよう工夫するものとす

る。特に内閣府政策統括官（原子力防災担当）その他の関係省庁等が参加し総合的に実施する防災訓

練に関して、訓練計画に定める訓練の目的、実施項目、反省点の抽出方法等を地域原子力防災協議会

において協議する。この際、各機関の救援活動等の連携強化に留意するものとする。

また、町、県、原子力事業者等は、国が策定する訓練計画に基づき実施する国の原子力防災訓練に

共同して参加するものとする。

1 原子力防災訓練の実施

(1) 原子力防災訓練の実施責務又は協力

町は、町の地域防災計画（原子力災害対策編）に定める原子力緊急事態応急対策を迅速かつ適

切に実施できる体制づくりと、住民に対する防災意識の啓発を図るため、県、国及び関係機関と

の連携のもと、原子力防災訓練を実施する。

原子力防災訓練の実施にあたり、原子力事業者は、これに全面的に協力するものとする。

(2) 原子力防災訓練の実施項目

原子力防災訓練の実施項目は、基本的には次のとおりとすることとし、総合的に実施する訓練

については、伊方地域原子力防災協議会において検討することとする。

ア 緊急時通信連絡訓練

イ 緊急時モニタリング訓練

ウ 災害広報訓練

エ 災害対策本部設置訓練

オ オフサイトセンター運営訓練

カ 緊急被ばく医療活動訓練

キ 自衛隊災害派遣要請訓練

ク 住民避難・誘導訓練

ケ 人命救助活動訓練

コ その他緊急事態応急対策に必要な訓練

(3) 原子力防災訓練の実施方法

町は、原子力防災訓練を実施するにあたり、国の職員の派遣等実態に即したものとするほか、
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最も効果ある方法で訓練を実施するものとする。

また、原子力防災訓練に住民を参加させるなど、住民の原子力防災に係る意識向上に努めるも

のとする。

(4) 原子力防災訓練実施後の評価等

町は、原子力防災訓練を実施した後、事後評価を行い、課題等を明らかにし、必要に応じ体制

の改善等に活用するものとする。国が参加する総合的な防災訓練の際には、参加した国の関係省

庁、地方公共団体、指定公共機関等は、地域原子力防災協議会において、総合的な訓練の実施結

果、成果、抽出された反省点等を検討し、これらを共有するものとする。訓練に参加した国の関

係省庁、地方公共団体、指定公共機関等は、明らかになった課題に関して、緊急時の対応に係る

計画やマニュアルの改善等を行うものとする。

2 国の実施する原子力総合防災訓練への参加等

国は、毎年度、防災訓練の対象となる原子力事業所を定め、実施する時期、共同して訓練を行う

主体、施設敷地緊急事態発生の通報、全面緊急事態の想定、原子力緊急事態宣言及び原子力災害合

同対策協議会の運用に関すること等を定めた総合的な防災訓練の実施についての計画を策定するこ

ととされている。

町は、県、原子力事業者等とともに、防災訓練の対象となる原子力事業所が伊方発電所と定めら

れた場合には、国が行う総合的な防災訓練の実施についての計画策定に共同して参画するととも

に、この計画に基づいて実施される国の原子力総合防災訓練に参加するものとする。
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第１２節 原子力発電所上空の飛行規制

原子力発電所上空の飛行規制については、次の通達によるものとする。

「原子力関係施設上空の飛行規制について」（抄）

昭和44年7月5日付空航第263号

運輸省航空局長から地方航空局長あて通達

1 施設附近の上空の飛行は、できる限り避けさせること。

2 施設附近の上空に係る航空法第81条ただし書の許可は行わないこと。

「航空法」（抄）

（飛行の禁止区域）

第八十条 航空機は、国土交通省令で定める航空機の飛行に関し危険を生ずるおそれがある区域

の上空を飛行してはならない。但し、国土交通大臣の許可を得た場合は、この限りではない。

第八十一条 航空機は、離陸又は着陸を行う場合を除いて、地上又は水上の人又は物件の安全及

び航空機の安全を考慮して国土交通省令で定める高度以下の高度で飛行してはならない。但し、国

土交通大臣の許可を得た場合は、この限りでない。
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第１３節 広域応援体制の整備

町、県及び関係機関は、原子力災害が発生した場合に、円滑な広域応援活動が行えるよう、あらか

じめ相互応援協定を締結するなどして、広域的な応援体制を確立しておくものとする。

1 全県的な防災相互応援体制の整備

町は、消防以外の分野について他の市町に対する応援を求める場合を想定し、あらかじめ全県的

な防災相互応援協定を締結するよう努めるとともに、迅速な応援要求のための手順、受け入れ体制

の整備に努めるものとする。

2 消防の相互応援体制及び緊急消防援助隊

県は、重点市町を管轄する八幡浜地区施設事務組合消防本部、大洲地区広域消防事務組合消防本

部、西予市消防本部、伊予市消防等事務組合消防本部、宇和島地区広域事務組合消防本部、（以

下、関係消防機関という。）及びその他の消防機関による消防相互応援体制の整備に努めるととも

に、緊急消防援助隊の迅速な派遣要請のための手順、受け入れ体制の整備に努めるものとする。

3 他県等との広域応援体制

県は、平成13年1月31日付けで他の原子力発電所立地道府県等と締結した「原子力災害時の相互

応援に関する協定」の適切な運用を図るとともに、緊急時に必要な装備、資機材、人員、避難やス

クリーニング等の場所等に関する広域的な応援要請への対応に向けて、他の都道府県等と応援協定

の締結等を図り、原子力災害が発生した場合に、円滑な広域応援活動が行えるよう、あらかじめ要

請の手順、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておくとともに、連絡先の徹底、受け入れ体制を

整備するものとする。

4 警察災害派遣隊の応援体制

県警察は、警察庁及び他の都道府県警察と協力し、緊急かつ広域的な救助活動等を行うための警

察災害派遣隊の受け入れ体制などの整備を図るものとする。

5 自衛隊派遣要請体制

県は、自衛隊への派遣要請が迅速に行えるよう、あらかじめ要請の手順、連絡調整窓口、連絡の

方法を取り決めておくとともに、連絡先の徹底、受け入れ体制の整備等必要な準備を整えておくも

のとする。

機 関 名 電話番号 県防災通信システム ＦＡＸ

陸上自衛隊第14特科隊 089-975-0911 6-6218
089-975-0911

（交換経由 内線236）

海上自衛隊呉地方総監部 0823-22-5511
（衛星）

64-034-101-158
0823-22-5692

航空自衛隊西部航空方面隊司令部 092-581-4031 －
092-581-4031

（交換経由 内線6923）
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6 被ばく医療に係る医療チーム派遣要請体制

県は、緊急被ばく医療体制の充実を図るため、三次被ばく医療機関等からなる被ばく医療に係る

医療チーム派遣の要請手続きについてあらかじめ定めておくとともに、受け入れ体制の整備等必要

な準備を整えておくものとする。
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第１４節 ヘリコプター運航に係る地上支援体制

町は、原子力災害に際し、緊急事態応急対策を迅速かつ確実に実施するため、県、県警察、自衛

隊、海上保安本部等の保有するヘリコプター運航に係る地上支援に必要な体制の整備を図るとし、平

常時から次の措置を行う。

1 ヘリコプター離着陸場の整備拡充

(1) 町は、ヘリコプター離着陸場の整備拡充に努め、原子力災害時においては臨時離着陸場として

使用できるよう、あらかじめ関係機関と協議を行っておくものとする。

(2) 県は、原子力災害時に備え、平常時から臨時離着陸場の調査を行っておくものとする。



［伊方町防災計画 原子力災害対策編］ 第２章 原子力災害事前対策

46

第１５節 防災対策資料の整備

町、県、関係機関及び原子力事業者は、原子力災害時において緊急事態応急対策を迅速かつ確実に

実施するにあたり、放射性物質による汚染の影響範囲を予測し、的確な応急対策の樹立に資するため

の周辺地域の環境条件、人口分布など、防災対策上必要な資料を整備するものとする。

1 防災対策資料の整備

(1) 社会環境に関する資料

ア 周辺地域の地図

イ 周辺地域の人口、世帯数等（原子力事業所との距離別、方位別、要配慮者の概要、統計的な

観光客数など季節的な人口移動に関する資料含む。）

ウ 周辺地域の配慮すべき施設（保育所、学校、診療所、病院、老人福祉施設、身体障害者援護

施設等）（原子力事業所との距離、方位に関する資料含む。）

エ 周辺地域の一般道路、高速道路、林道、農道（道路幅員、路面状況、交通状況含む。）

オ ヘリコプターの飛行場外離着陸場適地

カ 避難所及び屋内退避に適するコンクリート建物等（位置、収容能力、移動手段等の情報含

む。）

キ 医療機関の状況

ク 港湾及び漁港の状況（ふ頭の水深等含む。）

(2) 放射能影響推定に関する資料

ア 周辺地域の気象状況（過去10年間の風向、風速、大気安定度）

イ 周辺地域の海象状況

ウ モニタリングポスト配置図、空間放射線量率の予定測定地点図、及び環境試料の予定採取地

点図

エ 線量推定計算に関する資料

オ 平常時環境モニタリングデータの状況（過去10年間の統計値）

カ 周辺地域の水源地、飲料水の状況

キ 農林水産物の生産及び出荷状況

(3) 原子力施設（事業所）に関する資料

ア 原子力事業者防災業務計画

イ 原子力事業所の施設の配置図

2 その他原子力防災対策上必要な資料の整備

県は、国、原子力事業者及び関係機関等と連携し、その他原子力防災対策上必要な資料の整備に

努めるものとする。

(1) 通報情報（関係機関間における通報様式、公式発表情報や国からの連絡事項等）

(2) 資料情報（防災計画に関する資料､法令・規則等、防災関連委託調査等報告書等）

(3) 資機材情報（資機材の保管・在庫・貸与等の状況管理）
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(4) 民間資機材情報（応急・復旧活動時に有用な資機材の備蓄・保有・事業者連絡先）

(5) 機関情報（国、道府県、関係機関等の担当者及び連絡先等の情報）

(6) 避難計画（地区ごとの避難計画、避難所運用体制）

(7) 原子力事業者を含む防災業務関係機関の緊急時対応組織に関する資料（人員、配置、指揮命

令系統、関係者名リスト）
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第１６節 核燃料物質等の事業所外運搬中の事故に対する

応急体制の整備

核燃料物質等の運搬中の事故に係る防災対策について、原子力災害の発生及び拡大の防止のため、

原子力事業者及び運搬を委託された者、国、県、町及び海上保安部は、運搬の特殊性、具体的な事故

想定に係る輸送容器の安全性等を踏まえつつ、危険時の措置等を迅速かつ的確に行うための体制の整

備を図るものとする。

その際、原子力事業者は、核物質防護上問題を生じない範囲において、海上保安部等に必要な運搬

情報の提供等の協力に努めるものとする。

1 町及び県の活動

町及び県は、町内で事故が発生した場合には、事故の状況把握に努めるとともに、国の指示又は

独自の判断により、事故現場周辺の住民避難など、一般公衆の安全を確保するために必要な措置を

実施するための体制を整備するものとする。

2 消防機関の活動

消防機関は、事故の状況の把握に努め、事故の状況に応じて、消防職員の安全確保を図りなが

ら、原子力事業者等に協力して、消火、人命救助、救急等必要な措置を実施するものとする。

3 原子力事業者等の活動

(1) 原子力事業者及び運搬者は、事故時の応急措置、事故時対応組織の役割分担、携行する資機

材等を記載した運搬計画書、迅速に通報を行うために必要な非常時連絡表等を作成するととも

に、運搬を行う際には、これらの書類、必要な非常通信用資機材及び防災資機材を携行するもの

とする。

また、危険時の措置等を迅速かつ的確に実施するために、必要な要員を適切に配置するととも

に、必要なマニュアルの整備を図るものとする。

(2) 原子力事業者及び運搬者は、事故時に次の措置が迅速かつ的確にとれるよう体制の整備を図

るものとする。

ア 国、県、海上保安部等への迅速な通報

イ 消火、延焼防止の措置

ウ 核燃料輸送物の安全な場所への移動、関係者以外の者の立ち入りを禁止する措置

エ モニタリングの実施

オ 運搬に従事する者や付近にいる者の退避

カ 核燃料物質等による汚染の拡大の防止及び除去

キ 放射線障害を受けた者の救出、避難等の措置

ク その他放射線障害の防止のために必要な措置

(3) 原子力事業者等は、運搬中の事故により特定事象が発生した場合、直ちに原子力防災管理者

を通じ、国、県、海上保安部など関係機関に同時に文書で送信できるよう必要な通報・連絡体制
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を整備するものとする。

4 国の活動

国は、関係機関への連絡、放射性物質輸送事故対策会議（施設敷地緊急事態の発生に至った場合

には、関係省庁事故対策連絡会議）の開催、事故情報の収集、国の職員及び専門家の現地への派

遣、対外発表、応急対策等の危険時の措置を、原子力事業者と協力して、国及び原子力事業者が主

体的に対応するために必要な体制の整備を図る。

5 海上保安部の活動

海上保安部は、事故の状況把握に努めるとともに、事故の状況に応じて、海上保安職員の安全確

保を図りながら、原子力事業者及び運搬を委託された者と協力して、現場海域への立ち入り制限、

人命救助等に関する必要な措置を実施するために必要な体制を整備する。

6 県警察の活動

県警察は、事故の状況の把握に努めるとともに、事故の状況に応じて、警察職員の安全確保を図

りながら、原子力事業者等と協力して、人命救助、避難誘導、交通規制等必要な措置を実施するも

のとする。
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第１７節 複合災害対応に係る体制整備

原子力災害と自然災害等複数の事象に対応する必要がある場合（以下「複合災害時」という。）に

備えて、必要な体制の整備を行うものとする。

1 複合災害に係る応急体制の整備

(1) 町及び県は、連続して災害の発生が懸念される場合には、先発災害に多くの要員、資機材を

動員し、後発災害に不足が生じるなど、望ましい配分ができない可能性があることに留意し、応

急体制の整備に努めるものとする。

(2) 町及び県は、自然災害等への対応により要員及び資機材が不足する場合に備え、広域応援体

制の整備に努めることとする。

(3) 県は、複合災害時に備え、現地への関係職員の派遣及び資機材の搬送等の手段を複数整備し

ておくものとする。

2 情報の収集・連絡体制の整備

町は、複合災害時においても、国、県、防災関係機関及び原子力事業者との間で確実に情報の収

集及び連絡を行うため、必要な情報収集・連絡体制及び通信手段の整備に努めるものとする。

3 緊急時モニタリング体制の整備

(1) 県は、自然災害等による道路等の被災、自動観測局や資機材等の被災及び要員の不足等に備

えて、代替手段や活動体制等の整備に努めるものとする。

(2) 県は、複合災害時においても、緊急時モニタリングに支障がないよう、電源の強化、耐震性

が確保された自動観測局の整備に努めるものとする。

4 緊急被ばく医療体制の整備

(1) 県は、自然災害等による医師及び機器等の不足に備えて、広域応援体制の整備や搬送路、搬

送手段の被災に備えた搬送体制の整備に努めるものとする。

(2) 県は、複合災害時の救護所運営について、自然災害等への対応と混乱が生じないよう、あら

かじめ体制の整備に努めるものとする。

5 避難・退避実施体制の整備

(1) 避難誘導計画の整備

町は、避難誘導計画の作成にあたり、自然災害等による道路等の被災状況や放射性物質放出ま

での時間等を考慮し、複合災害時でも適切に避難誘導が行えるよう計画を作成するものとする。

また、必要に応じて、県に作成の支援を求めるものとする。

(2) 避難所等の確保及び設置運営

ア 町は、県と協力し、複合災害時の避難所等の確保及び設置運営方法について、情報の提供方

法を含めた住民への応急対策が的確に行われるよう体制の整備を図るものとする。
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イ 町は、広域的な避難に備え、県やその他の市町等に対し、避難の受け入れ体制や避難所の運

営方法等について、あらかじめ調整を図るなど、体制の整備を図るものとする。

6 原子力防災に関する知識の普及啓発

町は、県と協力し、複合災害時における住民の災害予防又は災害応急対応措置等原子力防災に関

する知識の普及・啓発に努めるものとする。

7 緊急輸送活動体制の整備

県は、輸送路及び輸送手段の被災に備え、海上輸送やヘリ輸送による避難等の対応がとれるよ

う、防災関係機関と必要な体制整備に努めるものとする。

8 周辺住民への的確な情報伝達体制の整備

町は、県と協力し、複合災害時においても、周辺住民等に対して正確な情報を迅速に伝達するた

め、必要な体制及び設備の整備に努めるものとする。

9 避難経路となる道路等の整備

(1) 道路管理者は、複合災害においても、防災要員の派遣、救助活動の円滑な実施及び原子力資

機材等の物資輸送を行う緊急輸送道路を確保するとともに、広域避難計画に基づく円滑な避難が

行えるよう、避難経路となる道路の整備や補強対策を実施する。

なお、震災点検等で対策が必要とされた橋梁、法面等について、緊急性の高い路線及箇所から

順次、補強対策を実施する。

(2) 港湾・漁港管理者は、防災拠点となる港湾・漁港について、補強対策等を実施する。
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第３章 緊急事態応急対策

災害の拡大を防止し、又は軽減するため、町、県、国、関係機関及び原子力事業者は、原子力災害

又は複合災害が発生し又は発生のおそれがある場合において、災害発生の防御又は応急復旧対策に関

する計画を樹立し、それぞれの計画に基づき迅速かつ的確な活動体制のもと緊急事態応急対策に万全

を期するものとする。

第１節 応急措置の概要

原子力災害時において、町、県、関係機関及び原子力事業者が行うべき応急措置の概要は、次のと

おりである。

1 町のとるべき措置

(1) 住民広報の実施

(2) 緊急時モニタリングへの参画

(3) 災害調査及び災害情報の県に対する報告

(4) 避難の勧告、指示及び被災住民の収容

(5) 消防団に対する出動命令

(6) 防護対策区域及び警戒区域の決定と避難措置

(7) 避難住民の輸送

(8) 避難所の設置・運営

(9) 自衛隊の派遣、緊急援護備蓄物資の供給等の県に対する要請

(10) 救援物資の配布

(11) 被災者収容施設の供与

(12) 緊急被ばく医療措置の実施及び協力

(13) 安定ヨウ素剤の配布

(14) 被ばく者に対する除染

(15) 相談窓口の設置

(16) その他必要な応急対策の実施

2 住民のとるべき措置

町災害対策本部長の指示による避難行動等の実施

3 県のとるべき措置

(1) 原子力事業者からの事故発生等の報告受理

(2) 被害状況の把握及び情報の収集

(3) 緊急時環境モニタリングの実施

(4) 防災上必要な措置に関する国との協議
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(5) 重点市町、その他の市町、関係機関への放射能影響予測結果、被害状況等の通報

(6) 重点市町、その他の市町、関係機関に対する防災上必要な措置の指示又は要請

(7) 関係機関との応急対策の協議・調整

(8) 放送機関への緊急放送要請

(9) 住民広報の実施

(10) 防護対策区域及び警戒区域の設定

(11) 伊方町を含む重点市町に対する屋内退避、避難等の指示

(12) 避難者の避難先調整及びその他の市町への避難者受入要請

(13) 被災者の救出・救護等の措置

(14) 自衛隊の災害派遣要請

(15) 医師会、日赤への救護班の派遣要請

(16) 防災業務従事者に対する原子力防災資機材の準備

(17) 緊急援護備蓄物資の供給

(18) 救援物資の調達、輸送

(19) 緊急被ばく医療措置の実施

(20) 安定ヨウ素剤の配布指示

(21) 被ばく者に対する除染

(22) 飲料水・飲食物の摂取制限等

(23) 被災地の警備、交通の確保及び規制

(24) 被災地の応急復旧

(25) 消防防災ヘリコプターによる緊急事態応急対策の実施

(26) その他必要な応急対策の実施

4 関係機関のとるべき措置

(1) 災害情報の県、町等に対する通報

(2) 救援隊の派遣、救助、資機材配布等の県に対する要請

(3) 県、町の要請に基づく救援の実施

(4) 県、町と一体となった緊急事態応急対策の実施

(5) その他必要な応急対策の実施

5 原子力事業者のとるべき措置

(1) 災害情報の国、県、町及び関係機関等に対する通報

(2) 発災施設の応急対策及び復旧

(3) 緊急時モニタリングの実施及び協力

(4) 緊急被ばく医療措置の実施及び協力

(5) 住民広報の実施

(6) その他、県、町及び関係機関等の行う緊急事態応急対策に対する全面的な協力
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第２節 町災害対策本部の設置

1 町災害対策本部の設置等の基準

町長は、原子力発電所にかかる防災対策については、次の判断基準に基づき、県と連携し、災害

対策本部設置の準備や設置を行う。

町災害対策本部設置等の判断基準

判断基準 本部の設置等 町の主な対応

ＥＡＬ（ＡＬ）

(1) 警戒事態が発生した

とき（別表1）

(2) その他町長が判断す

るとき

災害対策本部

の設置

①原子力規制委員会原子力事故現地警戒

本部との連携

②県との対策協議

③住民広報の実施

④立入調査の実施

⑤発電所周辺環境調査の実施

⑥防災関係機関への連絡

⑦平常時モニタリングの強化又は特定事

象時又は緊急時環境モニタリング準備

⑧その他必要な緊急事態応急対策

ＥＡＬ（ＳＥ）

(1) 施設敷地緊急事態が

発生したとき（別表

2）
※1 一部事象は、全面緊

急事態として対応

(2) その他町長が判断す

るとき

災害対策本部

の設置

①国の現地事故連絡会議への参画

②対策本部会議の開催

③県との対策協議

④住民広報の実施

⑤緊急時モニタリングの実施

⑥緊急被ばく医療措置の実施 ※

⑦その他必要な緊急事態応急対策

ＥＡＬ（ＧＥ）

(1) 全面緊急事態が発生

した時（別表3）

(2) その他町長が判断す

るとき

災害対策本部

の設置

①原子力災害合同対策協議会への参画

②災害対策本部会議の開催

③県との対策協議

④住民広報の実施

⑤緊急時モニタリングの実施

⑥緊急被ばく医療活動の実施

⑦避難の勧告・指示

⑧その他必要な緊急事態応急対策

※ ＥＡＬ（ＳＥ）に達しない場合においても、県災害医療対策部長が必要と認めた場合は県緊急被ばく医療本

部を設置し、緊急被ばく医療を実施するものとする。町においてもこれに準じる。
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別表1 警戒事態

警戒事態を判断するＥＡＬ

１ 敷地境界付近等の空間ガンマ線量率の上昇（AL01）

四国電力伊方発電所の事故により、放射性物質が外部に放出され、四国電力株式会社、愛媛県が設置し

ているモニタリングステーションまたはモニタリングポスト、もしくは山口県が設置しているモニタリン

グポストの空間ガンマ線量率が0.15μSv/hを超えたとき。

２ 原子炉停止機能の異常のおそれ（AL11）

原子炉の運転中に原子炉保護回路の1チャンネルから原子炉停止信号が発信され、その状態が一定時間

継続された場合において、当該原子炉停止信号が発信された原因を特定できないとき。

３ 原子炉冷却材の漏えい（AL21）

原子炉の運転中に保安規定で定められた数値を超える原子炉冷却材の漏えいが起こり、定められた時間

中に定められた措置を実施できないとき。

４ 蒸気発生器給水給水機能喪失のおそれ（AL24）

原子炉の運転中に蒸気発生器への全ての主給水が停止した場合において、電動補助給水ポンプ又はター

ビン動補助給水ポンプによる給水機能が喪失したとき。

５ 全交流電源喪失のおそれ（3号機）（AL25）

全交流電源喪失のおそれ（1,2号機）（AL26）

全ての非常用交流母線からの電気の供給が1系統のみとなった場合で、当該母線への電気の供給が1つの

電源のみとなり、その状態が15分以上継続すること、又は外部電源喪失が3時間以上継続したとき。

６ 停止中の原子炉冷却機能の一部喪失（AL29）

原子炉の停止中に1つの残留熱除去系ポンプの機能が喪失したとき。

７ 使用済燃料貯蔵層の冷却機能喪失のおそれ（AL30）

使用済燃料貯蔵層が一定の水位まで低下したとき。

８ 単一障壁の喪失または喪失可能性（AL42）

燃料被覆管障壁もしくは原子炉冷却系障壁が喪失したおそれがあるとき、又は、燃料被覆管障壁もしく

は原子炉冷却系障壁が喪失したとき。

９ 原子炉制御室他の機能喪失のおそれ（AL51）

原子炉制御室その他の箇所からの原子炉の運転や制御に影響を及ぼす可能性が生じたとき。

10 所内外通信連絡機能の一部喪失（AL52）

原子力事業所内の通信のための設備又は原子力事業所内と原子力事業所外との通信のための設備の一部

の機能が喪失したとき。

11 重要区域※での火災・溢水による安全機能の一部喪失のおそれ（AL53）

重要区域において、火災又は溢水が発生し、安全機器等の機能の一部が喪失したおそれがあるとき。

12 外的事象（自然災害）の発生

(1)大地震の発生

県内において、震度6弱以上の地震が発生した場合

(2) 大津波警報の発令

県内において、大津波警報が発令された場合

(3) その他

原子炉施設において、新規制基準で定める設計基準を超える外的事象が発生したとき（竜巻、洪水、台

風、火山等）

13 原子力規制委員会委員長又は委員長代行が警戒本部の設置を判断した場合

(1)オンサイト統括補佐が警戒事象と認める事象

オンサイト統括補佐が警戒を必要と認める原子炉施設の重要な故障等が発生したとき。

(2)その他外的事象の発生のおそれ

その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響をおよぼすおそれがあることを認知したと

き。

注．各項目中の（）内に記載している番号（AL01等）は、四国電力株式会社「伊方発電所原子力事業者防災業務

計画」に示すEAL NO.である。

※重要区域は、四国電力株式会社「伊方発電所原子力事業者防災業務計画」に示す区域である。



［伊方町防災計画 原子力災害対策編］ 第３章 緊急事態応急対策

56

別表2 施設敷地緊急事態

施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ

1 敷地境界付近等の放射線量率の上昇（SE01）
四国電力株式会社が設置しているモニタリングステーションまたはモニタリングポストが、以下の状態

に至ったとき。

ただし、落雷の影響による場合または格納容器排気筒ガスモニタ、補助建屋（家）排気筒ガスモニタお

よび原子炉または使用済燃料貯蔵槽に係るすべてのエリアモニタリング設備により、検知された数値に異

常が認められない場合は除く。

(1) 1または2地点以上において、5μSv/h以上を検出したとき。

(2) 1または2地点以上において、1μSv/h以上を検出した場合、中性子測定用可搬式測定器によって1μSv

/h以上を検出した放射線測定設備の周辺の中性子線量率を測定し、両者の合計が5μSv/h以上となった

とき。

または、愛媛県が設置しているモニタリングステーションまたはモニタリングポスト、もしくは山口県

が設置しているモニタリングポストが、発電所の異常に起因して上記の状態に至ったとき。

2 通常放出経路での気体放射性物質の放出（SE02）

以下に示す排気筒において「原子力災害対策特別措置法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事象等

に関する規則」（以下「通報事象等規則（原子炉施設）」という。）第5条第1項で定める基準以上の放射性

物質を検出したとき。

(1) 1号機補助建家排気筒

(2) 1号機格納容器排気筒

(3) 2号機補助建家排気筒

(4) 2号機格納容器排気筒

(5) 3号機補助建家排気筒

(6) 3号機格納容器排気筒

3 通常放出経路での液体放射性物質の放出（SE03）

放水口において、「通報事象等規則（原子力施設）」第５条第１項で定める基準以上の放射性物質を検出

される放射性液体廃棄物を放出したとき。

4 火災、爆発による放射線量の検出（SE04）

火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規

則」第2条第2項第4号に規定する管理区域の外の場所において、50μSv/h以上の放射線量率を検出したと

き。

または、火災、爆発その他これらに類する事象の状況により、放射線または放射能の測定が困難な場合

であって、その状況に鑑み上記の事象が発生する蓋然性が高くなったとき。

5 火災、爆発等による放射性物質の放出（SE05）

火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規

則」第2条第2項第4号に規定する管理区域の外の場所において、放射能水準が5μSv/hの放射線量率に相当

するものとして、「通報事象等規則（原子炉施設）」第6条第2項に定める基準以上の放射性物質が検出され

たとき。

または、火災、爆発その他これらに類する事象の状況により、放射線または放射能の測定が困難な場合

であって、その状況に鑑み上記の事象が発生する蓋然性が高くなったとき。

6 原子炉外での臨界事故のおそれ（SE06）

原子炉の運転等のための施設の内部（原子炉の内部を除く｡）において、核燃料物質の形状による管

理、質量による管理その他の方法による管理が損なわれる状態その他の臨界状態の発生の蓋然性が高い状

態になったとき。

7 原子炉冷却材漏えいによる非常用炉心冷却装置作動（SE21）

原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の作動を必要とする原子炉冷却材の漏えいが発生したとき。

8 蒸気発生器給水機能の喪失（SE24）

原子炉の運転中に蒸気発生器へのすべての給水機能が喪失したとき。

9 全交流電源の30分以上喪失（3号機）（SE25）

全ての交流母線からの電気の供給が停止し、かつ、その状態が30分以上継続したとき。

※ただし、新規制基準審査に係る五号使用前検査合格までは「SE26」を適用する。

10 全交流電源の5分以上喪失（1,2号機）（SE26）

全ての交流母線からの電気の供給が停止し、かつ、その状態が5分以上継続したとき。

11 直流電源の部分喪失（SE27）

非常用直流母線が一となった場合において、当該直流母線に電気を供給する電源が一となる状態が5分

以上継続したとき。

12 停止中の原子炉冷却機能の喪失（SE29）

原子炉の停止中に全ての残留熱除去系ポンプの機能が喪失したとき。
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13 使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失（SE30）

使用済燃料貯蔵槽の水位を維持できないことまたは当該貯蔵槽の水位を維持できていないおそれがある

場合において、当該貯蔵槽の水位を測定できないとき。

14 格納容器健全性喪失のおそれ（SE41）

原子炉格納容器内の圧力又は温度の上昇率が一定時間にわたって通常の運転及び停止中において想定さ

れる上昇率を超えたとき。

15 2つの障壁の喪失または喪失可能性（SE42）

燃料被覆管の障壁が喪失した場合において原子炉冷却系の障壁が喪失したおそれがあるとき、燃料被覆

管の障壁及び原子炉冷却系の障壁が喪失した恐れがあるとき、または、燃料被覆管の障壁もしくは原子炉

冷却系の障壁が喪失したおそれがある場合において、原子炉格納容器の障壁が喪失したとき。

16 原子炉格納容器圧力逃がし装置の使用（SE43）

炉心の損傷が発生していない場合において、炉心の損傷を防止するために原子炉格納容器圧力逃がし装

置を使用したとき。

17 原子炉制御室の一部の機能喪失・警報喪失（SE51）

原子炉制御室の環境が悪化し、原子炉の制御に支障が生じること、または原子炉もしくは使用済燃料貯

蔵槽に異常が発生した場合において、原子炉制御室に設置する原子炉施設の状態を表示する装置もしくは

原子炉施設の異常を表示する警報装置の機能の一部が喪失したとき。

18 所内外通信連絡機能の全ての喪失（SE52）

原子力事業所内の通信のための設備または原子力事業所内と原子力事業所外との通信のための設備の全

ての機能が喪失したとき。

19 火災・溢水による安全機能の一部喪失（SE53）

火災または溢水が発生し、安全機器等の機能の一部が喪失したとき。

20 防護装置の準備および一部実施が必要な事象発生（SE55）

その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすおそれがあること等、放射性物質ま

たは放射線が原子力事業所外へ放出され、または放出されるおそれがあり、原子力事業所周辺において、

緊急事態に備えた防護措置の準備及び防護措置の一部の実施を開始する必要がある事象が発生したとき。

21 特定事象にかかる緊急事態事象の発生（SE54）

注．各項目中の（）内に記載している番号（SE01等）は、四国電力株式会社「伊方発電所原子力事業者防災業務

計画」に示すEAL NO.である。
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1 敷地境界付近等の放射線量率の上昇（GE01）

四国電力株式会社が設置しているモニタリングステーションまたはモニタリングポストが、以下の状態

に至ったとき。

ただし、落雷の影響による場合または格納容器排気筒ガスモニタ、補助建屋（家）排気筒ガスモニタお

よび原子炉または使用済燃料貯蔵槽に係るすべてのエリアモニタリング設備により、検知された数値に異

常が認められない場合は除く。

(1) 1または2地点以上において、5μSv/h以上を検出したとき。

(2) 1または2地点以上において、1μSv/h以上を検出した場合、中性子測定用可搬式測定器によって1μSv

/h以上を検出した放射線測定設備の周辺の中性子線量率を測定し、両者の合計が5μSv/h以上となった

とき。

または愛媛県が設置しているモニタリングステーション又はモニタリングポスト、もしくは山口県が設

置しているモニタリングポストが、発電所の異常に起因して上記の状態に至ったとき。

ただし、これらの放射線量のいずれかが、2地点以上においてまたは10分間以上継続して検出した場合

に限る。

2 通常放出経路での気体放射性物質の放出（GE02）

以下に示す排気筒において「通報事象等規則（原子炉施設）」第12条第1項で定める基準以上の放射性物

質を検出したとき。

(1) 1号機補助建家排気筒

(2) 1号機格納容器排気筒

(3) 2号機補助建家排気筒

(4) 2号機格納容器排気筒

(5) 3号機補助建家排気筒

(6) 3号機格納容器排気筒

3 通常放出経路での液体放射性物質の放出（GE03）

放水口において、「通報事象等規則（原子炉施設）」第12条第1項で定める基準以上の放射性物質が検出

される液体廃棄物を放出したとき。

4 火災、爆発による放射線量の検出（GE04）

火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規

則」第2条第2項第4号に規定する管理区域の外の場所において、5ｍSv/h以上の放射線量率を検出したと

き。

または、火災、爆発その他これらに類する事象の状況により、放射線または放射能の測定が困難な場合

であって、その状況に鑑み上記の事象が発生する蓋然性が高くなったとき。

5 火災、爆発による放射性物質の異常放出（GE05）

火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規

則」第2条第2項第4号に規定する管理区域の外の場所において、500μSv/hの放射線量率に相当するものと

して、「通報事象等規則（原子炉施設）」第6条第2項に定める基準の100倍以上の放射性物質を検出したと

き。

または、火災、爆発その他これらに類する事象の状況により、放射線または放射能の測定が困難な場合

であって、その状況に鑑み上記の事象が発生する蓋然性が高くなったとき。

6 原子炉外での臨界事故（GE06）

原子炉の運転等のための施設の内部（原子炉本体の内部を除く。）において、核燃料物質が臨界状態

（原子核分裂の連鎖反応が継続している状態をいう。）になったとき。

7 原子炉停止の失敗または停止確認不能（GE11）

原子炉の非常停止が必要な場合において、制御棒の挿入により原子炉を停止することができないことま

たは停止したことを確認することができないとき。

8 原子炉冷却材漏えい時における非常用炉心冷却装置による注入不能（GE21）

原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の作動を必要とする原子炉冷却材の漏えいが発生した場合におい

て、すべての非常用炉心冷却装置による当該原子炉への注水ができないとき。

9 蒸気発生器給水機能喪失後の非常用炉心冷却装置注入不能（GE24）

原子炉の運転中に蒸気発生器へのすべての給水機能が喪失した場合において、すべての非常用炉心冷却

装置による当該原子炉への注水ができないとき。

10 全交流電源の1時間以上喪失（3号機）（GE25）

全ての交流母線からの電気の供給が停止し、かつ、その状態が1時間以上継続したとき。

※ただし、新規制基準審査に係る五号使用前検査合格までは「GE26」を適用する。

11 全交流電源の30分以上喪失（1,2号機）（GE26）

全ての交流母線からの電気の供給が停止し、かつ、その状態が30分以上継続したとき。
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12 全交流電源の5分以上喪失（GE27）

全ての交流母線からの電気の供給が停止し、かつ、その状態が5分以上継続したとき。

13 炉心損傷の検出（GE28）

炉心の損傷の発生を示す原子炉格納容器内の放射線量または原子炉容器内の出口温度を検知したとき。

14 停止中の原子炉冷却機能の完全喪失（GE29）

蒸気発生器の検査その他の目的で一時的に原子炉容器の水位を下げた状態で、当該原子炉から残留熱を

除去する機能が喪失し、かつ、燃料取替用水貯蔵槽からの注水ができないとき。

15 使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失・放射線放出（GE30）

使用済燃料貯蔵槽の水位が照射済燃料集合体の頂部から上方2メートルの水位まで低下したとき、また

は当該水位まで低下しているおそれがある場合において、当該貯蔵槽の水位を測定できないとき。

16 格納容器圧力の異常上昇（GE41）

原子炉格納容器内の圧力または温度が当該格納容器の設計上の最高使用圧力または最高使用温度に達し

たとき。

17 2つの障壁の喪失、1つの障壁の喪失可能性（GE42）

燃料被覆管の障壁及び原子炉冷却系の障壁が喪失した場合において、原子炉格納容器の障壁が喪失する

おそれがあるとき。

18 原子炉制御室の機能喪失・警報喪失（GE51）

原子炉制御室が使用できなくなることにより、原子炉制御室からの原子炉を停止する機能及び冷温停止

状態を維持する機能が喪失したときまたは原子炉施設に異常が発生した場合において、原子炉制御室に設

置する原子炉施設の状態を表示する装置もしくは原子炉施設の異常を表示する警報装置の全ての機能が喪

失したとき。

19 住民の避難を開始する必要がある事象発生（GE55）

その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に及ぼすこと等放射性物質又は放射線が異常な水準

で原子力事業所外へ放出され、または放出されるおそれがあり、原子力事業所周辺の住民の避難を開始す

る必要がある事象が発生したとき。

注．各項目中の（）内に記載している番号（GE01等）は、四国電力株式会社「伊方発電所原子力事業者防災業務

計画」に示すEAL NO.である。

2 原子力災害発生時の配備体制及び動員計画

(1) 配備体制

町は、原子力災害が発生し、又は発生するおそれがあるときは、応急対策を迅速かつ的確に実

施するため、状況に応じて次の配備体制をとるものとする。

原子力災害発生時における職員の配備体制

配備区分 配備基準 配備内容 配備要員

災害

対策

本部

設置

ＥＡＬ

（ＡＬ）
警戒事態

情報収集・連絡体制の構築、平常

時モニタリングの強化、要配慮者

の避難準備、警戒広報の実施、避

難経由所・一時集結所の開設準

備、安定ヨウ素剤緊急配布準備、

その他必要な災害応急対策を実施

する体制

左記の災害応急対策

業務に必要な人員

※災害応急業務の必

要にあわせて、順

次、配備人員を拡大

ＥＡＬ

（ＳＥ）

施設敷地緊急事

態

緊急時モニタリングの実施、要配

慮者の避難、避難経由所、一時集

結所の開設、住民広報等の強化、

一般住民の避難準備、要配慮者安

定ヨウ素剤緊急配布、その他必要

な災害応急対策を実施する体制

全職員

ＥＡＬ

（ＧＥ）
全面緊急事態

一般住民避難、安定ヨウ素剤緊急

配布、避難経路の確保、退域時検

査所設置等、その他必要な緊急事

態応急対策を実施する体制

全職員

(2) 職員等の動員計画、動員系統
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ア 町長は、配備要員及び参集のための連絡方法等を定めた動員計画及び行動マニュアルに従

い、職員を動員するものとする。

イ 関係職員は、勤務時間外において携帯電話等により登庁の連絡を受けた場合、直ちに登庁

し、配備体制につくものとする。また、テレビ、ラジオ等により災害の発生を覚知した場合

においても、直ちに自主的に登庁し、配備体制につくものとする。

その他の職員は、登庁の連絡を受けた場合に、直ちに登庁するものとする。

ウ 総務課は、必要に応じ、報道機関に対し関係職員の非常参集の放送を依頼するものとする。

(3) 勤務時間外における総務課、政策推進課職員の動員

ア 伊方発電所から災害通報を当直者が受信

イ 当直者は、直ちに総務課、総合政策課職員に連絡

連絡先 ：危機管理室長及び原子力政策室長（不在時の場合、総務課長及び総合政策課課

長）

連絡方法：電話

ウ 総務課、総合政策課職員は、携帯電話を常時携帯しておく。

エ 連絡を受けた職員は、動員計画に基づき、他の総務課、総合政策課職員に連絡を行うととも

に、直ちに参集する。

オ 参集した職員は、速やかに各関係機関への連絡、情報収集等を行う。

伊方町災害対策本部組織

○本庁

本 部 長

町 長

総

合

政

策

課

会

計

室

議
会
事
務
局

総

務

課

（

町

民

課

）

（

保

健

福

祉

課

）

消

防

団

消

防

本

部

（
上
下
水
道
課
）

農
業
委
員
会
事
務
局

産

業

建

設

課

教
育
委
員
会
事
務
局

副 本 部 長

総

務

部

町

民

部

保
健
福
祉
部

産
業
建
設
部

上
下
水
道
部

教

育

部

消

防

部

副 町 長

教 育 長
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○支所

支 所 長

（
地
域
住
民
室
）

（
公

民

館
）

（
消
防
本
部
・
消
防
団
）

一

般

行

政

部

教

育

部

消

防

部



［伊方町防災計画 原子力災害対策編］ 第３章 緊急事態応急対策

62

災害対策本部の業務

部 名

（担当課）

部 長

（ 副 部 長 ）
担当班

分 掌 事 務

＜原子力＞以下は原子力災害固有事務又は原子力災害単独

事務

総 務 部

（総務課）

（議会事務

局）

（会計室）

（総合政策

課）

総務課長

（会計管理

者）

総務班

（危機管理室）

広報通信班

（危機管理室）

輸送班

（総務管理室・

まちづくり戦略

室）

情報連絡班

（総務管理室・

財政管理室・ま

ち づ く り 戦 略

室 ・ 政 策 秘 書

室 ・ 人 権 対 策

室）

出納班

（会計室）

調査班

（ 原 子 力 政 策 室 ）

総務課

(1) 本部の庶務に関すること。

(2) 各部の総合連絡に関すること。

(3) 災害応急対策の立案、総合調整に関すること。

(4) 自衛隊の災害派遣要請に関すること。

(5) 被害調査の取りまとめ及び県への災害報告に関するこ

と。

(6) 職員の動員及び非常招集に関すること。

(7) 罹災証明書の発行に関すること。

(8) 備蓄品に関すること。

(9) その他他部の所管に属さないこと。

(10) 住民への情報伝達及び広報に関すること。

(11) 防災行政無線の運用等に関すること。

(12) 八西ＣＡＴＶとの連絡に関すること。

(13) 庁用車両の維持管理及び自動車の借上げに関するこ

と、又は輸送に関すること。

(14) 避難準備情報の提供、勧告・指示に関すること。

(15) 本部長の指示、命令を各部に伝達すること。

(16) 県、他市町及び関係各機関等への連絡調整並びに応

援要請に関すること。

議会事務局

(1) 議会との連絡調整に関すること。

財政総合政策課

(1) 地区の被害情報の収集に関すること。

(2) 被害写真・記録資料に関すること。

(3) 災害対策の予算措置に関すること。

(4) 他の部の応援に関すること。

会計室

(1) 災害対策用物品の出納に関すること。

政策推進総合政策課

(1) 報道機関に対する情報提供等に関すること。

＜原子力＞

総務班

(1) 退避・避難の勧告、指示又は解除に関すること。

(2) その他、他部の所管に属さないもの。

輸送班

(1) 住民の町内及び広域避難輸送に関すること。

(2) 食糧、緊急物資、資機材等の輸送に関すること。

調査班

(1) 原子力事業者との連絡調整に関すること。

(2) 原因調査並びに措置に関すること。

(3) 放射性物質による汚染状況等に関すること。

(4) モニタリング調査の実施協力に関すること。

＊状況に応じて部内外の他班の事務を支援する。

町 民 部

（町民課）

町民課長

（住民生活

室長）

町民班

（住民生活室）

（財務室）

町民課

(1) 人的被害及び住家被害の調査に関すること。

(2) 被害不明地域への被害調査班の派遣に関すること。

(3) 物資の一時集積場所における物資の仕分けに関するこ

と。
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部 名

（担当課）

部 長

（ 副 部 長 ）
担当班

分 掌 事 務

＜原子力＞以下は原子力災害固有事務又は原子力災害単独

事務

(4) 災害に伴う町税の減免等の措置に関すること。

(5) 遺体の処理及び埋火葬に関すること。

(6) ごみの収集処理及びし尿処理に関すること。

(7) 環境衛生関係施設の被害調査及び応急対策に関するこ

と。

(8) 防疫に関すること。

＜原子力＞

町民班

(1) 被災地住民登録に関すること。

(2) 防疫に関すること。

町民課長

（医療対策

室長）

医療救護班

（医療対策室）

（財務室）

町民課

(1) 医療、助産等に関すること。

(2) 救護班編成に関すること。

(3) 救護所の開設に関すること。

(4) 救護用医薬品及び衛生材料の確保対策に関すること。

＜原子力＞

医療救護班

(1) 被ばく者の医療措置に関すること。

(2) 医療機関との連絡調整に関すること。

(3) 被災者の救護並びに応急対策に関すること。

(4) 医薬品、衛生資機材に関すること。

(5) 退域時検査所設置、安定ヨウ素剤配布に関すること。

＊状況に応じて部内外の他班の事務を支援する。

保健福祉部

（保健福祉

課）

保健福祉課

長

（中央保健

センター所

長）

避難所運営班

（中央保健セン

ター・長寿介護

室）

保健福祉課

(1) 避難誘導に関すること。

(2) 避難所の開設に関すること。

(3) 住民からの問合せ、相談業務等に関すること。

(4) 被災者の応急救助に関すること。

(5) 食料及び生活必需品の配給に関すること。

(6) 防疫に関すること。

＜原子力＞

避難所運営班

(1) 一時集結所施設の設営運営に関すること。

(2) 避難経由所、広域避難所の設営運営に関すること。

(3) 避難住民の把握及び登録に関すること。

＊状況に応じて部内外の他班の事務を支援する。

（福祉課） 保健福祉課

長

（福祉対策

室長）

保育所班

（福祉対策室・

こども政策室）

保健福祉課

(1) 社会福祉施設の被害情報の収集及び応急復旧に関する

こと。

(2) 高齢者及び障害者の被災状況の把握に関すること。

(3) 日赤県支部、社会福祉協議会及び社会福祉協会との連

絡調整に関すること。

(4) 救援物資の受入れに関すること。

(5) ボランティア活動の支援及びボランティアニーズの把

握に関すること。

(6) 福祉避難所の開設に関すること。

(7) 保育園児の応急対策に関すること。

(8) 保育所の災害対策に関すること。

＜原子力＞

保育所班

(1) 保育所の原子力災害対策に関すること。

(2) 住民の町内及び広域避難輸送に関すること。

＊状況に応じて部内外の他班の事務を支援する。

産業建設部 産業建設課 産業班 産業建設課
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部 名

（担当課）

部 長

（ 副 部 長 ）
担当班

分 掌 事 務

＜原子力＞以下は原子力災害固有事務又は原子力災害単独

事務

（産業建設

課）

（農業委員

会事務局）

長

（農業委員

会 事 務 局

長）

（農林水産室）

誘導班

（観光商工室）

(1) 農林水産関係及び商工関係被害の調査及び取りまとめ

に関すること。

(2) 農林業施設及び水産業施設又は商工業施設の応急復旧

に関すること。

(3) 食料及び生活必需品の調達に関すること。

(4) 家畜伝染病予防対策に関すること。

(5) 農林畜水産関係の補助融資に関すること。

(6) 農業用肥料、飼料農薬の確保に関すること。

(7) 治山、治水応急対策に関すること。

(8) 観光客の安全確保及び被害調査並びに施設の復旧に関

すること。

＜原子力＞

産業班

(1) 農産物の採取、出荷の規制並びに流通対策に関するこ

と。

誘導班

(1) 輸送車両の誘導（避難経由所、一時集結所等）に関す

ること。

(2) 車両の駐停車場（避難経由所、一時集結所等）の確保

に関すること。

(3) 住民の町内及び広域避難輸送に関すること。

＊状況に応じて部内外の他班の事務を支援する。

産業建設課

長

（地域整備

室長）

運輸通信班

（地域整備室・

建設管理室）

産業建設課

(1) 道路、橋梁、河川、海岸、急傾斜地等危険箇所の被害

調査及び応急復旧に関すること。

(2) 土木応急復旧用資材の確保に関すること。

(3) 道路及び交通の確保に関すること。

(4) 土木・建築技術者及び従事者の確保に関すること。

(5) 障害物の除去に関すること。

(6) 応急仮設住宅の建設に関すること。

(7) 住宅の応急修理等に関すること。

＜原子力＞

運輸通信班

(1) ヘリコプター離着陸場、港湾等の確保に関すること。

(2) 緊急輸送（空、海）体制に関すること。

(3) 退域時検査所設置に関すること。

＊状況に応じて部内外の他班の事務を支援する。

上下水道部

（上下水道

課）

上下水道課

長

（上水道室

長）

水道班（上水道

室・下水道室）

上下水道課

(1) 飲料水の確保に関すること。

(2) 配給水管の被害調査及び応急復旧に関すること。

(3) 上下水道の衛生維持に関すること。

＜原子力＞

水道班

(1) 飲料水の供給及び規制に関すること。

(2) 住民の町内及び広域避難輸送に関すること。

＊状況に応じて部内外の他班の事務を支援する。

教 育 部

（教育委員

会事務局）

教育委員会

事務局長

（学校教育

室長）

学校班

（学校教育室）

（国体推進室）

給食班

（生涯学習室）

（国体推進室）

教育委員会事務局

(1) 学校教育施設の被災調査及び応急復旧に関すること。

(2) 被災児童生徒の救護及び避難誘導、支援に関するこ

と。

(3) 応急教育に関すること。

(4) 学用品及び教科書の調達・配分に関すること。

(5) 避難所設置の協力に関すること。

(6) 学校給食の確保に関すること。
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部 名

（担当課）

部 長

（ 副 部 長 ）
担当班

分 掌 事 務

＜原子力＞以下は原子力災害固有事務又は原子力災害単独

事務

(7) 社会教育施設等の被害調査及び応急復旧に関するこ

と。

(8) 文化財の災害予防及び被害調査に関すること。

(9) 炊き出し等による、被災者への飲食物供給に関するこ

と。

＜原子力＞

学校班

(1) 学校の原子力災害対策に関すること。

給食班

(1) 炊き出し等による、被災者への飲食物供給に関するこ

と。

(2) 行政移転の準備に関すること。

(3) ヘリコプター離着陸場、港湾等の確保に関すること。

＊状況に応じて部内外の他班の事務を支援する。

消 防 部

（八幡浜地

区施設事務

組合消防本

部、消防団

本部）

消防長

消防団長

警備班

誘導班

（第一分署・第

二分署）

八幡浜地区施設事務組合消防本部

第一分署、第二分署

(1) 被害状況等の情報の収集と伝達に関すること。

(2) 消火活動、水防活動及び救助活動に関すること。

(3) 地域住民等への避難の勧告又は指示の伝達に関する

こと。

(4) 火災予防の広報に関すること。

消防団本部

(1) 各分団との連絡調整、確認に関すること。

(2) 火災、水災の予防、警戒及び防御に関すること。

(3) 防災資機材の点検、整備に関すること。

(4) 被災者の救助、避難者の誘導に関すること。

(5) 行方不明者、死体の捜索・収容に関すること。

(6) 危険箇所の警戒巡視に関すること。

(7) 地域住民への避難勧告・指示等の伝達に関すること。

(8) 被災状況等の把握及び報告に関すること。

(9) 対策情報の伝達、連絡等に関すること。

＜原子力＞

八幡浜地区施設事務組合消防本部

第一分署 第二分署

(1) 退避及び避難等の誘導指示に関すること。

(2) 住民の避難輸送に関すること。

(3) 防災関係機関との連携、連絡、調整に関すること。

警備班（消防団本部）

(1) 退避及び避難等の誘導指示に関すること。

(2) 防災関係機関との連絡・調整に関すること。

誘導班（消防団分団長）

(1) 退避、避難等の誘導及び確認に関すること。

○支所

・一般行政部･･･支所で現地災害対策本部を設置する場合には、情報収集をして災害対策本部と連携する。

・教育部、消防部･･･災害対策本部の教育部、消防部の指示に従い、災害応急活動を実施する。
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異常発生時における連絡通報系統図

（注）休日、夜間の連絡経路

（1）発電所から原子力政策推進室主任及び危機管理室長へのFAX送信は自宅

情報連絡情報提供・収集

連絡

携帯電話

等

指示・伝達・

指導・助言
通報

連絡

連絡

緊急一斉通報（防災行政無線）①

一斉通報（防災行政無線）②

一斉通報（防災行政無線）③

連絡

指示

議
会
事
務
局
長

FAX・

携帯電話等

FAX・

携帯電話等

FAXのみ

休日・夜間

休日・夜間

伊
方
発
電
所

町 長

伊 方 町

災害対策本部

町 議 会

（ 議 長 ）

住

民

総 合 政 策 課 長

原子力政策室長

原子力政策室主任

総 務 課 長

危 機 管 理 室 長

（ 役 場 本 庁 ）

管 理 人

日 直 者

情 報 連 絡 員 環境監視委員会

自 主 防 災 組 織

町 内 関 係 機 関

国（原子力規制委員会）

県 （ 災 害 対 策 本 部 ）

関 係 機 関

オ フ サ イ ト セ ン タ ー
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第３節 各機関の活動体制

原子力災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に、町、国、県、防災関係機関及び原子力事

業者は、速やかにそれぞれの災害対策本部等組織の編成、要員の確保を行い、初動体制を確立すると

ともに、緊密な連携を図りつつ災害の発生を防御し、又は応急的救助を行うなど災害の拡大を防止す

るための活動体制を整備するものとする。

1 ＥＡＬ（ＡＬ）（警戒事態発生）時の活動体制

(1) 原子力事業者の活動体制

原子力事業者は、警戒事象発生の通報を行った場合、速やかに職員の非常参集、非常体制の確

立や応急対策の実施に必要な体制をとものとする。

(2) 県の活動体制

ア 県災害警戒本部の設置

防災安全統括部長は、警戒事象の発生などＥＡＬ（ＡＬ）に至ったと判断された場合、県

災害警戒本部を県庁に設置するほか、必要に応じて現地災害警戒本部をオフサイトセンター

（状況により八幡浜支局等）に設置し、県（現地）災害警戒本部会議を開催し、重要な応急

対策について協議するものとする。

イ 関係課長会議の開催

防災危機管理課長は、ＥＡＬ（ＡＬ）に至った場合、速やかに職員の非常参集を行うとと

もに、直ちに関係課長会議を開催し、当面の応急対策活動等について協議するものとする。

ウ 現地関係課長会議の開催

南予地方局八幡浜支局総務県民室長は、速やかに職員の非常参集を行うとともに、直ちに

南予地方局八幡浜支局（以下「八幡浜支局」という。）において現地関係課長会議を開催

し、当面の応急対策活動等について協議するものとする。

エ オフサイトセンターの設営準備への協力

県は、ＥＡＬ（ＡＬ）に至った場合、直ちにオフサイトセンターの設営準備への協力を行

うものとする。

オ 愛媛県モニタリング本部の設置

県は、警戒事態に至った際には、速やかに愛媛県モニタリング本部を原子力センターに設

置し、平常時モニタリングの強化を含めた緊急時モニタリングの準備を行う。

(3) 町の活動体制

町長は、警戒事象の通報がなされた場合、速やかに災害対策本部を設置し、職員の非常参集を

行うとともに、情報収集連絡体制や当面の応急対策活動の実施に必要な体制を整備するものとす

る。また、町は、愛媛県モニタリング本部への職員の派遣を実施する。

2 ＥＡＬ（ＳＥ）（施設敷地緊急事態発生）時の活動体制

(1) 原子力事業者の活動体制

ア 原子力事業者は、施設敷地緊急事象発生の通報を行った場合、速やかに、職員の非常参集、
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情報収集連絡体制の確立、事故対策本部の設置、緊急時対策所及び原子力施設事態即応セン

ターの立ち上げ等、必要な体制をとるものとする。

イ 原子力事業者は、県の災害対策本部等に職員を派遣するなどにより、県、関係機関等との間

において緊密な連携の確保に努めるものとする。

ウ 原子力事業者は、施設敷地緊急事象発生の通報を行った場合、緊急事態応急対策のための原

子力レスキュー部隊の招集を行うものとする。

エ 原子力事業者は、事態に応じ、後方支援拠点を設置し、また，原子力レスキュー部隊を派遣

しオンサイト対応に当たらせるものとする。

さらに、必要に応じてプラントメーカー、建設業者等と連携し、オンサイト対応を行うも

のとする。

(2) 国の活動体制

ア 原子力防災専門官の対応

施設敷地緊急事象発生の通報がなされた場合、原子力防災専門官は、国の専門職員が到着

するまでの間、実質的な現地における国の責任者として、必要な情報の収集、県、町等の応

急対策に対する助言、その他原子力災害の発生又は拡大の防止に必要な業務を行う。

イ 関係省庁事故対策連絡会議の開催

施設敷地緊急事象発生の通報がなされた場合、国は当該施設敷地緊急事態に関する情報の

確認、共有化、応急対策の準備の調整等を行うため、関係省庁事故対策連絡会議を開催す

る。

ウ 現地事故対策連絡会議の開催

国は、原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同現地対策本部を設置し、現地に派遣した

職員相互の連絡調整を行うため、必要に応じ、職員をオフサイトセンターに集合させ、現地

事故対策連絡会議を開催する。

現地事故対策連絡会議の運営については、国が定める「オフサイトセンター運営要領」に

よるものとする。

エ 緊急時モニタリングセンターの設置

施設敷地緊急事態に至った際には、国は、オフサイトセンター及び愛媛県原子力センター

等に緊急時モニタリングセンターを設置し、必要に応じた要員数等の調整を開始するととも

に、緊急時モニタリングを速やかに開始する。

(3) 県の活動体制

ア 災害対策本部の設置

施設敷地緊急事象の発生などＥＡＬ（ＳＥ）に至ったと判断された場合、知事は、国と密

接な連携を図りつつ、必要な応急対策活動等を実施するため、災害対策本部を設置し、国に

連絡するものとする。

イ 災害対策本部会議の開催

災害対策本部長は、必要に応じて、災害対策本部会議を開催し、当面の応急対策活動等に

ついて協議するものとする。

ウ 現地災害対策本部の設置

ＥＡＬ（ＳＥ）に至った場合、災害の現地において緊急に統一的な防災活動を実施するた
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め、災害対策本部長の命により、現地災害対策本部をオフサイトセンター（状況により八幡

浜支局）に設置する。

現地災害対策本部長は、本部長が指名する。

エ 現地災害対策本部の応援体制

中予地方局及び南予地方局は、現地災害対策本部の応援にあたるものとする。

オ 東予地方局の応援体制

東予地方局(今治支局含む)は、災害対策本部統括司令部の指示に従い、本部並びに現地災

害対策本部の応援にあたるものとする。

カ 国との連携

原子力防災専門官との連携を密にし、県等の行う応急対策に対する助言、指導を求めると

ともに、必要に応じて国に対し専門家等の派遣を要請する。

また、国が現地事故対策連絡会議を設置した場合には、「オフサイトセンター運営要領」

に定める職員を派遣し、緊急事態応急対策等の連絡調整を行うものとする。

キ 原子力事業者等に対する応援要請

必要に応じて、原子力事業者及び他の原子力発電所立地等道府県に対し、装備、資機材、

人員等の応援を求めるものとする。また、要請を受けた原子力事業者、原子力発電所立地道

府県は、速やかに応援体制を整えるものとする。

ク 緊急時モニタリングセンターへの参画

愛媛県モニタリング本部は、緊急時モニタリングセンター設置時に緊急時モニタリングセ

ンターに再編されるものとし、緊急時モニタリングセンターの構成員として、緊急時モニタ

リングを実施する。

(4) 町の活動体制

町長は、施設敷地緊急事象の通報がなされた場合、全職員を招集し、警戒体制又は応急対策等

の実施に必要な体制をとるものとする。また、緊急時モニタリングセンターの構成員として、職

員の派遣を実施する。

(5) 防災関係機関の活動体制

防災関係機関の長は、施設敷地緊急事象の通報がなされた場合、必要な応急対策を実施するた

め、速やかに、職員の非常参集、情報収集連絡体制の確立等、必要な体制をとるものとする。

3 ＥＡＬ（ＧＥ）（全面緊急事態発生）時の活動体制

(1) 国の活動体制

ア 原子力災害対策本部の設置

国は、全面緊急事態に至ったことにより、原災法第15条に基づき、原子力緊急事態が発生

していると認める場合、速やかに原子力緊急事態宣言を発出するとともに、内閣総理大臣を

本部長とする原子力災害対策本部を設置する。

イ 原子力災害現地対策本部の設置

国は、原子力災害対策本部の事務の一部を行う組織として、原子力災害対策本部長の定め

るところにより、オフサイトセンターに内閣府副大臣（又は内閣府大臣政務官）を長とする

原子力現地対策本部を設置する。
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(2) 原子力災害合同対策協議会の設置

ア 国の現地対策本部並びに県及び町の災害対策本部（又は現地災害対策本部）は、それぞれが

実施する緊急事態応急対策について相互に協力するため、オフサイトセンターにおいて原子

力災害合同対策協議会を組織するものとする。

イ 原子力災害合同対策協議会は、住民避難等の最重要事項の調整と、関係者の情報共有を目的

とする「全体会議」により運営されるものとする。

ウ 全体会議は、国の現地対策本部長、県及び町の災害対策本部長、関係機関の代表者及び原子

力事業者の代表者又はこれらの者から委任を受けた者等により構成されるものとし、国の現

地対策本部長が主導的に運営するものとする。

エ 原子力災害合同対策協議会の構成員、運営方法、緊急事態応急対策を実施する際の役割分担

等については、あらかじめ、国、県、町、関係機関及び原子力事業者が協議して「オフサイ

トセンター運営要領」に定めておくものとする。

オ 原子力災害合同対策協議会の会合においては、必要に応じ、原子力規制委員会、放射線医学

総合研究所、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構等の専門家を出席させ、その知見を

十分に活用するよう努める。

カ 原子力緊急事態宣言発出後における現地の情報の収集は、情報収集ルートが錯綜することを

避ける観点から、原則として原子力災害合同対策協議会に一元化するものとし、現地におけ

る報道機関への発表についても、対策拠点とは区切られた現地のプレスセンターにおいて原

子力災害合同対策協議会が一元的に行うものとする。

(3) オフサイトセンターにおける機能グループ活動

国の現地対策本部は、オフサイトセンターにおいて、県現地災害対策本部、町災害対策本部、

原子力事業者等とともに、情報収集等のため、機能別に分けたグループにそれぞれ職員を配置す

ることにより、常時継続的に必要な情報を共有するとともに、原子力災害合同対策協議会への報

告及び決定事項の関係機関への連絡、実施等を行うこととする。

なお、機能グループの役割については以下のとおりとし、構成員等その運営については、国が

定める「オフサイトセンター運営要領」によるものとする。

オフサイトセンターにおける機能グループの役割

班 機 能 役 割

総括班 総合調整 ・オフサイトセンターの運営・管理

・協議会の運営

・班間連絡・調整

・国本部、県、町本部等との連絡調整

広報班 住民への広報

報道機関対応

・住民からの問い合わせの等への対応

・国本部、県、市町本部等への情報共有

・報道機関への対応 等

プラントチーム 事故状況把握

進展予測

・プラント情報収集

・事故情報の把握および進展予測 等

放射線班 緊急時モニタリング結果の

収集・整理、放射線影響予

測

・国本部及び緊急時モニタリングセンター等との情報共

有、調整

・除染及び汚染廃棄物処理等の調整 等

医療班 被災者の医療活動の ・被災者の医療活動の調整



［伊方町防災計画 原子力災害対策編］ 第３章 緊急事態応急対策

71

班 機 能 役 割

把握・調整 ・スクリーニング、除染、緊急被ばく医療に関する情報

収集

・緊急被ばく医療に係る基準の策定、実施に係る調査

等

住民安全班 被災者の援助及び社会秩序

の維持活動の把握・調整

・避難指示、区域設定・管理に係る調整

・住民避難状況に係る情報収集

・輸送に係る調整 等

実動対処班 省庁、官邸との連絡調整 ・実動省庁又は官邸実動対処班等との連絡・調整

等

運営支援班 オフサイトセンターの管理 ・参集者の食料等の確保

・オフサイトセンターの環境整備

・各種通信回線の確保 等

(4) 町の活動体制

ア 災害対策本部の体制

原子力緊急事態宣言が発出された場合、町長は、国・県と密接な連携を図りつつ、災害対

策本部を設置し、必要な緊急事態応急対策を実施するものとする。

また、災害対策本部の設置体制を維持し、必要な緊急事態応急対策を実施するものとす

る。ただし、機能チームが活動を開始した場合、それ以前に県現地災害対策本部等が行って

いた事務の一部は、機能チームに引き継ぐものとする。

イ 原子力災害合同対策協議会への職員派遣

町は、オフサイトセンターにおいて、合同対策協議会の組織とともに設置される機能チー

ムに「オフサイトセンター運営要領」に定める要員を派遣し、事故状況の把握、モニタリン

グ情報の把握、医療関係情報の把握、住民避難・屋内退避の状況の把握等の活動に従事させ

るものとする。

オフサイトセンターに派遣する職員の担当区分

班 名 機 能 担当部署

総括班 総合調整 総務部

広報班 住民への広報

報道機関対応

町民部

プラント班 事故状況把握

進展予測

放射線班 放射線影響評価・予測

医療班 被災者の医療活動の

把握・調整

保健福祉部

住民安全班 被災者の援助及び社会秩序の維持活動

の把握・調整

産業建設部

実動対処班 省庁、官邸との連絡調整

運営支援班 オフサイトセンターの管理 教育部

このほか、オフサイトセンター及び現地災害対策本部に以下の職員を派遣し、必要な役割に

従事させるものとする。
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オフサイトセンター、現地災害対策本部に派遣する職員の役割

担 当 担当部署 役 割

現地災害対策本部要員 総務部 ・現地災害対策本部で必要な地域情報の提供

・状況の把握、機能班への伝達

・町災害対策本部との連携、情報伝達

連絡員 総務部 ・町災害対策本部、オフサイトセンター機能班、

現地災害対策本部との連絡
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第４節 情報活動

関係各機関は、自己の所掌する事務又は業務に関して、積極的に自らの職員を動員し、又は関係機

関の協力を得て、緊急事態応急対策活動を実施するために必要な情報及び被害状況等の情報を収集す

るとともに、速やかに関係機関に伝達を行うものとする。

1 ＥＡＬ（ＡＬ）（警戒事態発生）時の情報連絡

(1) 警戒事態発生情報の連絡

ア 原子力防災管理者は、警戒事象発生後又は発生の通報を受けた場合、直ちに、国（原子力規

制委員会、松山・宇和島海上保安部）、県、町、警察本部、重点市町を管轄する八幡浜警察

署、大洲警察署、西予警察署、伊予警察署、宇和島警察署（以下、関係警察署という。）、関

係消防機関、原子力防災専門官等に同時に文書を送信するものとする。

さらに主要な機関等に対しては、その着信を確認する。

イ 県は、原子力事業者から通報がない状態において、県が設置しているモニタリングポストに

おいて警戒事象発生の通報を行うべき数値を検出した場合は、原子力事業者に施設の状況の

確認を行うよう指示し、原子力事業者はその結果を県等に連絡するものとする。ただし、降

水による自然放射線の上昇及び落雷の影響による場合を除く。

ウ 原子力事業者から通報を受けた県は、直ちに内閣府、原子力規制委員会、消防庁、松山・宇

和島海上保安部、自衛隊、警察本部、町及び原子力防災専門官等に連絡し、通報連絡内容を

相互確認する。

エ 国（原子力規制委員会）は、警戒事態に該当する自然災害を認知したとき又は原子力事業者

等により報告された事象が警戒事態に該当すると判断した場合には、警戒事態の発生及びそ

の後の状況について、関係省庁及び関係地方公共団体に対して情報提供を行う。また、国

（内閣府）は、県及び伊方町に対しては、施設敷地緊急事態要避難者の避難準備（避難先、

輸送手段の確保等）を行うよう要請するほか、その他の市町に対しては、施設敷地緊急事態

要避難者の避難準備（避難先、輸送手段の確保等）に協力するよう要請する。

オ 県は、事故の影響が発電所周辺に及び、又は及ぶおそれがあると判断した場合には、その他

の市町及び関係機関等に通報連絡することとする。

(2) 警戒事態発生後の被害情報等の連絡

ア 原子力事業者は、国（官邸（内閣官房）、原子力規制委員会、松山・宇和島海上保安部、

県、町、警察本部、関係警察署、関係消防機関、原子力防災専門官等に、施設の状況、原子

力事業者の応急対策活動の状況及び被害の状況等を、定期的に文書により連絡するものとす

る。

イ 県は、町、関係機関との間において、原子力事業者及び国から通報・連絡を受けた事項等を

随時連絡するなど、連絡を密にするものとする。

ウ 町は、当面とるべき措置等について県の指示を受けるとともに、必要に応じて、八幡浜警察

署、松山・宇和島海上保安部、八幡浜地区施設事務組合消防本部に対し、通報連絡をするも

のとする。
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2 ＥＡＬ（ＳＥ）（施設敷地緊急事態発生）時の応急対策活動情報、被害情報等の連絡

(1) 施設敷地緊急事態発生情報の連絡

ア 原子力防災管理者は、施設敷地緊急事象発生後又は発見の通報を受けた場合、直ちに、国

（内閣官房、原子力規制委員会、内閣府、国土交通省、松山・宇和島海上保安部）、県、

町、警察本部、関係警察署、関係消防機関、原子力防災専門官等に同時に文書を送信する。

さらに、主要な機関等に対しては、その着信を確認するものとする。

イ 県は、原子力防災管理者から通報がない状態において、県が設置しているモニタリングポス

トにおいて施設敷地緊急事象発生の通報を行うべき数値の検出を発見した場合は、原子力防

災専門官に連絡するものとする。ただし、落雷の影響による場合を除く。

連絡を受けた原子力防災専門官は、直ちに原子力保安検査官と連携を図りつつ、原子力事

業者に施設の状況を確認するよう指示し、その結果を国、県、町に連絡するものとする。

ウ 国（原子力規制委員会）は、通報を受けた事象について、原子力緊急事態宣言を発出すべき

か否かの判断を直ちに行い、事象の概要、事象の今後の進展の見通し等事故情報について

県、県警察本部、町に連絡するとともに、公衆に周知する。

エ 国（内閣府）は、県及び伊方町に対しては、施設敷地緊急事態要避難者の避難実施、施設敷

地緊急事態要避難者以外の住民の避難準備（避難先、輸送手段の確保等）を行うよう、伊方

町以外の重点市町に対しては、屋内退避の準備を行うよう、その他の市町に対しては、避難

した施設敷地緊急事態要避難者の受入れ及び施設敷地緊急事態要避難者以外の住民の避難準

備（避難先、輸送手段の確保等）に協力するよう、要請する。

オ 原子力保安検査官は、施設敷地緊急事象発生後、直ちに現場の状況等を確認して、その結果

について速やかに原子力防災専門官へ連絡し、また原子力防災専門官は、収集した情報を整

理して国、県、町に連絡する。

カ 県は、原子力事業者及び国から通報・連絡を受けた事項について、町、その他の市町及び関

係機関に連絡するものとする。

キ 町は、県、関係機関との間において、原子力事業者及び国から通報・連絡を受けた事項、

各々が行う応急対策活動の状況等を随時連絡するなど、相互の連絡を密にするものとする。

(2) 施設敷地緊急事態発生後の応急対策活動情報、被害情報等の連絡

ア 原子力事業者は、国（内閣官房、原子力規制委員会、内閣府、国土交通省、松山・宇和島海

上保安部）、県、町、警察本部、関係警察署、関係消防機関、原子力防災専門官等に、施設

の状況、原子力事業者の応急対策活動の状況及び事故対策本部設置の状況、被害の状況等

を、定期的に文書により連絡するものとする。さらに、国の関係省庁事故対策連絡会議及び

現地事故対策連絡会議に連絡するものとする。

イ 国は、原子力防災専門官に対し、現地における情報の収集、原子力事業者、県、町、現地事

故対策連絡会議等との間において、連絡・調整等を行うよう指示するなど現地との緊密な連

携の確保に努めるとともに、県及び町等との間において、原子力事業者から連絡を受けた事

項、自ら行う応急対策活動の状況等を随時連絡する。

ウ 県は、町、関係機関との間において、原子力事業者及び国から通報連絡を受けた事項、各々

が行う応急対策活動の状況等を随時連絡するなど、相互の連絡を密にするものとする。
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エ 町、県、関係機関、原子力事業者等は、国の関係省庁事故対策連絡会議、現地事故対策連絡

会議との連携を密にするものとする。

3 ＥＡＬ（ＧＥ）（全面緊急事態発生）時の情報連絡

(1) 緊急事態宣言発出情報の連絡

国は、全面緊急事態が発生していると認める場合、原子力緊急事態宣言を発出し、県、緊急事

態応急対策実施区域に係る町等に対し、屋内退避又は避難に関する指示などの緊急事態応急対策

に関する事項を指示する。

(2) 原子力緊急事態宣言発出後の応急対策活動情報、災害情報の連絡

ア 国の現地対策本部、県及び町の災害対策本部、関係機関、原子力事業者等は、オフサイトセ

ンターにおいて、施設の状況の把握、モニタリング情報の把握、医療関係情報の把握、住民

避難・屋内退避状況の把握等の機能別に分けたグループにそれぞれ職員を配置することによ

り、常時継続的に必要な情報を共有するとともに、各々が行う緊急事態応急対策について必

要な調整を行うものとする。

イ 各機関は、オフサイトセンターに派遣した職員に対し、各々が行う緊急事態応急対策活動の

状況、被害の状況等に関する情報を随時連絡するものとする。

ウ 原子力防災専門官は、オフサイトセンターにおいて、必要な情報の収集を行うとともに、

県、町、関係機関、原子力事業者等の間の連絡調整等を引き続き行う。
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第５節 通信連絡

原子力災害が発生し、又は発生のおそれがある場合、原子力発電所における事故情報、国、県、

町、その他の市町、関係機関相互及び住民との間における情報、その他緊急事態応急対策に必要な指

示、命令等の受伝達を迅速かつ的確に実施するとともに、通信施設を適切に利用して通信連絡体制の

万全を図るものとする。

1 原子力災害時における関係機関相互間の通信連絡

(1) 通信連絡系統

原子力災害時における国、県、町、その他の市町、関係機関、原子力事業者の相互間の通信連

絡系統は次の系統図によるものとする。
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災害時における通信連絡系統図

気象庁総務部企画課 松山地方気象台

内閣官房（内閣情報調査室）
内閣官房（内閣官房副長官補付）

四 国 経 済 産 業 局

資源エネルギー環境部

資源エネルギー環境課

厚生労働省大臣官房総務課
海 上 自 衛 隊

呉 地 方 総 監 部

農林水産省大臣官房

食糧安全保障課

海上保安庁警備救難部

環 境 防 災 課

第 六 管 区

海上保安本部

松山・宇和島

海上保安部

重 点 市 町
警察庁警備局警備課

防衛省運用局運用課
愛 媛 県 警 察 本 部

関係警察署

国土交通省 海事局検査測度課

（事象発生場所が海上の場合）

国土交通省 自動車局環境政策課

（事象発生場所が陸上の場合）

陸 上 自 衛 隊

第 14 旅 団 等

（第14特科隊）

四国電力株式会社

伊方発電所
その他市町

その他関係機関文 部 科 学 省

研究振興局振興企画課

研究開発局原子力課

関係消防機関

消 防 庁 特 殊 災 害 室

山口県
原子力規制庁

災害対策本部

内閣府（政策統括官付）

愛 媛 県

大分県

放送機関 愛媛県医師会
日本赤十字社
愛媛県支部

四国電力株式会社

原子力規制委員会

伊方原子力規制事務所

原子力防災専門官
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(2) 通信連絡手段

ア 専用通信設備・専用通信回線の使用

災害情報の伝達、報告等原子力災害時における通信連絡については、一般加入電話の輻輳

を考慮し、専用通信設備・専用通信回線を有する機関相互の通信連絡において、専用通信設

備・専用通信回線を優先して使用するものとする。

イ 衛星通信回線・衛星携帯電話の利用

一般加入電話の輻輳を考慮し、あらかじめ配備している衛星通信回線・衛星携帯電話の活

用を図るものとする。

ウ 公衆通信設備の優先利用

災害対策関係機関は、原子力災害時において一般加入電話の輻輳を考慮し、あらかじめ指

定している災害時優先電話の活用を図るものとする。

2 原子力災害時における住民等への指示

(1) 通信連絡系統

原子力災害時における緊急事態応急対策において住民等が実施すべき事項の住民等に対する指

示系統は、次の指示系統図によるものとする。

指示にあたっては、県災害対策本部又は原子力災害合同対策協議会において指示内容の統一・

徹底を図り、住民が心理的動揺、混乱を起こさないよう十分留意するとともに、要配慮者及び一

時滞在者に配慮した方法で実施するものとする。

(2) 住民等への指示手段

各機関は、緊急事態応急対策等のための必要な措置の指示、命令等について、住民等に対し指

示する必要がある場合には、次の方法等あらゆる通報手段をもって、的確かつ迅速に指示するも

のとする。

ア 町

(ｱ) 防災行政無線（同報系）

(ｲ) 広報車

(ｳ) 町ホームページ

(ｴ) 拡声器

(ｵ) 緊急速報メールサービス

(ｶ) その他

イ 県

(ｱ) 広報車、消防防災ヘリコプター

(ｲ) ラジオ、テレビ、ＣＡＴＶ、インターネット、県防災メール、コミュニティＦＭ、ソー

シャルメディア、ワンセグ放送

(ｳ) その他

ウ 県警察

(ｱ) 広報車、ヘリコプター

(ｲ) その他

エ 関係消防機関
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(ｱ) 広報車

(ｲ) 拡声器

(ｳ) その他

オ 原子力事業者

(ｱ) 広報車

(ｲ) その他

(3) 船舶等への指示伝達手段

各機関は、災害対策本部等で決定した緊急事態応急対策等のための必要な措置の指示、命令等

について、船舶等に対し指示する必要がある場合には、次の方法等あらゆる通報手段をもって、

的確かつ迅速に指示するものとする。

ア 県

(ｱ)船舶

(ｲ)海岸局からの漁業無線による非常通信（非常通信協議会経由）

(ｳ)その他

イ 県警察

(ｱ)船舶

(ｲ)その他

ウ 第六管区海上保安本部

(ｱ)巡視船艇、航空機

(ｲ)その他
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原子力災害時における住民等に対する指示系統図

指示 [広報車、ヘリコプター、船舶]

指示

指示

指示

指示

要請

情報伝達

報
告

要請

指
示

指示 [航空機]

指示 [巡視船艇]

指示 [緊急放送]

指示 [船舶]

指示 [緊急放送]

指示 [広報車、

ヘリコプター、船舶]

指示 [広報車・拡声器他]

指示 [広報車]

指示 [町防災行政無線同報系

広報車・拡声器 他]

要請

指示 [漁業無線]

伊方町

原子力事業者

関係消防機関

県警察本部

放送機関

松山・宇和島

海上保安部

第六管区

海上保安本部

海岸局非常通信協議会

県災害対策本部

住

民

等

船

舶

等
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第６節 広報・広聴活動

町、県、国、関係機関及び原子力事業者等は、相互の連携を密にして、住民等のニーズに応じた適

切かつ迅速な広報を行う。

広報活動は、県が主体となり、原則として原子力災害合同対策協議会又は県災害対策本部の場を通

じて十分に内容を確認した上で広報責任者が実施するものとする。

また、流言、飛語等による社会的混乱を防止し、民心の安定を図るとともに、被災地の住民等の適

切な判断と行動を助け、住民等の安全を確保するためには，正確かつ分かりやすい情報の速やかな公

表と伝達に努め、住民等から、問合せ、要望、意見などに、適切に対応するものとする。

1 町の活動

(1) 広報事項

町は、県災害対策本部及び原子力災害合同対策協議会と連携して、住民生活に密接に関係ある

事項について、広報文の短文化や広報マニュアルを作成するなど、的確かつ分かりやすい情報を

中心に迅速な広報を行う。主な広報事項は、次のとおりである。

ア 災害対策本部の設置

イ 事故・災害・モニタリング等の概況

ウ 緊急事態応急対策の実施状況

エ 緊急事態応急対策において住民等が実施すべき事項

オ 避難・退避等の指示、避難場所・避難所の指示

カ 食料及び生活必需品の供給に関する事項

キ 医療救護所の開設状況

ク 被災者等の安否情報

ケ 不安解消のための住民等に対する呼びかけ

コ 自主防災組織に対する活動実施要請

サ その他必要な事項

(2) 広報実施方法

町は、保有する広報媒体を利用して、有効、適切と認められる方法により広報を行う。なお、

その際、民心の安定、要配慮者及び一時滞在者に配慮した伝達を行うものとする。

ア 防災行政無線（同報系）、有線放送等による広報

イ 広報車による広報

ウ 報道機関を通しての広報

エ 広報紙の掲示、配布

オ 避難所への広報班の派遣

カ 自主防災組織を通じての連絡

キ 総合案内所、相談所の開設

ク 緊急速報メールサービス

ケ 町ホームページへの掲載
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(3) 報道機関等への広報要請

町は、報道機関等への協力が必要と判断した場合、県を通じて広報要請を行う。

2 住民等が必要な情報を入手する方法

住民等は、次の方法等により、各人がそれぞれ正しい情報を正確に把握し、適切な行動及び防災

活動を行うよう努める。

(1) ラジオ、テレビ、ＣＡＴＶ、インターネット、県防災メール、コミュニティＦＭ、

県災害対策本部長の放送要請事項、災害情報、交通機関運行状況等

(2) 防災行政無線（同報系）、有線放送、広報車、ヘリコプター、船舶

町災害対策本部からの指示、指導、救助措置等

(3) 自主防災組織を通じての連絡

町災害対策本部からの指示、指導、救助措置等

3 広聴活動

町は、被災住民、関係者等からの問合せ、相談、要望、苦情等に対応し、適切な応急対策を推進

するため、相談窓口等を開設する。

また、事故の状況に応じ、県職員の派遣要請を行い、民生の安定に努めるものとする。

さらに、町及び県は、被災者の安否について住民等から照会があったときは、被災者等の権利利

益を不当に侵害することのないように配慮しつつ、消防、救助等人命に関わるような災害発生直後

の緊急性の高い応急措置に支障を及ぼさない範囲で、可能な限り安否情報を回答するよう努めるも

のとする。この場合において、町及び県は、安否情報の適切な提供のために必要と認めるときは、

他市町、関係周辺都道府県、消防機関、都道府県警察等と協力して、被災者に関する情報の収集に

努めることとする。なお、被災者の中に、配偶者からの暴力等を受け加害者から追跡されて危害を

受ける恐れがあるもの等が含まれる場合には、その加害者等に居所が知られることのないよう当該

被害者の個人情報の管理を徹底するよう努めるものとする。

4 県の活動

(1) 広報事項

災害の規模、態様に応じて、次の事項を主として広報を実施する。

ア 災害対策本部の設置

イ 事故・災害等の概況

ウ 緊急事態応急対策の実施状況

エ 緊急事態応急対策において住民等が実施すべき事項

オ 流言飛語防止等の住民等への呼びかけ

カ 自主防災組織に対する活動実施要請

キ 不足物資やボランティア募集情報等の受援情報の県外発信

ク その他必要な事項

(2) 広報実施方法

広報の実施にあたっては、情報の出所を明確にして次の方法によるものとするが、災害の規
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模、態様に応じて最も有効な方法による。なお、その際、民心の安定や、要配慮者及び一時滞在

者に配慮した伝達を行うものとする。

ア 報道機関による広報

ラジオ、テレビ、地元ＣＡＴＶ、新聞等の報道機関に対し、情報及び資料を提供し、広報

について協力を要請する。

なお、災害の状況にかかわらず、必要に応じ記者発表を行うなど、積極的な広報に努め

る。

イ 一般広報

(ｱ) 広報紙（臨時を含む）等による広報

(ｲ) 県提供のテレビ及びラジオの広報番組を活用した広報

(ｳ) 広報車、ヘリコプター、船舶による広報

(ｴ) 市町等の広報体制を活用した広報

(ｵ) 相談窓口等の設置

(ｶ) 県のホームページ等を活用した広報

ウ その他適当な方法

その他活用できるあらゆる媒体を通じて広報活動を行う。

(3) 放送機関との連携

県は、災害に関する情報及び住民がとるべき措置等についての指示等のため緊急を要する場合

で特に必要と認めたときは、あらかじめ放送機関との間で締結している災害時における放送要請

に関する協定に基づき、緊急放送を要請するものとする。

5 関係機関の活動

(1) 広報事項

県警察及び関係機関は、住民等に対し、住民生活に密接に関係ある事項について的確かつ分か

りやすい情報を中心に迅速な広報を行う。主な広報事項は、次のとおりである。

ア 災害対策本部等の設置

イ 事故・災害等の概況

ウ 緊急事態応急対策の実施状況

エ 緊急事態応急対策において住民等が実施すべき事項

オ 避難・退避等の勧告、避難場所・避難所の指示

カ 不安解消のための住民等に対する呼びかけ

(2) 広報実施方法

県警察及び関係機関は、あらゆる広報媒体（広報車、ヘリコプター、船舶等）を利用して有

効、適切と認められる方法により広報を行う。

6 原子力事業者の活動

(1) 広報事項

原子力事業者は、県災害対策本部又は原子力災害合同対策協議会から指示があった場合におい

て、県等が実施する緊急事態応急対策等について的確かつ分かりやすい情報を中心に迅速な広報
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を実施する。主な広報事項は、次のとおりである。

ア 災害対策本部の設置

イ 事故・災害等の概況

ウ 緊急事態応急対策の実施状況

エ 緊急事態応急対策において住民等が実施すべき事項

オ 避難・退避等の勧告、避難場所・避難所の指示

カ 不安解消のための住民等に対する呼びかけ

(2) 広報実施方法

原子力事業者は、広報車等を利用して有効、適切と認められる方法により広報を行う。
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第７節 緊急時モニタリング等への協力

町は、放射性物質の放出による影響が発電所周辺に及び、又は及ぶおそれのある場合に、適切な緊

急事態応急対策を行うため、原子力災害による環境放射線の状況に関する情報収集とＯＩＬに基づく

防護措置の実施の判断材料の提供及び原子力災害による住民と環境への放射線影響の評価材料の提供

などを目的として、国の統括のもと、緊急時モニタリング等を実施するにあたり、現地モニタリング

班に要員を派遣し、現地において実施する緊急時モニタリングに参画するものとする。
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第８節 住民避難等の実施

町は、県及び関係機関との連携を密にして、住民避難等の措置を迅速かつ的確に実施するものとす

る。なお、避難行動に関する詳細は「伊方町避難行動計画」に基づくものとする。

1 防護対策の決定

(1) 防護対策及び防護対策区域の決定

県災害対策本部長は、内閣総理大臣がＰＡＺ内の避難を指示した場合は、ＰＡＺ内の避難を行

うこととし、伊方町に対し、避難指示の連絡、確認等必要な対策を実施するものとする。

県災害対策本部長は、原子力発電所からの事故の情報、国から提供を受けた緊急時モニタリン

グの結果の分析内容から、次表のＯＩＬ値を超え、または超えるおそれがあると認められる場合

には、国の指導・助言又は指示に基づき、住民の防護対策及び防護対策を講ずべき地域（以下

「防護対策区域」という。）を決定するものとする。

防護対策区域の決定にあたっては、集落等の単位によるものとし、緊急事態応急対策において

実効性のあるものとする。

町災害対策本部長は、住民の防護対策及び防護対策区域が決定された場合には、住民等に対し

広報を行い、対策の周知徹底を図るものとする。

表1 ＯＩＬと防護措置について

基準の種類 基準の概要 初期設定値※1 防護措置の概要

緊
急
防
護
措
置

ＯＩＬ１

地表面からの放射線、再浮遊した

放射性物質の吸入、不注意な経口

摂取による被ばく影響を防止する

ため、住民等を数時間内に避難や

屋内退避等させるための基準

500μSv/h

（地上1mで計測

した場合の空間

放射線量率※２）

数時間内を目途に区

域を特定し、避難等

を実施。(移動が困

難な者の一時屋内退

避を含む）

早
期
防
護
措
置

ＯＩＬ２

地表面からの放射線、再浮遊した

放射性物質の吸入、不注意な経口

摂取による被ばく影響を防止する

ため、地域生産物※３の摂取を制限

するとともに、住民等を1週間程度

内に一時移転させるための基準

20μSv/h

（地上1mで計測

した場合の空間

放射線量率※２）

1日内を目途に区域

を特定し、地域生産

物の摂取を制限する

とともに1週間程度

内に一時移転を実

施。
※1 「初期設定値」とは緊急事態当初に用いるＯＩＬの値であり、地上沈着した放射性核種組成が明確に

なった時点で必要な場合にはＯＩＬの初期設定値は改定される。

※2 本値は地上1ｍで計測した場合の空間放射線量率である。実際の適用に当たっては、空間放射線量率計

測機器の設置場所における線量率と地上1ｍでの線量率との差異を考慮して、判断基準の値を補正する必

要がある。ＯＩＬ１については緊急時モニタリングにより得られた空間放射線量率（１時間値）がＯＩＬ

1の基準値を超えた場合、ＯＩＬ２については、空間放射線量率の時間的・空間的な変化を参照しつつ、

緊急時モニタリングにより得られた空間線量率（１時間値）がＯＩＬ２の基準値を超えたときから起算し

て概ね１日が経過した時点の空間放射線量率（１時間値）がＯＩＬ２の基準値を超えた場合に、防護措置

の実施が必要であると判断する。

※3 「地域生産物」とは、放出された放射性物質により直接汚染される野外で生産された食品であって、数

週間以内に消費されるもの（例えば野菜、該当地域の牧草を食べた牛の乳）をいう。

(2) 警戒区域の設定

町災害対策本部長は、住民の防護対策及び防護対策区域が決定された場合には、県災害対策本

部長の指導・助言を得て、災害対策基本法第63条第1項及び原災法第27条の4第1項の規定に基づ
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き、必要に応じ、警戒区域を設定するものとする。

なお、警戒区域を設定した場合は、住民等に対し、周知徹底を図るとともに、立入制限の実効

性を担保するため、道路にバリケードを設置する等の物理的な措置を原則として講じ、県警察等

との綿密な調整を行うものとする。

2 避難等の指示

(1) 町のとるべき措置

町災害対策本部長は、県災害対策本部長等から避難措置の指示があった場合には、あらかじめ

定める避難計画（伊方町避難行動計画）に基づいて住民等に避難措置の指示を行うものとする。

避難措置の指示を行う場合は、次の事項を住民に徹底させるものとする。

ア 事故の概要

イ 災害の状況と今後の予測

ウ 講じている措置と住民等が今後とるべき措置

エ 屋内退避、避難又は一時移転の別及びその理由

オ 避難等の措置を実施する防護対策区域

カ 避難経路、避難先及びスクリーニング等の場所

キ その他必要な事項

(2) 国のとるべき措置

ア 警戒事態

内閣府は、町（ＰＡＺ内の重点市町）に対し、連絡体制の確立等の必要な体制をとるとと

もに、被害状況に応じた警戒態勢をとるため、施設敷地緊急事態要避難者の避難準備を要請

するものとする。

イ 施設敷地緊急事態

(ｱ) 内閣府は、町（ＰＡＺ内の重点市町）に対し、施設敷地緊急事態要避難者の避難や、

施設敷地緊急事態要避難者以外の住民の避難等の防護措置の準備（避難先や輸送手段の確

保等）を行うよう要請するものとする。

(ｲ) 内閣府は、町（ＵＰＺ内の重点市町）に対し、屋内退避等の防護措置の準備を行うよ

う要請するものとし、ＵＰＺ外の地方公共団体に対しては、避難した施設敷地緊急事態要

避難者の受入れ及び施設敷地緊急事態要避難者以外の住民の避難等の防護措置の準備（避

難先や輸送手段の確保等）に協力するよう要請するものとする。

ウ 全面緊急事態

内閣総理大臣は、原子力緊急事態宣言を発出し、原子力規制委員会から提示された指示案

を踏まえ、応急対策実施区域を管轄する地方公共団体が行うべき避難又は屋内退避及び安定

ヨウ素剤の服用又はその準備に関する指示又は勧告等を含む緊急事態応急対策に関する事項

を指示するものとする。

(3) 県のとるべき措置

ア 県災害対策本部長は、警戒事態発生時には、国の指示又は独自の判断により、ＰＡＺ内の施

設敷地緊急事態要避難者に係る予防的防護措置（避難）の準備を行うものとする。

イ 県災害対策本部長は、施設敷地緊急事態（原災法第10条事象）発生時には、国の指示又は独
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自の判断により、ＰＡＺ内における予防的防護措置（避難）の準備を行うとともに、ＰＡＺ

内の施設敷地緊急事態要避難者に係る予防的防護措置（避難）を行うこととし、伊方町にそ

の旨を伝達することとする。また、県は、国の指示又は独自の判断により、ＵＰＺ内におけ

る予防的防護措置（屋内退避）の準備を行うこととする。なお、避難時の周囲の状況等によ

り、屋内に留まっていた方が安全な場合等やむを得ないときは、屋内での退避等の安全確保

措置を講ずべきことにも留意するものとする。

ウ 県災害対策本部長は、内閣総理大臣が原子力緊急事態宣言（原災法第15条事象）を発出し、

ＰＡＺ内の避難を指示した場合は、ＰＡＺ内の予防的防護措置（避難）を行うこととし、伊

方町に対し、住民等に対する避難のための立退きの指示の連絡、確認等必要な緊急事態応急

対策を実施するとともに、住民避難の支援が必要な場合には伊方町と連携し国に要請するも

のとする。また、県は、ＰＡＺ内の予防的防護措置（避難）の実施に併せ、国の指示又は独

自の判断により、原則としてＵＰＺ内における予防的防護措置（屋内退避）を行うことと

し、重点市町にその旨を伝達するとともに、その他の市町に対し、必要に応じて、予防的防

護措置（屋内退避）を行う可能性がある旨の注意喚起を行うものとする。

また、県災害対策本部長は、事態の規模、時間的な推移に応じて、国から避難等の予防的

防護措置を講じるよう指示された場合、緊急時モニタリング結果や、原子力災害対策指針を

踏まえた国の指導・助言、指示及び放射性物質による汚染状況調査に基づき、原子力災害対

策指針に基づいたＯＩＬの値を超え、又は超える恐れがあると認められる場合は、重点市町

等に対し、住民等に対する屋内退避又は避難のための立退きの勧告又は指示の連絡、確認等

必要な緊急事態応急対策を実施するとともに、住民避難の支援が必要な場合には重点市町等

と連携し国に要請するものとする。

なお、県災害対策本部長は、指示案を伝達された場合には当該指示案に対して速やかに意

見を述べるものとする。

エ 県災害対策本部長は、住民等の避難誘導に当たっては、避難対象区域を含む重点市町等に協

力し、住民等に向けて、避難やスクリーニング等の場所の所在、災害の概要、緊急時モニタ

リング結果やその他の避難に資する情報の提供に努めるものとする。また、県はこれらの情

報について、原子力災害現地対策本部等に対しても情報提供するものとする。

オ 県災害対策本部長は、避難のための立退きの勧告又は指示等を行った場合は、避難対象区域

を含む重点市町等に協力し、戸別訪問、避難所における確認等あらかじめ定められた方法に

より住民等の避難状況を確認するものとする。また、避難状況の確認結果については、原子

力災害現地対策本部等に対しても情報提供するものとする。

このとき、県災害対策本部長は、関係機関に対し、避難措置を迅速かつ的確に実施するた

め、協力を要請するものとする。

また、各放送機関及び地元ＣＡＴＶに対し、緊急放送を要請し、住民等に周知徹底を図る

ものとする。

緊急放送の実施にあたっては、次の事項を住民に徹底させ、心理的動揺、混乱を起こさな

いよう十分留意するものとする。

(ｱ) 事故の概要

(ｲ) 災害の状況と今後の予測
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(ｳ) 講じている措置と住民等が今後とるべき措置

(ｴ) 屋内退避、避難又は一時移転の別及びその理由

(ｵ) 避難等の措置を実施する防護対策区域

(ｶ) 避難経路、避難先及びスクリーニング等の場所

(ｷ) その他必要な事項

カ 県災害対策本部長は、国の協力のもと、市町の区域を越えて避難を行う必要が生じた場合

は、受入先の市町に対し、収容施設の供与及びその他の災害救助の実施に協力するよう指示

するものとする。また、この場合、県は受入先の市町と協議のうえ、要避難区域の市町に対

し避難所となる施設を示すものとする。

なお、県域を越える広域的な避難等を要する事態となる場合は、受入先の自治体に対し、

収容施設の供与及びその他の災害救助の実施を要請するものとする。また、広域避難収容に

関する国の支援が必要であると判断した場合には、原子力災害対策本部等に対して要請を行

うものとする。

3 避難等の方法

該当地域の住民に対しての避難方法等の詳細は、「伊方町避難行動計画」に示した。

4 避難経路の確保

道路管理者及び警察機関は、協力して道路啓開による障害物の除去や応急復旧等を行い、道路機

能の確保に努めるものとする。

5 避難所の設置

(1) 町の活動

町は、県と連携し、緊急時に必要に応じ避難及びスクリーニング等の場所を開設し、住民等に

対し周知徹底を図るものとする。また、必要があれば、あらかじめ指定された施設以外の施設に

ついても、災害に対する安全性を確認の上、管理者の同意を得て避難場所、避難所として開設す

るものとする。

また、県と連携し、それぞれの避難所に収容されている避難者に係る情報の早期把握に努め、

国等への報告を行うものとする。

(2) 県の活動

県は、必要に応じ、避難及びスクリーニング等の場所の開設、住民等に対する周知徹底につい

て、避難者を受け入れる自治体を支援するものとする。また、必要があれば、あらかじめ指定さ

れた施設以外の施設についても、災害に対する安全性を確認の上、管理者の同意を得て避難場

所、避難所として開設することを支援するものとする。

県は災害救助法の適用について、必要に応じ、厚生労働省と協議するものとする。

6 避難所等の運営

町は、国、県及び関係機関と連携し、避難所における生活環境が、常に良好なものであるよう努

めるものとする。
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(1) 町は、それぞれの避難所に収容されている避難者に係る情報の早期把握に努め、県及び県警

察へ情報を提供し、県は、国等へ報告を行ほうものとする。

(2) 町は、避難所における食事供与の状況、トイレの設置状況等の把握に努め、県と協力して、

必要な対策を講じるものとする。

(3) 町は、避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等、男女

双方の視点等に配慮するものとする。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理

用品・女性用下着の女性による配布、避難所における安全性の確保など、女性や子育て家庭の

ニーズに配慮した避難所の運営に努めるものとする。

(4) 民生児童委員、介護保険事業者、障害福祉サービス事業者等は、要配慮者の居場所や安否確

認に努め、把握した情報について県及び市町に提供するものとする。

(5) 県は、厚生労働省と連携し、避難所における被災者は、生活環境の激変に伴い、心身双方の

健康に不調を来す可能性が高いため、常に良好な衛生状態を保つように努めるとともに、被災者

の健康状態を十分把握し、必要に応じ救護所等の設置や心のケアを含めた対策を行うものとす

る。

特に、要配慮者の心身双方の健康状態には特段の配慮を行い、必要に応じ福祉施設等での受入

れ、介護職員等の派遣、車椅子等の手配等を福祉事業者、ボランティア団体等の協力を得つつ、

計画的に実施するものとする。

また、県は町と連携し、保健師等による巡回健康相談等を実施するものとする。

7 要配慮者の避難誘導

(1) 町の活動

ア 町は、発災時には、避難行動要支援者本人の同意の有無に関わらず、避難行動要支援者名簿

を効果的に利用し、避難行動要支援者について避難支援や迅速な安否確認等が行われるよう

努めるものとする。

イ 町は、要配慮者の避難誘導について、輸送手段等に特に配慮するものとする。なお、避難所

へ移動した要配慮者については、その状況を把握し、適切な福祉サービスの提供に努めるも

のとする。

ウ 町は、救助活動の状況や要配慮者の状況を把握し、適宜、県、重点市町以外の市町等へ応援

を要請するものとする。

(2) 県の活動

県は、要配慮者及び社会福祉施設等の状況を的確に把握し、各種の情報の提供、応援要員の派

遣、国、他の都道府県、他市町への応援要請等、広域的な観点から支援に努めるものとする。

(3) 社会福祉施設の活動

社会福祉施設は、避難の勧告・指示等があった場合は、避難計画等に基づき、職員の指示のも

と、迅速かつ安全に、入所者又は利用者を避難させるものとする。入所者又は利用者を避難させ

た場合は、町及び県に対し速やかにその旨連絡するものとする。

(4) 病院等医療機関の活動

病院等医療機関は、避難の勧告・指示等があった場合は、避難計画等に基づき、医師、看護

師、職員の指示・引率のもと、迅速かつ安全に、入院患者、外来患者、見舞客等を避難又は他の
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医療機関へ転院させるものとする。入院患者、外来患者、見舞客等を避難させた場合は、県に対

し速やかにその旨連絡するものとする。

(5) 応援依頼

町は、救助活動の状況や要配慮者の状況を把握し、適宜、県、その他の市町等へ応援を要請す

るものとする。

8 防災上重要な施設の避難誘導

(1) 学校等施設の活動

町は、学校等施設において、生徒等の在校時に避難の勧告・指示等があった場合は、避難計画

等に基づき、教職員引率のもと、迅速かつ安全に生徒等を避難させるものとする。

また、保護者等への引渡しは、原則として防護対策区域外に設けた避難所において行うものと

する。その場合は、町又は県に対し速やかにその旨を連絡するものとする。

(2) 不特定多数の者が利用する施設の活動

不特定多数の者が利用する施設において、避難の勧告・指示等があった場合は、避難計画等に

基づき、避難させるものとする。

9 広域避難

(1) 町内に防護対策区域が決定された町のとるべき措置

ア 町災害対策本部長は、県災害対策本部長から避難指示を受けた場合は、住民等に対しその旨

の指示を行い、関係機関の協力を得て、避難住民等の輸送に努めるとともに、避難所に職員

を派遣して、受入市町との連絡調整及び避難住民等の保護にあたらせるものとする。

イ 町災害対策本部長は、広域避難計画に基づく避難を行うときは、原子力防災資機材について

も、避難所に輸送するよう努めなければならない。

ウ 町は、災害の規模、被災者の避難、収容状況、避難の長期化等に鑑み、広域避難が必要であ

ると判断した場合において、その他の市町と直接協議又は、県に要請し調整するものとし、

他の都道府県の市町村への受入れについては、県に対して当該都道府県との協議を求めるも

のとする。

(2) 県のとるべき措置

ア 県災害対策本部長は、災害の状況により、住民等の避難が必要であると判断した場合は、風

向、予測被ばく地域等を考慮したうえで、広域避難計画に基づき、住民の避難先市町を決定

し、当該市町長に対し、被災者の受入れ及び避難所の設置を要請するものとする。なお、県

域を越える広域的な避難等を要する事態となり、広域避難収容に関する国の支援が必要であ

ると判断した場合には、原子力災害対策本部等に対して要請を行うものとする。

イ 県災害対策本部長は、広域避難計画に基づく避難者の輸送に必要な車両、船舶、航空機等、

輸送用機材の関係機関に対し、町と連携して、避難者の避難に協力するよう要請する。

ウ 県災害対策本部長は、広域避難に必要な経路の情報把握に努め、避難経路を指示するものと

する。

エ 県災害対策本部長は、住民の安全な広域避難や緊急車両の通行を確保するため、警察本部

に、交通規制に対する指示を行うとともに、指定地方行政機関及び自衛隊に、応援を要請す
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るものとする。

(3) 要請を受けた市町のとるべき措置

ア 県災害対策本部長から要請を受けた市町長は、当該市町地域防災計画に定める指定施設を提

供し、必要な協力活動を実施するものとする。

イ 市町は、避難を行う重点市町と連携して、避難者把握や秩序の保持に努めるものとする。

(4) 町は、県外への避難が必要と判断した場合は、県に避難先確保のための協議を要請する。ま

た、県は、町の行政機能が被災によって著しく低下した場合など、町から要請を待ついとまがな

いときは、当該要請をまたないで広域避難のための要請を町に代わって行うものとする。

(5) 国は、県の要請に基づき、受入先の候補となる地方公共団体における被災住民の受入能力

（施設数、施設概要等）等、広域避難について助言するものとする。また、県は、町の要請に基

づき同様の助言を行うものとする。

10 避難の長期化への対応

(1) 町は、国及び県と連携し、災害の規模、被災者の避難及び収容状況、避難の長期化等に鑑

み、必要に応じて、旅館やホテル等への移動を避難者に促すものとする。

(2) 町は、国及び県と連携し、災害の規模等に鑑みて、避難者の健全な住生活の早期確保のた

めに、必要に応じ、応急仮設住宅の迅速な提供、公営住宅、民間賃貸住宅及び空き家等利用可

能な既存住宅のあっせん及び活用等により、避難所の早期解消に努めることを基本とする。

(3) 町は、国、県及び関係機関と連携し、避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保

状況、簡易ベッド等の活用状況、入浴施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師、保

健師、看護師、管理栄養士等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、食料の確保、配食

等の状況、し尿及びごみの処理状況など、避難者の健康状態や避難所の衛生状態の把握に努

め、必要な措置を講じるよう努めるものとする。また、必要に応じ、避難所における家庭動物

のためのスペースの確保に努めるものとする。

(4) 県は、応急仮設住宅を建設する必要があるときは、避難者の健全な住生活の早期確保を図

るため、速やかに国と協議の上建設するものとする。ただし、建設に当たっては、二次災害に

十分配慮するとともに、必要に応じて，応急仮設住宅における家庭動物の受入れに配慮するも

のとする。また、被災者の入居に係る事務を行い、その円滑な入居の促進に努めるものとす

る。なお、応急仮設住宅の建設に必要な資機材が不足し、調達の必要がある場合には、必要に

応じて国に資機材の調達に関して要請するものとする。
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第９節 立入制限、交通規制の実施並びに災害警備の実施

県警察、海上保安部は、関係機関の協力のもと、警戒区域における立入制限、交通規制等必要な措

置を講ずることとする。また、防護対策区域及びその周辺において、パトロールや生活の安全に関す

る情報の提供等を行い、速やかな治安確保に努めるものとする。

1 陸上の立入制限、交通規制の実施

(1) 町の活動

町災害対策本部長は、住民の防護対策及び防護対策区域が決定された場合には、住民等に対し

広報を行い、対策の周知徹底を図るものとする。

また、町災害対策本部長は、警戒区域を設定したときは、県災害対策本部長を通じて、県警察

に警戒区域への立入制限、立入禁止又は、これらの区域からの退去等の措置を要請する。

(2) 県の活動

県災害対策本部長は、重点市町災害対策本部長等が設定した警戒区域若しくは避難を勧告又は

指示した区域について、居住者等の生命又は身体に対する危険を防止するため、外部から車両等

が進入しないよう指導するなど、警戒区域の設定、避難勧告又は指示の実効を上げるために必要

な措置をとるよう国の現地対策本部、関係機関等と連携した運用体制を確立するものとする。

(3) 県警察の活動

県警察は、町災害対策本部長が警戒区域を設定したときは、町災害対策本部長の要請に基づ

き、関係機関と協力し、警戒区域への立入制限、立入禁止又は、これらの区域からの退去等の措

置を講ずるものとする。

また、交通規制は、町内においては国道197号、その他確保を要する主要道路について実施す

ることとし、その実施にあたっては、必要に応じて、県警備業協会との協定に基づき、同協会に

対し、交通誘導の実施等を要請するものとする。

2 海上の立入制限等の措置

(1) 県の活動

県災害対策本部長は、警戒区域の海域については、防災業務関係以外の船舶の立入を制限又は

禁止するものとし、松山・宇和島海上保安部に対し、その措置の実施について要請するものとす

る。

(2) 海上保安部の活動

海上保安部は、災害対策本部等と緊密な連絡をとり、通行船舶に対し、緊急通報及び立入制限

等の措置を講じるものする。

3 防護対策区域及び警戒区域における災害警備の実施

県警察は、別に定める災害警備計画に従い、防護対策区域及び警戒区域内並びに避難所等の警備

を実施し、犯罪の予防、不法行為の取締り等治安を確保するものとする。

なお、災害警備の実施にあたっては、必要に応じて、県警備業協会との協定に基づき、同協会に
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対し、警戒活動の実施等を要請するものとする。
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第１０節 飲料水・飲食物の摂取制限等

町、県及び関係機関等は、住民等に対する防護対策上必要と認められた場合には、相互の連携を密

にして、汚染した飲料水・飲食物等の摂取制限措置、地域生産物の採取及び出荷制限及びこれらの解

除を実施するものとする。

1 飲料水・飲食物の摂取制限措置の決定

県災害対策本部長は、住民等に対する屋内退避又は避難のための立退きの勧告又は指示の連絡、

確認等必要な緊急事態応急対策を実施する場合、併せて、当該勧告等の対象地域において、地域生

産物の摂取制限及び出荷制限を実施するものとする。

また、原子力災害対策指針に基づいたスクリーニング基準を踏まえ、国からの放射性物質による

汚染状況の調査の要請を受け、又は独自の判断により、飲食物の検査を実施するものとする。

ＯＩＬと防護措置について

基準の種類 基準の概要 初期設定値※１

飲食物に係るスク

リーニング基準

飲食物中の放射性核

種濃度測定を実施す

べき地域の特定

0.5μSv/h※２

（地上１mで計測した場合の空間放射線量率※３）

ＯＩＬ６ 飲食物の摂限

核種※４
飲料水、

牛乳・乳製品

野菜類、穀類、

肉、卵、魚、

その他

放射性ヨウ素 300Bq/kg 2,000Bq/kg※４

放射性セシウム 200Bq/kg 500Bq/kg

プルトニウム及

び超ウラン元素

のアルファ核種

1Bq/kg 10Bq/kg

ウラン 20Bq/kg 100Bq/kg

※1 「初期設定値」とは、緊急事態当初に用いるＯＩＬの値であり、地上沈着した放射性核種組成が明

確になった時点で必要な場合にはＯＩＬの初期設定値は改訂される。

※2 実効性を考慮して、計測場所の自然放射線によるバックグラウンドによる寄与も含めた値とする。

※3 本値は地上1ｍで計測した場合の空間放射線量率である。実際の適用にあたっては、空間放射線量率

計測機器の設置場所における線量率と地上１ｍでの線量率との差異を考慮して、判断基準の値を補

正する必要がある。

※4 その他の核種の設定の必要性も含めて今後検討する。その際、ＩＡＥＡのＧＳＧ－２におけるＯＩ

Ｌ６を参考として数値を設定する。

※5 根菜、芋類を除く野菜類が対象。

2 飲料水の摂取制限

(1) 町のとるべき措置

町災害対策本部長は、県災害対策本部長から飲料水の摂取制限措置の指示があった場合には、

防護対策区域内及び当該地区に水源を有する水道供給区域の住民に対し、汚染水源の使用及び汚

染飲料水の飲用を禁止し、誤飲なきよう直ちに水道の止栓等給水制限を実施するものとする。

この場合において、町災害対策本部長は、関係機関の協力を得て、住民等に対する給水措置を
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実施するものとする。

(2) 県のとるべき措置

県災害対策本部長は、飲料水の摂取制限措置の実施を決定したときは、直ちに当該市町災害対

策本部長に指示するものとする。

また、各放送機関及び地元ＣＡＴＶに対し、緊急放送を要請し、住民等に周知徹底を図るもの

とする。

なお、町災害対策本部長から飲料水の供給・調達について要請があったときは、必要に応じ、

県との物資調達協定の締結者から調達した飲料水を供給するとともに、周辺市町、広域応援協定

締結県、自衛隊又は国に対し、協力要請する。

3 飲食物の摂取制限

(1) 町のとるべき措置

町災害対策本部長は、県災害対策本部長から飲食物の摂取制限措置の指示があった場合には、

汚染飲食物の摂取を制限又は禁止するものとする。

この場合において、町災害対策本部長は、関係機関の協力を得て、住民等に対する食料供給を

実施するものとする。

(2) 県のとるべき措置

県災害対策本部長は、飲食物の摂取制限措置の実施を決定したときは、直ちに町災害対策本部

長に指示するものとする。

また、各放送機関及び地元ＣＡＴＶに対し、緊急放送を要請し、住民等に周知徹底を図るもの

とする。

なお、町災害対策本部長から食料の供給・調達について要請があったときは、必要に応じ県の

備蓄する緊急援護物資を供給するとともに、協定を締結している大手小売業者等、隣接市町、広

域応援協定締結県、自衛隊又は国に対し協力要請する。

4 地域生産物の採取及び出荷制限

(1) 町のとるべき措置

町災害対策本部長は、県災害対策本部長から放射性物質による汚染の及ぶ地域の地域生産物の

採取及び出荷制限措置の指示があった場合には、地域生産物の生産者、集荷機関及び市場の責任

者に対し、汚染地域生産物の収穫・採取禁止、出荷制限等を行うものとする。

(2) 県のとるべき措置

県災害対策本部長は、放射性物質による汚染の及ぶ地域の地域生産物の採取及び出荷制限措置

の実施を決定したときは、直ちに町災害対策本部長に指示するとともに、地域生産物の生産者、

集荷機関及び市場の責任者に対し、汚染地域生産物の収穫・採取禁止、出荷制限等に伴う指導を

行うものとする。

また、各放送機関及び地元ＣＡＴＶに対し、緊急放送を要請し、住民等に周知徹底を図るもの

とする。
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第１１節 緊急被ばく医療の実施

町、県及び関係機関等は、相互の連携を密にして原子力災害時における汚染・被ばく者、汚染・被

ばくのおそれのある者並びに一般傷病者に対し、検査、除染、治療等の緊急被ばく医療活動を実施す

る。

なお、緊急被ばく医療活動は、県の定める緊急被ばく医療活動実施要領に基づき実施するものとす

る。

1 町の行う緊急被ばく医療の内容

町は、緊急被ばく医療活動を実施するにあたり、県の緊急被ばく医療本部の指示に基づき、住

民等に安定ヨウ素剤を配布し、又は、服用を指示するものとする。

また、避難所等における救護所の開設、運営に協力し、一般傷病者に対する医療活動を実施す

るものとする。この他、スクリーニング、除染、医療機関への搬送、健康相談の実施などに協力

するものとする。

2 メンタルヘルス対策の実施

原子力災害時には、医療対応を必要としない場合であっても住民等に健康不安が生じることが

考えられるため、町及び県は、国、医師会等関係団体と協力し、メンタルヘルス対策を実施する

ものとする。

メンタルヘルス対策の実施にあたっては、原子力規制委員会が定めた指針を踏まえ、情報提

供、専門家による対応、八幡浜保健所、伊方町中央保健センター等での対策拠点の設置など、原

子力災害の経過に応じた適切な対応を行うものとする。

3 安定ヨウ素剤の予防服用

町及び県は、原子力規制委員会が定めた指針を踏まえ、医療機関等と連携して、住民等が適正に

安定ヨウ素剤を服用できるよう、必要な措置を講じるものとする。

(1) 安定ヨウ素剤服用のための準備

町は、ＰＡＺ外の地域において、県の指示により、安定ヨウ素剤を避難所等に搬送するものと

する。（ＰＡＺ内の地域は、事前配布）

町に備蓄している安定ヨウ素剤のみでは不足する場合、県は、八幡浜保健所、原子力セン

ター、本庁に備蓄する安定ヨウ素剤を現地に搬送するものとする。この場合において、特に緊急

を要する場合は、県消防防災ヘリコプター、県警察ヘリコプター、陸上自衛隊ヘリコプター等に

より搬送を行うものとする。

また、県は、安定ヨウ素剤の予防服用が必要な放射性ヨウ素の放出、又は放出の恐れがある場

合、直ちに服用対象者が安定ヨウ素剤を服用できるための準備を行うものとする。

(2) 安定ヨウ素剤服用の決定

安定ヨウ素剤の服用については、原則として、国（原子力規制委員会）が安定ヨウ素剤服用の

必要性を判断し、原子力災害対策本部長又は県災害対策本部長は、住民等及び防災業務従事者に
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対する安定ヨウ素剤の服用を決定し、町に指示するとともに、関係機関に連絡するものとする。

なお、緊急の場合は、医師の指導に基づき、服用を指示するものとする。

安定ヨウ素剤の服用は、その防護効果のみに過度に依存せず、避難、屋内退避、飲食物摂取制

限等の防護措置とともに講ずる。

また、県災害対策本部長は、各放送機関及び地元ＣＡＴＶ及に対し緊急放送を要請し、住民等

に周知徹底させるものとする。

なお、緊急放送の実施にあたっては、次の事項を住民等に徹底させ、心理的動揺、混乱を起こ

さないよう、十分に留意するものとする。

ア 安定ヨウ素剤服用の決定及びその理由

イ 安定ヨウ素剤の服用方法、服用対象者、服用回数及び服用量

ウ 安定ヨウ素剤服用に際しての注意事項

(3) 安定ヨウ素剤の配布

町災害対策本部長は、県災害対策本部長から安定ヨウ素剤服用の指示があった場合、住民等

（事前配布により服用済みの者を除く。）に避難所等集合した場所において、原則として医師の

関与のもとで、安定ヨウ素剤を配布し、その服用を指示するものとする。

県災害対策本部長は、関係機関等の防災業務従事者に安定ヨウ素剤を配布し、服用を指示する

ものとする。

なお、安定ヨウ素剤の配布にあたっては、服用対象者に対し服用の方法、注意事項等を記載し

た説明書等を添付のうえ、説明を行うなどし、次の事項を徹底させ、心理的動揺、混乱等を起こ

さないよう留意するものとする。

ア 安定ヨウ素剤服用の決定及びその理由

イ 安定ヨウ素剤の服用方法、服用対象者、服用回数及び服用量

ウ 安定ヨウ素剤服用に際しての注意事項

(4) 安定ヨウ素剤の服用の方法

ＰＡＺ内においては、全面緊急事態に至った時点で、直ちに、避難と安定ヨウ素剤の服用につ

いて指示を出すため、原則として、その指示に従い服用するものとする。ただし、安定ヨウ素剤

を服用できない者、放射性ヨウ素による甲状腺被ばくの健康影響が大人よりも大きい乳幼児、乳

幼児の保護者等については、安定ヨウ素剤を服用する必要性のない段階である施設敷地緊急事態

において、優先的に避難するものとする。

ＵＰＺにおいては、全面緊急事態に至った後に、原子力施設の状況や緊急時モニタリング結果

等に応じて、避難や一時移転等と併せて安定ヨウ素剤の配布・服用について指示を出すため、原

則として、その指示に従い服用するものとする。

服用対象者等については、次のとおりとする。

ア 服用対象者

原則として全町民を対象とし、特に新生児、乳幼児や妊婦の服用を優先する。

ただし、ヨウ素摂取により重い副作用が発生する恐れのある者は服用対象者から除外す

る。

イ 服用回数

服用回数は副作用を考慮し、原則1回とする。
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連続服用は、原則として原子力規制委員会が再度の服用の必要を判断した場合のみであ

り、24時間の間隔を空けて服用するようにしなければならない。なお、新生児や妊婦は、原

則として複数回の服用を避けなければならない。

ウ 服用量及び服用方法

服用量及び服用方法は、次のとおりとする。

対象者 ヨウ素量 ヨウ化カリウム 服用方法

新生児 12.5㎎ 16.3㎎ 内服液 １ml

生後１ヶ月以上３歳未満 25㎎ 32.5㎎ 内服液 ２ml

３歳以上13歳未満 38㎎ 50㎎ 丸薬 １丸

13歳以上 76㎎ 100㎎ 丸薬 ２丸

（注１）内服液は、医薬品ヨウ化カリウムの原薬を水に溶解したものを用いる。

（16.3ｍｇ/mlヨウ化カリウム[12.5ｍｇ/mlヨウ素含有]）

（注２）丸薬は、医薬品ヨウ化カリウムの丸薬（１丸：ヨウ素量38mg、ヨウ化カリウム量50mg）を用いる。

4 消防機関の活動

消防機関は、緊急被ばく医療活動を実施するにあたり、県の緊急被ばく医療本部の指示のも

と、救急搬送を要する被ばく者及び一般傷病者を緊急被ばく医療機関又は医療機関に搬送するも

のとする。
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第１２節 防災業務関係者の防護対策

町、国、県、関係機関及び原子力事業者等は、緊急時モニタリング活動、避難者の誘導、救出、緊

急被ばく医療措置、広報等各種緊急事態応急対策に従事する者（以下「防災業務関係者」という。）

の放射線防護について万全の対策を講ずるものとする。

1 防災業務関係者に対する防護資機材の配布

防災業務関係者のうち、被ばくが予想される者については、次の防護資機材等のうち必要な資

機材を配布するとともに、無線機等の通信機器を携帯させ、連絡体制を確保するものとする。

ア デジタル式警報線量計、蛍光ガラス線量計等の個人被ばく測定器

イ サーベイメータ等の環境測定器

ウ 防護服、防護マスク、防護靴等

エ その他、放射線防護に必要な資機材

2 町のとるべき措置

防災業務関係者に資機材を配布するにあたり、町災害対策本部長は、防災業務関係者が携帯す

る放射線測定機器、防護服等について、その必要数量を県災害対策本部に連絡し、その貸与又は

支給を受けるものとする。

3 防災業務従事者の被ばく管理

原子力災害時における防災業務従事者の放射線被ばくは、事故の態様、応急対策の実情に応じつ

つ、できるだけその低減を図り、町、県、関係機関及び原子力事業者等は、その被ばく状況を管理

し、防災業務従事者の安全を確保するものとする。

防災業務関係者の被ばく線量限度は次のとおりとする。

防災業務従事者の線量限度

緊急事態応急対策活動及び災害復旧活動を

実施する場合

事故現場において作業する者

が、災害の拡大の防止及び人

命救助等緊急かつやむを得な

い作業を実施する場合

実効線量

①５年間 100mSv

100mSv②１年間 50mSv

③３ヶ月（女性） 5mSv

④妊娠中の女性（内部被ばく） 1mSv -

等
価
線
量

眼の水晶体 １年間 150mSv 300mSv

皮膚 １年間 500mSv 1Sv

腹部表面 妊娠中の女性 2mSv -
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第１３節 緊急輸送

町、県及び防災関係機関は、相互に連携し、緊急事態応急対策を円滑かつ確実に実施するため、緊

急輸送車両等を確保するものとする。

1 町の活動

町は、緊急事態応急対策が円滑かつ確実に行われるよう、緊急輸送車両の確保に努めるものとす

る。

町のみで調達が不可能な場合には、県災害対策本部に対し、調達を要請するものとする。

2 県の活動

(1) 緊急輸送の順位

県は、町及び防災関係機関が行う緊急輸送の円滑な実施を確保するため、必要があるときは、

次の順位を原則として調整するものとする。

第1順位 人命救助、救急活動に必要な輸送、対応方針を定める少人数のグループのメンバー

第2順位 避難者の輸送（ＰＡＺなど緊急性の高い区域から優先的な避難）、災害状況の把握・進

展予測のための専門家・資機材の輸送

第3順位 緊急事態応急対策を実施するための要員・資機材の輸送

第4順位 住民の生活を確保するために必要な物資の輸送

第5順位 その他災害対応対策のために必要な輸送

(2) 緊急輸送の範囲

ア 緊急事態応急対策要員及び必要とされる資機材

イ 救助・救急活動、医療・救護活動に必要な人員、及び資機材

ウ 避難者、負傷者等

エ コンクリート屋内退避所、避難所を維持・管理するために必要な人員及び資機材

オ 食料・飲料水等生命の維持に必要な物資

カ その他緊急に輸送を必要とするもの

(3) 緊急輸送体制の確立

ア 県は、関係機関との連携により、輸送の優先順位、乗員及び輸送手段の確保状況、交通の混

雑状況等を勘案し、円滑に緊急輸送を実施するものとする。

イ 県は、町から要請があった場合、緊急事態応急対策活動が円滑かつ確実に行われるよう緊急

輸送車両、船舶及び航空機を確保するとともに、自衛隊及び公共輸送機関等に対して緊急輸

送の応援を要請するものとする。
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第１４節 消火活動

原子力事業者その他関係機関は、原子力発電所に係る火災に関し、相互に連携し、消火活動を実施

するものとする。

1 原子力事業者の活動

原子力事業者は、原子力発電所において火災が発生した場合において、速やかに火災の発生状況

を把握し、安全を確保しつつ、国、県、町、八幡浜地区施設事務組合消防本部等に対し、法令ある

いは安全協定等に基づき、直ちに通報を行い、迅速に自衛消防隊による初期消火活動を行うととも

に、消防機関とも連携して消火活動を行うものとする。

また、原子力事業者は、国、県、町、八幡浜地区施設事務組合消防本部等への通報に当たって、

不要な放射線被ばくを防止するための適切な通報を行うものとする。

2 消防機関の活動

八幡浜地区施設事務組合消防本部は、原子力防災管理者等からの情報、原子炉工学や放射線防護

に関する専門家等の意見を踏まえ、消火活動方法の決定及び活動を行う消防職員の安全確保を図り

つつ、原子力事業者等と協力して迅速に消火活動を実施するものとする。

また、必要に応じ消防機関等に対して応援を要請するものとする。

3 県の活動

県は、原子力施設における火災に対して消防機関等の行う消火活動が円滑に行われるよう必要な

措置を講じるとともに、県内の消防力では対処できないと判断した場合又は消防機関から要請が

あった場合には、次の事項を明らかにして緊急消防援助隊の出動等を消防庁に要請するものとす

る。

ア 火災の状況、応援要請の理由及び応援の必要期間

イ 応援要請を行う消防機関の種別と人員

ウ 町への進入経路及び集結（待機）場所
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第１５節 救助・救急活動

原子力事業者その他関係機関は、職員の安全確保を図りつつ、相互に連携して効率的な救助・救急

活動を行うものとする。

1 原子力事業者の活動

原子力事業者は、発災現場における救助・救急活動を自ら行うとともに、消防機関等が行う救

助・救急活動に対し、防災資機材の貸与等必要な協力を行うものとする。

また、原子力事業者は、汚染・被ばく患者を医療機関に搬送する際、汚染の状況を確認し、傷病

の状態を勘案して、できる限り汚染の拡大防止措置を講じた上で、放射線管理要員（放射性物質や

放射線に対する知識を有し、線量評価や汚染の拡大防止措置が行える者）を随行させるものとす

る。

ただし、放射線管理要員がやむを得ず、患者に随行できない場合には、事故の状況、患者の被ば

く・汚染状況を説明し、汚染の拡大防止措置が行える者を随行させるものとする。

2 消防機関の活動

関係消防機関は、救急自動車等応急措置の実施に必要な救急救助用資機材の整備に努め、救助・

救急活動を行うほか、被害状況の早急な把握に努め、必要に応じ、その他の消防機関等に対して応

援を要請するものとする。

3 県の活動

県は、関係消防機関から救助・救急活動について応援要請があったとき、又は災害の状況等から

必要と認めるときは、その他の消防機関、原子力事業者等に対し、応援を要請するものとする。こ

の場合、必要とされる資機材は、応援側が携行するものとする。

また、県は町から他都道府県の応援要請を求められた場合又は周囲の状況から県内の消防力では

対処できないと判断した場合には、次の事項を明らかにして、緊急消防援助隊の出動等を消防庁に

要請するものとする。

ア 救助・救急の状況、応援要請の理由及び応援の必要期間

イ 応援要請を行う消防機関の種別と人員

ウ 市町への進入経路及び集結（待機）場所
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第１６節 ボランティアの受入れ

町、県及び関係団体は、相互に協力し、ボランティアに対する被災地のニーズの把握に努めるとと

もに、ボランティアの受付、調整等その受入れ体制を確保するよう努める。

また、ボランティアの受入れに際しては、被ばくに留意し、老人介護や外国人との会話力等ボラン

ティアの技能等が効果的に活かされるよう配慮するとともに、ボランティアの円滑な実施が図られる

よう支援に努めるものとする。
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第１７節 応援協力活動

町、国、県、関係機関等は、原子力災害の特殊性を考慮し、平素から相互に十分に協議し、原子力

災害時にあっては相互に協力し、応急対策活動を円滑に実施するものとする。

1 町の活動

(1) 県災害対策本部長等に対する応援要請等

町災害対策本部長は、原子力災害時において緊急事態応急対策を実施するため必要があると認

めるときは、県に対し次の事項を示して応援を求め、又は緊急事態応急対策の実施を要請する。

ア 応援を必要とする理由

イ 応援を必要とする人員、物資、資機材等

ウ 応援を必要とする場所

エ 応援を必要とする期間

オ その他応援に関し必要な事項

(2) 他の市町長等に対する応援要求

町災害対策本部長は、原子力災害時において町の地域にかかる緊急事態応急対策を実施するた

め、必要があると認めるときは、その他の市町長等に対し応援を求めるものとする。

2 県の活動

(1) 国等に対する緊急事態応急対策の実施の要請

県災害対策本部長は、原子力災害時における緊急事態応急対策が的確かつ円滑に行われるよう

にするため、次の事項を明らかにして、国に対し応援協力活動の実施を要請する。

ア 援助を必要とする理由

イ 援助を必要とする人員、航空機、装備、資機材等

ウ 援助を必要とする場所

エ 県内経路

オ 応援を必要とする期間

カ その他応援に関し必要な事項

(2) 他県に対する広域応援要請

県災害対策本部長は、原子力災害時において、緊急事態応急対策を実施するため必要があると

認めたときは、「原子力災害時の相互応援に関する協定」に基づき、他の原子力発電所立地等道

府県に対し、応援を要請する。

(3) 町に対する応援

ア 県災害対策本部長は、町から緊急事態応急対策を実施するために応援を求められた場合は、

県の緊急事態応急対策の実施との調整を図りながら、必要と認められる事項について支援・

協力を行う。

イ 県災害対策本部長は、町の行う緊急事態応急対策の的確かつ円滑な実施を確保するため、特

に必要があると認めるときは、市町相互間の応援について必要な指示又は調整を行う。
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3 県警察の活動

(1) 警察災害派遣隊の運用

県警察は、原子力災害時において、警察庁及び四国管区警察局の指導、調整に基づき、警察災

害派遣隊の派遣要請等広域的な運用のための措置をとるものとする。

(2) 都道府県に対する援助要請

公安委員会は、県内警備力をもって原子力災害に対処することができない場合、次の事項を明

らかにして警察庁又は他の都道府県警察に対し、警察法60条に基づく援助要請を行う。

ア 援助を必要とする理由

イ 援助を必要とする人員、航空機、装備、資機材、服装、携行品及び期間

ウ 援助を必要とする場所

エ 県内経路（特に道路の損壊がある場合）

オ その他必要事項

4 国の活動

国は、原子力災害時における緊急事態応急対策が的確かつ円滑に行われるようにするため、県災

害対策本部等の実施する緊急事態応急対策に対し、技術的事項に関する指示、指導、助言を行うと

ともに、県災害対策本部長から応援協力活動の要請があった場合、あるいは、自らの判断により、

専門家等の派遣を行う。

国の派遣する専門家等の現地への輸送にあたっては、経済産業省あるいは文部科学省が自衛隊に

依頼する。

また、県も必要に応じ、県消防防災ヘリコプターの活用などにより、国の派遣する専門家等の輸

送に協力するものとする。

5 自衛隊の災害派遣要請

知事は、自衛隊の派遣要請の必要性を原子力災害の規模や収集した被害情報から判断し、必要が

あると認めるときは、原子力災害対策本部設置前においては、直ちに要請するものとし、原子力災

害対策本部長は必要があると認めるときは、防衛大臣に対して、自衛隊の部隊等の派遣を要請する

ものとする。

また、知事又は原子力災害対策本部長は、自衛隊による支援の必要がなくなったと認めるときに

は、速やかに自衛隊の部隊等の撤収を要請するものとる。

自衛隊が災害派遣時に実施する救援活動の内容は、次のとおりである。

(1) 緊急時モニタリング実施又は支援

(2) 被害状況の把握

(3) 避難の援助

(4) 行方不明者等の捜索救助

(5) 消防活動

(6) 応急医療・救護

(7) 人員及び物資の緊急輸送
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(8) 緊急時のスクリーニング及び除染

(9) 炊飯及び給水の支援

(10) 宿泊支援

(11) その他知事が必要と認める事項

6 海上保安部の活動

海上保安部は、海上における救助・救急活動を行うものとし、更に可能な場合は、必要に応じ、

又は、県災害対策本部等の要請等に基づき、県・町等の活動を支援するものとする。

7 原子力災害被災者生活支援チームとの連携

(1) 原子力災害対策本部長は、原子力施設における放射性物質の大量放出を防止するための応急

措置が終了したことにより避難区域の拡大防止がなされたこと及び初期対応段階における避難区

域の住民避難が概ね終了したことを一つの目途として、必要に応じて、原子力災害対策本部のも

とに、被災者の生活支援のため、環境大臣及び原子力利用省庁の担当大臣を長とする原子力被災

者生活支援チームを設置する。

(2) 町は、初動段階における避難区域の住民避難完了後の段階において、国が設置する原子力災

害被災者生活支援チームと連携し、避難区域の設定・見直し（計画的避難の実施や一時立入業務

を含む）、子ども等をはじめとする健康管理調査等の推進、環境モニタリングの総合的な推進、

適切な役割分担のもと汚染廃棄物の処理や除染等を推進するものとする。
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第１８節 ヘリコプターの活動支援

町は、原子力災害及び複合災害時に際し、緊急事態応急対策を円滑に実施するため、県、県警察、

自衛隊、海上保安本部等の保有するヘリコプターの活動を支援するものとする。

1 ヘリコプターの離着陸場の確保

町は、県、県警察、自衛隊、海上保安本部等の保有するヘリコプターの離着陸場の確保に努める

ものとする。

2 ヘリコプターの活動支援

町は、原子力災害時におけるヘリコプターの離着陸等に際し、関係消防機関と協力して、次の支

援活動を行うものとする。

(1) ヘリコプターの離着陸場における散水、緊急離着陸場・吹き流し設置等

(2) 立入禁止措置等、離着陸場における安全確保の実施
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第１９節 核燃料物質等の事業所外運搬中の事故に対する

迅速かつ円滑な応急対策

核燃料物質等の運搬中の事故に係る防災対策について、原子力事業者並びに運搬を委託された者、

国、県、町及び海上保安部は、相互に連携して、危険時の措置等を迅速かつ円滑に行うものとする。

1 町の活動

町は、国・県と連携して事故の状況把握に努め、必要に応じて災害対策本部を設置するととも

に、国の主体的な指導のもとに、市町、県警察、消防等関係機関と連携して、事故現場周辺の住民

避難の指示など、必要な措置を講じるものとする。

別表 核燃料物質等の事業所外運搬中の事故における通報基準

通報すべき事象

【原災法第10条第1項に基づき通報すべき事象】

○事業所外運搬での放射線量率の上昇または放射性物質の漏えい（ＸＳＥ６１，６２）

火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、当該事象に起因して以下の事象が発生したとき

(1)事業所外運搬に使用する容器から1ｍ離れた場所において、100μＳｖ／ｈ以上の放射線量率が検出された

とき。

(2)放射線又は放射能の測定が困難な場合であって、その状況に鑑み(1)の事象が発生する蓋然性が高い状態に

なったとき。

(3)事業所外運搬に使用する容器から放射性物質が漏えいしたとき又は漏えいの蓋然性が高い状態になったと

き。

○事業所外運搬での特定事象にかかる原子力緊急事象の発生（ＸＳＥ６３）

【原災法第15条第1項の原子力緊急事態宣言発令の基準】

○事業所外運搬での放射線量率の異常上昇または放射性物質の異常漏えい（ＸＧＥ６１，６２）

火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、当該事象に起因して以下の事象が発生したとき

(1)事業所外運搬に使用する容器から1ｍ離れた場所において、10mSv/h以上の放射線量率が検出されたとき。

(2)放射線又は放射能の測定が困難な場合であって、その状況に鑑み(1)の事象が発生する蓋然性が高い状態に

なったとき。

(3)「原子力災害対策特別措置法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事業所外運搬に係る事象等に関する

省令」第4条に規定する量の放射性物質が事業所外運搬に使用する容器から漏えいしたとき又は漏えいの

蓋然性が高い状態になったとき。

2 原子力事業者等の活動

(1) 原子力防災管理者は、核燃料物質等の運搬中の事故による（別表通報基準）特定事象（原災

法第10条第1項前段の規定により通報を行うべき事象をいう。以下同じ。）発見後又は発見の通知

を受けた場合、直ちに、国（内閣官房、原子力規制委員会、内閣府、国土交通省、海上保安

部）、県など関係機関に文書で送信する。

さらに、主要な機関等に対しては、その着信を確認するものとし、以後、応急対策の活動状況

等を随時連絡するものとする。

(2) 原子力事業者及び運搬者は、直ちに携行した防災資機材を用いて立入制限区域の設定、汚

染・漏えいの拡大防止対策、遮へい対策、緊急時モニタリング、消火・延焼の防止、救出、避難

等の危険時の措置を的確かつ迅速に行うことにより、原子力災害の発生の防止を図るものとし、

さらに直ちに必要な要員を現場に派遣するとともに、必要に応じ、他の原子力事業者に要員及び
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資機材の派遣要請を行うものとする。

3 国の活動

(1) 国（原子力規制委員会、国土交通省）は、核燃料物質等の運搬中の事故による特定事象が発

生した場合には、直ちに関係省庁、関係地方公共団体及び関係指定公共機関に連絡するととも

に、その後の情報を随時連絡するものとする。また、速やかに関係省庁事故対策連絡会議を開催

するとともに、国の職員及びあらかじめ登録された独立行政法人放射線医学総合研究所、独立行

政法人日本原子力研究開発機構等の専門家を現地へ派遣し、必要な資機材を現地へ動員する。

(2) 原子力緊急事態に至った場合には、国は、原災法に基づき直ちに原子力緊急事態宣言を発出

するとともに、原子力災害対策本部及び現地対策本部を設置し、原子力施設における原子力災害

に準じた緊急事態応急対策を原子力事業者及び運搬者とともに主体的に講じる。

4 県の活動

県は、国と連携して事故の状況把握に努め、必要に応じて災害対策本部を設置するとともに、国

の主体的な指導のもとに、市町、県警察、消防等関係機関と連携して、事故現場周辺の住民避難の

指示など、必要な措置を講じるものとする。

5 海上保安部の活動

事故の通報を受けた海上保安部は、事故の状況把握に努めるとともに、事故の状況に応じて、海

上保安職員の安全を図りつつ、原子力事業者等と協力して、事故発生場所近海への立入制限、人命

救助等に関する必要な措置を実施するものとする。
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第２０節 複合災害時における応急対策

町及び県は、原子力災害に係る防護対策に支障を生じないよう、原子力災害と自然災害という複数

の事象に同時に対処できる体制を整備するものとする。

1 情報収集・連絡、緊急時連絡体制及び通信の確保

町及び県は、複合災害時においても、専用回線及び衛星回線等により、十分な情報の収集・連絡

手段を確保する。

2 緊急時モニタリング

(1) 県は、自動観測局が被災した場合、県の巡回監視車や可搬型モニタリングポスト等の設備・

機器等により対応し、状況に応じてこれらをモニタリング実施地点に展開する。

(2) 国は、道路の被災状況や要員の参集状況を勘案し、緊急時モニタリング実施計画を作成する。

3 住民への情報伝達活動

(1) 町及び県は、複合災害時の初動期においては、発電所に異常がない場合においても、その旨

を広報する。

(2) 町は、大規模自然災害等により、情報伝達手段の機能喪失や、広報車の走行に支障をきたす

ことなどが想定されるため、代替手段を確保するとともに広報マニュアルを作成し、伝達の徹底

を図る。

(3) 町及び県は、住民の不安解消や混乱防止のため、問い合わせ窓口を増設するなどの体制を強

化する。

(4) 県は、上空から広報のためヘリコプター等の確保に努めることとする。

4 屋内退避、避難等

(1) 屋内退避、避難等の対応方針

ア 町及び県は、大規模自然災害等が発生した場合の屋内退避、避難等の防護措置は、本章第８

節「住民避難等の実施」を基本にしたうえで、大規模自然災害等による道路や避難所等の被

災状況に応じて、適切に対処する。

イ 町及び県は、大規模自然災害等が発生した場合は、屋内退避、避難等に時間を要するなど避

難の困難性が増すことなどが予想されるため、予防的措置としての避難等を初期段階で検討

する。

(2) 避難誘導時の配慮

ア 町は、大規模自然災害等による家屋の倒壊や転倒による事故等の危険性が想定されるとき

は、避難誘導にあたり十分注意する。

イ 町は、大規模自然災害等による被災者や広域応援者の避難誘導に際しては、自主防災組織、

消防団、警察及び防災行政機関等の協力を得ながら、避難等が確実に行われるよう対応す
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る。

(3) 退避・避難所等の運営

ア 町は、大規模自然災害等による避難所等の被害が予想されるときは、その状況を迅速に把握

し、県本部へ連絡する。

イ 町及び県は、防災関係機関と協力し、退避・避難の長期化等による物資の確保、衛生環境の

維持、愛玩動物の保護場所の確保及び心のケア等について、対策を実施する。

ウ 県は、避難所等の被災により広域避難が必要となった場合、町の区域を越えた対応を行う。

5 緊急被ばく医療

(1) 県は、大規模自然災害等への対応による医師及び機器等の不足が生じた場合又は生じるおそ

れがある場合は、広域的な医師や機器等の応援により、医療体制の維持に努める。

(2) 県は、複合災害時の救護所運営について、混乱が生じないよう対応する。

(3) 県は、道路や搬送手段の被災状況を勘案し、安定ヨウ素剤の搬送計画を策定する。

6 緊急輸送活動

(1) 県は、大規模自然災害等による道路の遮断や障害物による道路幅の減少等が想定されるとき

は、町、その他の市町、指定地方行政機関、自衛隊、県警本部と協力し、輸送路となりうる道路

の通行の状況等について迅速に情報を収集するとともに、必要に応じて代替輸送路を確保する。

(2) 町及び県は、大規模自然災害等によるバス等を保有する機関の被災が想定されるときは、そ

の状況を迅速に把握するとともに、県は、災害の状況を勘案し、ヘリ輸送等も含めた搬送手段の

調整を行う。

また、状況の進展に備えて臨機応変に対応できるよう、車両等を確保・待機させるなどの対応

を行う。

7 救助・救急活動及び消火活動

町及び県は、大規模自然災害等の被災による救助・救急活動及び消火活動により、要員や資機材

が不足する場合は、広域的な応援を要請する。
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第４章 原子力災害中長期対策

第１節 緊急事態解除宣言後の対応

県は、内閣総理大臣が緊急時モニタリングの結果等を勘案し、原子力災害の拡大の防止を図るため

の応急対策を実施する必要がなくなったと認め、原子力緊急事態解除宣言を発出した場合において

も、国、県、引き続き存置される現地対策本部等と連携し、原子力災害事後対策や被災者の生活支援

を実施するものとする。

町は、県が実施する原子力災害事後対策や被災者の生活支援にかかる活動に協力する。

第２節 原子力災害事後対策実施区域における避難区域等の設定

町は、国及び県と協議のうえ、状況に応じて避難区域を見直し、原子力災害事後対策を実施すべき

区域を設定するものとする。

町は、避難区域等の設定を見直した場合には、県に報告する。

第３節 汚染の除去等

県は、国の指導・助言のもと、町、国、原子力事業者及び関係機関と連携し、放射性物質による環

境汚染への対処について必要な措置を行うものとする。

町は、県等と協力し、必要な措置を行うものとする。

第４節 復旧期モニタリングの実施と結果の公表

原子力緊急事態解除宣言後、国（原子力規制委員会）は、緊急時モニタリングセンターを廃止する

こととなるが、引き続き、県は、国の統括のもと、関係機関及び原子力事業者と協力して、発災後の

復旧に向けて以下の判断等を行うため、復旧期モニタリングを行い、放射線量及び放射性物質濃度の

経時的な変化を継続的に把握し、その結果を速やかに公表するものとする。

・避難区域見直し等の判断を行うこと。

・被ばく線量を管理し低減するための方策を決定すること。

・現在及び将来の被ばく線量を推定すること（個人線量推定）。
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その後、平常時における環境放射線モニタリング体制に移行するものとする。

町は、県が公表する環境モニタリング結果について、住民・関係機関等に対し広報を行い、周知徹

底を図るものとする。

第５節 各種指示、制限措置の解除

1 各種指示の解除の決定

県は、環境モニタリングの結果等、原子力災害対策指針に基づいたＯＩＬの値や食品衛生法上の

基準値を踏まえた国の指導・助言及び指示等に基づき、原子力災害に伴って講じられた立入制限、

飲食物及び地域生産物の摂取及び出荷制限等を解除することが適当であると判断した場合には、国

及び国の派遣専門家等の指導・助言及び指示に基づき、各種制限措置の解除を決定し、町並びに関

係機関等に指示するものとする。また、各放送機関及び地元ＣＡＴＶに対し、緊急放送を要請し、

住民等に周知徹底を図るものとする。

2 各種制限措置の解除の決定

町は、県が実施する環境モニタリングの結果等から、原子力災害に伴って講じられた立入制限、

飲食物摂取制限、農林水産物の摂取及び出荷制限等の各種制限措置を解除することが適当であると

判断した場合には、国及び国の派遣専門家等の指導・助言及び指示に基づき、各種制限措置の解除

を決定し、町並びに関係機関等に指示するものとする。

また、各放送機関及び地元ＣＡＴＶに対し、緊急放送を要請し、住民等に周知徹底を図るものと

する。

3 町の活動

町は、県において各種指示の解除の決定、あるいは各種制限措置の解除が決定された場合には、

住民・関係機関等に対し広報を行い、指示の周知徹底を図るものとする。
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第６節 災害地域住民に係る記録等の作成

1 被災地住民登録票の作成

町は、住民等からの原子力損害に係る賠償の請求等の円滑な事務が推進されるように、県と協力

し、避難及び屋内退避の措置をとった住民等に対し、災害時に当該地域に所在した旨の証明、ま

た、避難所等においてとった措置等を、あらかじめ定められた被災地住民登録票等の様式により記

録するものとする。

2 被害状況調査の実施

県は、災害時における制限措置等により物的損害を受けた住民等の損害賠償等に資するため、必

要に応じ農林水産業等の受けた被害について調査し、資料等を整備するよう関係市町に指示し、こ

れに協力する。

町は、県の指示を受けた場合には、県と協力し、必要な被害状況調査を実施し、資料等を整備す

るものとする。

3 健康調査の実施及び心身の健康相談体制の整備

町は、県及び国と協力して、原子力災害時において防護対策を講じた地区の住民等に対し、健康

調査を実施し、住民の心身の健康維持を図るものとする。

また、町は、県及び国とともに、原子力事業所の周辺地域の居住者等に対し、不安軽減のための

適切な情報を提供し、心身の健康の保持・増進に努めるため、要配慮者にも十分配慮した、心身の

健康に関する相談に応じるための体制を整備するものとする。

4 災害状況の記録

町は、県が作成する災害の状況、緊急時モニタリング調査結果に基づく被災地の汚染状況図、緊

急事態応急対策として措置した諸記録、災害復旧対策として措置した諸記録等、原子力災害の全般

にわたる記録の作成と保存に協力するものとする。

資料編・被災地住民登録票
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第７節 風評被害等の影響の軽減

1 風評被害等の影響の軽減

県は、国と連携し、原子力災害による風評被害等の防止や影響を軽減するために、検査体制を整

備し、農林漁業、地場産業の商品等の適正な流通の促進及び観光地の安全性アピールのための広報

活動を行うものとする。

また、県は、国、原子力事業者等と協力し、汚染・被ばく患者の処置を行った医療機関の求めに

応じて、速やかに放射性物質による汚染の有無を確認し、その結果を公表するものとする。

2 町の活動

町は、県が国、原子力事業者等と協力して実施する、風評被害等の影響の軽減にかかる活動に協

力する。

第８節 被災者等の生活再建の支援

1 被災者等の生活再建

(1) 町は、県及び国と連携し、被災者等の生活再建に向けて、住まいの確保、生活資金等の支給や

その迅速な処理のための仕組みの構築に加え、生業や就労の回復による生活資金の継続的確保、

コミュニティの維持回復、心身のケア等生活全般にわたってきめ細かな支援を講じるものとす

る。

(2) 町は、県及び国と連携し、被災者の自立に対する援助、助成措置について、広く被災者に広報

するとともに、できる限り総合的な相談窓口等を設置するものとする。

居住地以外の市町に避難した被災者に対しても、従前の居住地であった町及び避難先の市町が

協力することにより、必要な情報や支援・サービスを提供するものとする。

(3) 町は、県及び国と連携し、被災者の救済及び自立支援や、被災地域の総合的な復旧・復興対策

等をきめ細かに、かつ、機動的、弾力的に進めるために、特に必要があるときは、災害復興基金

の設立等、機動的、弾力的推進の手法について検討する。

2 被災中小企業等に対する支援

県は、国と連携し、必要に応じ中小企業高度化資金貸付及び中小企業向け県制度融資等により、

設備復旧資金、運転資金の貸付を行うものとする。また、被災中小企業等に対する援助、助成措置

について広く被災者に広報するとともに、相談窓口を設置するものとする。

町は、県及び国が行う被災中小企業等に対する支援活動が円滑に進むよう、協力する。
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第９節 物価の監視

県は、国と連携し、生活必需品の物価の監視を行うとともに、速やかにその結果を公表するものと

する。

第１０節 復旧・復興事業からの暴力団排除

愛媛県警察は、暴力団等の動向把握を徹底し、復旧・復興事業への参入・介入の実態把握に努める

とともに、県、重点市町、関係市町、関係機関、業界団体等に必要な働きかけを行うなど、復旧・復

興事業から暴力団排除活動の徹底に努めるものとする。

第１１節 原子力事業者の災害復旧対策

1 災害復旧対策計画の作成

原子力事業者は、災害復旧対策についての計画を作成して、国、県及び町に提出するとともに、

計画に基づき速やかに災害復旧活動を実施するものとする。

2 損害賠償請求等への対応

原子力事業者は、相談窓口を設置する等、速やかに被災者の損害賠償請求等への対応のため、必

要な体制を整備するものとする。

3 県等の行う災害復旧対策への協力

原子力事業者は、環境モニタリング、除染等に必要となる防災資機材の貸与及び防災要員の派遣

を行い、国、県、町に全面的に協力するものとする。

4 仮設住宅等の提供

原子力事業者は、復興過程の被災者については、仮設住宅等の提供により、その間の生活の維持

を支援するものとする。
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第１２節 災害対策本部等の解散

1 国の原子力災害対策本部の廃止

国の原子力災害対策本部は、原災法第21条第1項に基づき、その設置期間が満了した時に、廃止

されるものとする。

2 県災害対策本部の解散

県災害対策本部長は、原子力緊急事態解除宣言がなされたとき、原子力災害に係る応急対策が概

ね完了したと認めるとき、又は原子力災害の危険性が解消されたと認めるときは、国及び国派遣専

門家等の指導・助言を得て、災害対策本部を解散するとともに、町、関係市、関係機関等にその旨

を通知する。

県は、内閣総理大臣が原子力緊急事態解除宣言を発出した場合においても、引き続き存置される

現地対策本部及び原子力被災者生活支援チームと連携して原子力災害事後対策や被災者の生活支援

を実施するものとする。

3 町災害対策本部の解散

町災害対策本部長は、国の原子力災害対策本部の廃止及び県災害対策本部の解散がされたとき、

原子力災害に係る応急対策が概ね完了したと認めるとき、又は原子力災害の危険性が解消されたと

認めるときは、県災害対策本部の指導・助言を得て、災害対策本部を解散するとともに、関係機関

等にその旨を通知する。


